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『中小企業会計研究』の創刊にあたって

中小企業会計学会長

河　﨑　照　行

中小企業会計学会の設立目的は，中小企業をめぐる諸問題を理論・制度・実務の諸側面から，研

究者と実務者の広範な意見交換を通して，わが国および諸外国の会計理論と会計実務の発展に資す

るとともに，会員相互の交流を深めることにある。本学会は，世界初の中小企業会計に関する学会

として，2013 年 2 月 16 日に創立された。

近年，会計学の研究分野では，国際会計基準（IFRS）の国内化問題を契機として，中小企業会計

のあり方が活発に議論されるようになってきた。国際会計基準審議会（IASB）は，2009 年 7 月に「中

小企業版 IFRS」（IFRS for SMEs) を公表し，現在，諸外国では，その導入問題をめぐって，活発な

議論が展開されている。他方，わが国では，2002 年 3 月に中小企業庁に「中小企業の会計に関する

研究会」が設置され，中小企業会計に関する本格的な議論が開始された。その後，2005 年 8 月に「中

小企業の会計に関する指針」（「中小指針」），また，2012 年 2 月に「中小企業の会計に関する基本要領」

（「中小会計要領」）が公表され，現在，中小企業会計に重大な関心が寄せられている。

中小企業会計の研究対象は広範な分野にわたる。例えば，会計理論（財務会計），国際会計，管理会計，

会計監査，税務会計，自治体会計など，伝統的な会計研究の専門分野はもとより，これらの専門分

野を「中小企業」というキーワードによって統合する総合研究など，その研究対象は実に多様である。

本学会は，かかる広範かつ多様な研究分野において，研究者と実務者の英知を結集し，アカデミ

ズムとプラグマティズムの「知の融合」によって，中小企業会計のあるべき姿を探求することを通

して，わが国および諸外国の中小企業の成長・発展に資することを使命としている。そのため，本

学会員には，最先端かつ不断の研究努力が求められている。かかる研究成果を公表する「場」が，

本学会誌『中小企業会計研究』であるといってよい。

本学会誌『中小企業会計研究』が，本学会員の研鑽と交流の場として活用されるとともに，中小

企業会計の研究における「フロントランナー」となることを期待してやまない。
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　　　　　中小企業については，その企業属性等に応じ，中小企業の実態をより適切に示した財務諸

表の方が，社会的信頼性を高めることができると考えられるので，大企業会計基準とは別個の中小企業

会計基準が必要である。これに関して現在，日本商工会議所等が公表した「中小企業の会計に関する指針」

等が並列して存在しており，いわゆる「会計基準の多様化」が見られる。これらの我が国の中小企業会

計基準については，概念フレームワークが明示的に示されていないが，内的整合性のある一貫した会計

基準を設定するためには，これらの中小企業会計基準を基礎づける概念フレームワークが重要であると

考えられる。

本稿では，米国公認会計士協会（AICPA）が公表した「中小企業のための財務報告フレームワーク」 

（中小企業版 FRF）を参考にして，我が国の状況を考慮に入れながら，いわゆる「中小企業会計要領」に 

とって最適な概念フレームワークを提言することを目的としている。このために，まず中小企業会計基

準の設定アプローチについて検討する。そして，この中小企業会計基準の設定アプローチとして適切な

アプローチを採用していると考えられる米国の中小企業会計基準の概要と AICPA の中小企業版 FRF の

概念フレームワークの内容を検討する。最後に，これらのことを考慮し，かつ我が国の状況を加味して，

「中小企業会計要領」にとって最適な概念フレームワークを提言している。

我が国における中小企業会計の
概念フレームワークの提言

―米国中小企業会計の概念フレームワークを参考にして―

※本稿は査読済み論文です（2015年６月20日決定）。

キーワード

論文要旨

　　　　　中小企業会計，概念フレームワーク，中小企業会計の概念フレームワーク，米国中小企業

会計

岩　崎　　勇 （九州大学大学院教授）

Ⅰ　はじめに

企業はその属性によって大きく大規模上場企
業（大企業）と中小規模非上場企業（中小企業）
とに分けられる。経済のグローバル化に伴って，
会計制度も国際的な統合を目指す大企業会計と，
その影響を出来るだけ回避し，ローカルな制度
条件と企業属性を加味した中小企業会計とに分
けられるようになってきている。すなわち，「中

小企業会計の前提は，中小企業と大企業の企業
属性の相違である。企業属性が異なれば，そこ
で営まれる会計慣行も異なり，会計慣行が異な
れば会計基準も異なるとする認識が，中小企業
会計の理論的前提となる」（河﨑［2014］，8 頁）。
また，同時に，会計目的が異なれば，会計基準
も異なるとも考えられる。このような考え方に
基づいて，大企業会計基準とは別個・独自の中
小企業会計基準を設定するアプローチに従って，
別個の中小企業会計基準（1）を設定し，制度化
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する場合には，表 1 のように，いわゆる「会
計基準の二分化・複線化・二元化」（現象（1））
が生じることとなる。

そして，我が国の中小企業についても，その
置かれている状況，企業属性や会計目的等に応
じ，中小企業の実態をより適切に示した財務諸
表の方が，社会的信頼性を高めることができる
と考えられるので，大企業会計基準とは別個の
中小企業会計基準が必要である。この中小企業
会計基準に関して，現在 2005 年 8 月に日本商
工会議所等が公表した「中小企業の会計に関す
る指針」（以下，「指針」という）（日本商工会
議所等［2005］），2012 年 2 月に中小企業の会
計に関する検討会が公表した「中小企業の会計
に関する基本要領」（以下，「要領」という）（中
小企業の会計に関する検討会［2012］）および
国際会計基準審議会（IASB）が公表した中小
企業版 IFRS「IFRS for SMEs」 （IASB［2009］）
が並列して存在しており，表 1 のように，いわ
ゆる「会計基準の複合化」（現象（2））が見ら
れる。

これらの我が国の中小企業会計基準について
は，概念フレームワークが明示的に示されてい
ないが，内的整合性のある一貫した会計基準を
設定するためには，これらの中小企業会計基準
を基礎づける概念フレームワークが重要である
と考えられる。

このような状況の下において，本稿では，

文献研究に基づいて，米国公認会計士協会
（AICPA）が 2013 年 6 月に公表した「中小企
業のための財務報告フレームワーク」（AICPA

［2013］，「FRF for SMEs」，以下，「中小企業
版 FRF」という）を参考にして，我が国の状
況を考慮に入れながら，「要領」にとって最適
な会計の概念フレームワークを提言することを
目的としている。

Ⅱ　中小企業会計の概念フレーム
ワークの検討

１　中小企業会計基準の設定アプローチ
（1）中小企業会計基準の設定アプローチ

ここでは，中小企業会計の概念フレームワー
クの提言を行う前提として，中小企業会計基準
の設定アプローチについて検討することとする。
周知のとおり，主要な中小企業会計基準の設定
アプローチには，次のようなものがある。

第 1 は，会計基準の設定アプローチとして，
大企業と中小企業とに基本的に同じ原理を適用
して会計基準を設定するか否かの観点から，シ
ングル・スタンダード・アプローチとダブル・
スタンダード・アプローチに分けられる。ここ
で，シングル・スタンダード・アプローチとは，
企業属性や会計目的（2）等に関わらず，同じ取
引には同じ会計処理を適用すべきであると考え，
大企業会計基準と基本的に同じ原理で中小企業

表１　会計基準の多様化

摘　要 現　　象 具　体　例内　　容

会計基準
の多様化

会計基準が大企業会計基準と中小企
業会計基準とへ分化すること

大企業会計基準
中小企業会計基準

大企業会計基準と中小企業会計基準
のそれぞれの内容が複数になること

J－GAAP， IFRS， US－GAAP， JMIS
中小企業会計指針， 中小企業会計要領
IFRS for SMEs

（１）会計基準の二分化
・複線化・二元化

（２）会計基準の複合化

注：J－GAAP：日本の一般に認められた会計基準，IFRS：国際財務報告基準，US－GAAP：米国の一般に認められ
た会計基準，JMIS：修正国際基準

出所：著者作成。
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会計基準を設定するアプローチであり，他方，
ダブル・スタンダード・アプローチとは，企業
属性や会計目的等を考慮して，大企業会計基準
と別個の原理で中小企業会計基準を設定するア
プローチである（岩崎［2006］，22 頁）。前者
の適用例としては，例えば，企業会計基準と基
本的に同一の原理で設定された「指針」があり，
後者の適用例としては，企業会計基準と別個の
独立した原理で設定された「要領」がある。

第 2 は，中小企業会計基準の設定アプローチ
として，大企業会計基準を簡素化して中小企
業会計基準を作成するか否かという観点から，
トップダウン・アプローチとボトムアップ・ア
プローチに分けられる（3）。ここで，トップダ
ウン・アプローチとは，大企業会計基準を簡素
化するという簡素化方式で中小企業会計基準を
作成するアプローチであり，他方，ボトムアッ
プ・アプローチとは，大企業会計基準とは別個
に，中小企業の属性や会計目的等に配慮し，そ
の会計慣行（4）等を公式化するという積上方式
で中小企業会計基準を設定するアプローチで
ある（5）。これらはそれぞれ，前述のシングル・
スタンダード・アプローチとダブル・スタンダー
ド・アプローチとに親和性がある。そして，前
者の例として，例えば，IASB の公表する完全
版国際財務報告基準（full IFRS）を簡略化する
形で中小企業版 IFRS（IFRS for SMEs）を作
成し，また , 米国の財務会計基準審議会（FASB）
の親組織である財務会計財団（FAF）が組織
する非公開企業評議会（PCC）が大企業用の「一
般に認められた会計原則」（GAAP）を簡素化
する形で「中小企業版 GAAP」を作成し，ま
た我が国では大企業会計基準を簡略化する形で

「指針」を作成している。また，後者の例とし
て，例えば，米国では AICPA が「中小企業版
FRF」を公表（6）し，我が国では中小企業の会
計に関する検討会が「要領」を公表している（河
﨑［2013a］，17 頁）。

第 3 は，上場企業で一組の会計基準が強制ま
たは選択適用されるような状況を前提として，
概念フレームワークと個別の会計基準の関係に
おける会計基準の設定アプローチとして，概念
フレームワークを設定して，それを基礎として
首尾一貫した会計基準を作成するか否かという
観点から，理論的アプローチとピースミール・
アプローチに分けられる。ここで，理論的アプ
ローチとは，まず概念フレームワーク（7）を設
定し，それに基づいて演繹的に個別の会計基準
を導き出すアプローチであり，基本的に個別の
会計基準の間に首尾一貫性を保つことを目指し
ている。他方，ピースミール・アプローチとは，
概念フレームワークを設定せず，その時々の状
況に応じて適宜個別の会計基準を設定するアプ
ローチであり，この場合には，個別の会計基準
の間に必ずしも首尾一貫性が保たれない（8）。

上記会計基準の設定アプローチと「要領」と
の関係を見ると，現在の「要領」に関しては，
ダブル・スタンダード・アプローチ，ボトムアッ
プ・アプローチで，かつピースミール・アプロー
チ（9）によって作成されていると考えられる。
前述のように，大企業と中小企業とは，その企
業属性や会計目的等が異なっているので，ダブ
ル・スタンダード・アプローチを採用して中小
企業会計基準を設定することは適切であると考
えられる。しかし，このように，ダブル・スタ
ンダード・アプローチを採用する場合において
も，米国の「中小企業版 FRF」のように，大
企業向けの概念フレームワークとは別個の中小
企業向けの概念的なフレームワークが有用であ
ると考えられる。そこで以下では，このような
概念的なフレームワークを提言していきたい。

（2）ダブル・スタンダード・アプローチの場合の

概念フレームワークに関連する主な差異

ダブル・スタンダード・アプローチを採用し
て設定される概念フレームワークに関する関連
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諸項目の主な差異は，次のとおりである。
「強制」か否かについて，上場企業の会計基

準は強制または選択適用であるのに対して，中
小企業のそれは任意適用である。「監査」の対
象になるのか否かに関して，上場企業の財務諸
表は（強制）監査の対象であるのに対して，中
小企業のそれは基本的に監査の対象とならな
い。「会計基準の数」に関して，上場企業の会
計基準は複数であるのに対して，中小企業のそ
れは，基本的に概念フレームワークと共に一揃
いだけである。「基準設定機関」に関して，上
場企業の会計基準は一定の正統性が与えられた
機関で設定される公式の会計基準であるのに対
して，中小企業のそれは任意の機関が設定する
もので，厳密な意味での会計基準ではなく，公
正な会計慣行それゆえ実質的な会計基準となり
得るものである。「概念フレームワークと個別
会計基準」に関して，上場企業の場合には，両
者が別個的に設定されるのに対して，中小企業
の場合には，両者が一組として設定される。「概
念フレームワークの役割」に関して，上場企業
の概念フレームワークは一貫した個別の会計基
準を設定するためのものであるのに対して，中
小企業のそれは提案・推奨される一組の会計基
準の内的整合性を確保するためのものである。

このように，本稿では，ダブル・スタンダー
ド・アプローチに基づき上場企業の概念フレー
ムワークとは別個の原理で導かれる中小企業の
概念フレームワークを提言していこうとしてい
るので，通常いわれている上場会社に適用され
る概念フレームワークとは異なる概念フレーム
ワークであることに注意が必要である。

２　米国の中小企業会計の内容
（1）米国の会計制度の概要

本稿では，前述のように，米国の中小企業会
計に関する概念的なフレームワークを参考にし
て，我が国の「要領」についての概念的なフレー

ムワークを提案することを目的としている。そ
れゆえ，その前提として，ここでは，米国の中
小企業会計基準を位置づけるために，米国の会
計制度の概要について検討することとする。

周知のように，米国においては，会計制度に
関連する法律として連邦会社法は存在せず，各
州が独自に会社法を規定している。また，米
国の会計基準は連邦証券取引法（1933 年証券
法および 1934 年証券取引所法）の下で現在ま
で発達してきている。この法律が適用される
上場企業については，証券取引委員会（SEC）
から権限の委嘱を受けた財務会計基準審議会

（FASB）が公表する権威ある会計基準である
いわゆる一般に認められた会計原則（「GAAP」）
に基づいた監査済みの財務諸表を提出すること
が義務付けられている。

他方，上記の法律が適用されないその他の非
上場企業については，連邦レベルでは GAAP
に基づく財務諸表の作成義務は存在しない。そ
れゆえ，そこでは，「その他の包括的な会計基
準」（Other comprehensive basis of accounting 
: OCBOA）または GAAP に基づき，会社の債
権者等の財務諸表の利用者のニーズやコスト
等を勘案して種々のものが使用され，財務諸
表が作成されている。この OCBOA について
は，AICPA がその解説書「現金主義および税
法基準による財務諸表の作成・開示方法」を公
表しており，これが中小企業の会計慣行すなわ
ち事実上の会計基準としてこれまで機能してき
ている（河﨑［2013b］，74 頁）。この OCBOA
には，現金主義や修正現金主義から税法基準に
基づくものまで様々なものがある（中小企業
庁［2002］，60-61 頁）。そして，前述のように，
AICPA は 2013 年 6 月にこの OCBOA を，任
意適用ではあるが，公式化する目的で「中小企
業版 FRF」（FRF for SMEs）を公表している。
他方，FAF が組織する PCC は，大企業用の
GAAP を簡素化する形で「中小企業版 GAAP」



6 中小企業会計研究　創刊号（2015）

を作成している。

（2）中小企業版 FRF の概念フレームワークの 

内容

①　中小企業版 FRF の概要
前述のように，米国の中小企業会計基準を取

り巻く状況の概要が明らかにされたので，ここ
では，我が国の「要領」についての概念的なフ
レームワークを提言するための参考として，米
国の「中小企業版 FRF」の概念フレームワー
クの内容について検討していくこととする。な
お，この概念フレームワーク部分が含まれる「中
小企業版 FRF」自体は，表２のように，31 章
から構成され，かなりの分量がある。この全体
の内容についての詳細な分析は，紙幅の関係上，
別稿に譲ることとする。

表 2 のように，「中小企業版 FRF」では，そ
の具体的な基準として，例えば，キャッシュ・
フロー計算書，連結財務諸表，企業結合，プッ
シュダウン会計等のように，中小企業にとって
あまり一般的ではない高度の内容も含まれてい
る。したがって，これらは我が国の中小企業の

会計基準としては，一般的には不要であると考
えられる。

なお，この「中小企業版 FRF」の適用が
想定されている「企業属性」は，一般に US-
GAAP に準拠した財務諸表を作成する必要が
なく，株式を公開する意図がなく，営利企業で
あり，出資と経営とが一致した非上場企業であ
り，高度に専門的な事業を行っておらず，過
度に海外事業を行っておらず，企業への融資
判断は，財務諸表の他に，担保等も加味して
行っているような企業である（AICPA［2013］，
pp. ⅵ - ⅶ，浦崎［2013b］，45 頁，朱［2013］，
3-5 頁）。これらの企業属性は，基本的に我が国
の中小企業のそれと同様であり，これらの観点
からは，概念フレームワークの修正は不要であ
ると考えられる。

②　 中小企業版 FRF の概念フレームワーク
の内容

「中小企業版 FRF」のうち第 1 章が「財務
諸表の諸概念」いわゆる「概念フレームワー
ク」（10）に相当する部分であり，その主な内容

表２　中小企業のための財務報告フレームワークの構成

出所：AICPA［2013］を参照して著者作成。

第 1章　財務諸表の諸概念 第 2 章　財務諸表の表示に関する一般原則および会計方針
第 3章　移行措置 第 4 章　財政状態計算書
第 5章　流動資産および流動負債 第 6章　特定の金融資産および金融負債に関する会計上の特別な考慮
第 7章　事業活動計算書 第 8 章　キャッシュ・フロー計算書
第 9章　会計方針の変更，会計上の見積りの変更および誤謬の訂正
第 10 章　リスクおよび不確実性 第 11 章　持分，負債およびその他の投資
第 12 章　棚卸資産 第 13 章　無形資産
第 14 章　有形固定資産 第 15 章　長期性資産の処分と非継続事業
第 16 章　契約 第 17 章　偶発事象
第 18 章　持分 第 19 章　収益
第 20 章　退職給付およびその他退職後給付 第 21 章　法人所得税
第 22 章　子会社 第 23 章　連結財務諸表および少数株主持分
第 24 章　ジョイント・ベンチャー投資 第 25 章　リース
第 26 章　関連当事者取引 第 27 章　後発事象
第 28 章　企業結合 第 29 章　プッシュダウン会計
第 30 章　非貨幣取引 第 31 章　外貨建取引
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我が国における中小企業会計の概念フレームワークの提言

は，表 3 のとおりである。この内容について
は，既に例えば，河﨑［2013a］，［2013b］，浦
崎［2013a］，朱［2013］等で詳細な検討がなさ
れている。

表 3 から明らかなように，この「中小企業版
FRF」の概念フレームワークにおける基本的
な特徴は，次のとおりである（AICPA［2013］，
河﨑［2013b］，76 頁，浦崎［2013a］，46 頁）。

①簡素化された原則主義の会計基準であり，
その適用範囲が広いこと，②財務諸表の目的に
ついて，その主たる利用者を経営者や債権者等
において，投資意思決定ではなく，経営者等の
意思決定への役立ちと受託責任の評価を挙げて
いること，③財務情報の質的特性について，理
解可能性，目的適合性，信頼性，比較可能性を
挙げており，忠実な表現ではなく，信頼性を維
持していること。しかも，信頼性の構成要素と
して保守主義を残していること，④財務諸表の
構成要素について，貸借対照表上において資産，
負債および持分が掲げられていること，また，
損益計算書上において収益，費用，利得，損失
が挙げられており，そこでは包括利益は想定さ

れていないこと，⑤認識規準について，測定の
基礎および経済的便益の獲得ないし消滅の蓋然
性が規定されていること，⑥測定基礎について，
基本的に取得原価によることが原則であり，そ
の他の基礎として現在価値等の使用が認められ
ていること，⑦伝統的な会計原則と税法基準を
適切に組み合わせた会計ルールであり，例えば，
後入先出法等が認められていること，⑧経営者
により財務諸表作成の選択が行われること，⑨
大企業用の米国 GAAP とは，例えば，次の点
で異なっていること，すなわち，㋐減損会計を
基本的に要求していないこと，㋑変動持分事業
体の概念を除いた簡素化された連結モデルを採
用していることおよび㋒包括利益を要求してい
ないこと等である。

このように，「中小企業版 FRF」においては，
ダブル・スタンダード・アプローチに基づき中
小企業の属性に適した中小企業会計基準および
これに関する概念フレームワークが設定されて
いる。

表３　中小企業版FRFの概念フレームワークの内容

摘　　要 内　　　　　容

１　財務諸表の
　　目的

２　会計情報の
　　質的特性

３　財務諸表の
　　構成要素

４　認識と測定

⑴意思決定に対する役立ちと受託責任の評価
⑵経営者，債権者その他の利用者が資源配分の意思決定を行い，または経営者の受託
　責任を評価する，あるいはその両者を行うに当たり，利用者に有用な情報を伝達す
　ること
⑴質的特性：①理解可能性，②目的適合性（予測価値，フィードバック価値，適時性），
　③信頼性（表現の忠実性，検証可能性，中立性，保守主義），④比較可能性
⑵専門的判断：重要性

⑴財務諸表：①貸借対照表（財政状態計算書：SFP），②損益計算書（事業活動計算書：
　SO），③持分変動計算書，④キャッシュ・フロー計算書
⑵財務諸表の構成要素：①資産，②負債，③持分，④収益，⑤費用，⑥利得，⑦損失

⑴認識：ある項目を財務諸表に記載するプロセス　
　認識規準：①測定の基礎，②経済的便益の獲得または消滅の蓋然性
⑵測定：財務諸表に認識された項目の金額を決定するプロセス　
　測定の基礎：①主要な基礎（取得原価），②その他の基礎（取替原価，実現可能価額，
　現在価値）

出所：AICPA［2013］, pars. 1. 01－1. 46，河﨑［2013b］, 34－35頁を参照して著者作成。
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Ⅲ　我が国中小企業にとっての
　　概念フレームワークの提言

１　先行研究
前述のように，米国における「中小企業版

FRF」に関する概念フレームワークの内容が
明らかにされた。そこで，次に我が国の中小企
業会計に関する概念フレームワークに関する先
行研究を概観しておくこととする。この先行研
究として，例えば，神森［2010］，河﨑［2013b］，

［2014］等がある。神森［2010］の論文では，
中小企業会計の概念フレームワークの内容を他
律的財務会計と自律的管理会計とに分けて，次
のような主張がなされている。

「①中小企業会計の目的　他律的目的…会社
法の規定による所有者（株主）への会計情報の
提供　自律的目的…経営者の経営管理のための
会計情報の提供  ②中小企業の会計情報の質的
特性…他律的財務会計と自律的管理会計とくに，
後者にウエイトのかかった二元的性格　③中小
企業の会計情報の構成要素　他律的財務会計に
よる財務諸表に関して…資産，負債，純資産，
収益・利得，費用・損失　自律的管理会計に関
して…財務諸表の構成要素の他，管理可能費・
管理不能費，変動費・固定費および部門別等の
収益と変動費ならびに必要に応じた特殊原価  
④中小企業の会計に係る認識と測定　他律的財
務会計については…会社法の規定による。会社
法に規定のない事項については税法基準による。
会社法にも，税法基準にもない事項については，

『一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行』
による。　自律的管理会計については…目的に
応じて認識し，原価および／または時価により 
測定」（番号は著者挿入）としている（神森

［2010］，311-312 頁）。
また，河﨑［2013b］では，我が国の中小企

業会計の概念フレームワークは明示的には提示

されていないが，「要領」の「総論」は，これ
に相当するものと考えてよいとしている。そし
て，そこでの基本的な考え方は，「①『確定決
算主義』を維持し，『取得原価主義』，『企業会
計原則』，『法人税法』等を踏まえた会計基準で
あること　②中小企業の属性を重視し，その会
計実務の実態をベースとする『積み上げ方式』

（ボトムアップ・アプローチ）を採用すること」
という 2 点に集約できるとしている。また，こ
の総論において注目すべき点として，① IFRS
の影響の遮断と②記帳の重視を挙げている（河
﨑［2013b］，77 頁）。そして，我が国の「要領」
では，大企業と比較して，中小企業の主な属性
として，中小企業では所有と経営とが未分離で
あること，内部統制の整備が不十分であること，
およびステーク・ホルダーの範囲が主に債権者

（金融機関）や取引先に限定されること等が挙
げられる（河﨑［2013b］，70-71 頁）としている。

なお，本稿では，あくまでも財務会計を想定
しているので，神森［2010］論文の自律的管理
会計および他律的財務会計という分類を行って
いない。また，提案の内容もかなり異なってい
る。また，河﨑［2013b］等では，概念フレー
ムワークそのものの提案ではないので，本稿に
おいては，会計関連制度の米国との差異の部分
に関しては考慮しているけれども，その他の点
では，直接的には前提としていない。

２　日米の差異　
（1）制度的な違い

日米の会計を取り巻く環境や制度において，
特に考慮すべきものとして，例えば，次のよう
なものがある。

①　会社法：米国では，前述のように，州ご
とに州法として会社法が規定され，会計に
関する規定が異なっている。これに対して，
日本では，会社法は全ての企業に適用され
る。
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　　このように，米国における会社法の影響
は，様々であり一概に記述することはでき
ない。他方，我が国の会社法では，一般に
公正妥当と認められた会計の基準の一つと
して「要領」が認められることとなる。

②　税法：周知のように，米国では，申告調
整主義が採られ，税務と会計との関連が日
本よりも緩く，税務の会計に対する影響力
が日本より弱いものとなっている。これに
対して，日本では，確定決算主義が採られ，
税務と会計との関連がより密接に関連して
いる。

　　このように，米国においては，会計に対
する税法の影響は緩やかであるのに対して，
我が国の場合には，直接的な影響を与える
可能性がある。

　　そこで，毎年改正される税法の影響をど
こまで，概念フレームワークに取り入れる
のかということが問題となる。これは，バ
ランスの問題であり，適正な期間損益計算

（経営成績の表示）や財政状態の表示を考
えた場合には，あまり税法の影響を取り入
れない方がよい，他方，税務用と会計用の
データに同じものを使用するという簡便性
という観点からは，税法に合わせて修正す
ることも考えられる。

③　資金調達：米国では，企業の資金調達に
おいて直接金融であることが珍しくない。
これに対して，日本では，メインバンク制
のように，間接金融により銀行等を用いる
ことが多い。

　　ただし，「中小企業版 FRF」における概
念フレームワークでは，これらの両者の差
異の影響はあまり明確な違いとなって表れ
ていない。　　

（2）「中小企業版 FRF」と「要領」との主な違い

前掲表 2 からも明らかなように，米国の「中

小企業版 FRF」と我が国の「要領」とを比較
して，米国のそれは，「外貨建て，連結財務諸
表，企業結合など上場企業の会計基準も取り上
げられており，小規模企業のほか中規模企業に
も適用される点で中小企業の包括的な会計基準
となっている」（大城［2014］，127 頁）。他方，「要
領」は，このようなものを想定していない。そ
れゆえ，本稿では，このような一般に上場企業
に適用される高度な会計基準を想定していない。

（3）両者のフレームワークの違い

ここでは，基本的に「中小企業版 FRF」を
基本としているが，以下の点で，異なっている。

表 4 のように，両者の主な相違点等に関し
ては，財務諸表の目的は，基本的に同じであ
る。また，会計情報の質的特性に関しても，主
副の区別をつけることを除けば，基本的に同じ
である。財務諸表に関しては，持分変動計算書，
キャッシュ・フロー計算書を削除し，日本の制
度に合わせるために，株主資本等変動計算書を
加えると共に，キャッシュ・フロー計算書につ
いては，負担が重いと考えられるので，削除し
ている。財務諸表の構成要素に関しては，利得
および損失は，収益費用に含まれるので，これ
らを削除することによって，日本の制度に合わ
せている。認識規準に関しては，定義を満たす
ことを前提として，測定基礎として信頼し得る
原価又は時価を持つことを明示している。

３　我が国中小企業にとっての概念フレーム
ワークの提言

ここでは，米国の「中小企業版 FRF」を参
照し，かつ上述のような我が国独自の状況を加
味して「要領」についての概念フレームワーク
を提言していきたい。

⑴　財務諸表の目的

財務諸表の目的は，適正な期間損益計算を行
うことによって，経営者，債権者およびその他
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の利用者が資源配分の意思決定を行うのに有用
な，企業の経済的資源，それへの請求権および
それらの変動という財政状態および経営成績に
ついての財務情報を提供することである。また，
財務諸表は，経営者の受託責任の結果も明示す
る。

⑵　財務情報の質的特性

財務情報の質的特性は，財務諸表において提
供される財務情報の質的な特性を示すものであ

り，財務諸表の利用者にとって情報を有用なも
のとするものである。この質的特性には，図 1
のように，情報が有用であるために必須である
基本的な質的特性と，情報が有用であるために
はあった方が望ましい補強的な質的特性がある。
基本的な質的特性には，目的適合性と信頼性が
あり，補強的な質的特性には，理解可能性と比
較可能性がある。

目的適合性とは，利用者が，過去，現在また

図１　財務情報の質的特性の相関図 

検証可能性表現の忠実性

有用性

中立性

保守主義

確認価値

比較可能性理解可能性

信頼性目的適合性  トレード･オフ関係

予測価値 適時性

表４　両フレームワークの差異

（米国）中小企業版FRF 追　加 日本版FW削　除　
意思決定と受託責任

①理解可能性，②目的適合性，
③信頼性，④比較可能性

【F/S】貸借対照表，損益計算書，
持分変動計算書，キャッシュ・
フロー計算書

持分変動計算書，
キャッシュ・
フロー計算書

１財務諸表の
　目的
２会計情報の
　質的特性

３財務諸表の
　構成要素

４認識と測定

株主資本等
変動計算書※

信頼性

主副の区別

資本利得，損失，持分【構成要素】資産，負債，持分，
収益，費用，利得，損失

【測定】主要な基礎：取得原価，
その他の基礎：時価

【認識】測定の基礎，蓋然性

【F/S】貸借対照表，損益計算書，
株主資本等変動計算書※

【構成要素】資産，負債，資本，
収益，費用

【測定】主要な基礎：取得原価，
その他の基礎：時価

【認識】（構成要素の定義）信頼
できる測定の基礎，蓋然性

【基本的特性】
①目的適合性，②信頼性
【補強的特性】
①理解可能性，②比較可能性

意思決定と受託責任

出所：著者作成。

－ －

－

－

－

－

中小企業版FRF：中小企業のための財務報告フレームワーク，日本版FW：日本版概念フレームワーク，F/S：財務諸表
※：資本変動計算書でもよい。
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は将来の事象を評価し，また過去に行った評価
を確認し，訂正するのに役立つことによって，
利用者の意思決定に影響を与えることができる
性質のことである。すなわち，予測価値，確認
価値および適時性を満たした時に，情報は目的
適合性があるものとなる。予測価値とは，利用
者が，過去，現在または将来の事象を評価し，
将来キャッシュ・フローに関する金額，タイミ
ング，不確実性等の予測に役立つ性質のことで
ある。確認価値とは，過去に行った評価を確認
し，訂正するのに役立つ性質のことである。適
時性とは，情報を過度に遅延せず，適時に提供
する性質のことである。また，信頼性とは，情
報が一定の水準で信頼できることであり，より
具体的には，情報が，その対象である経済事象
を忠実に表現し，またその証拠の元となってい
る取引または事象と一致し，その一致すること
について独立した検証が可能であり，かつ当該
情報に偏りがないことである。すなわち，表現
の忠実性，検証可能性，中立性を満たした時に，
情報は信頼性があるものとなる。なお，情報の
中立性は，不確実な状況において判断を行う際
に，保守主義を用いることによって影響を受け
る。表現の忠実性とは，事実を会計上忠実に反
映すること，すなわち事実と会計上の分類項目
との明確な対応関係があることである。検証可
能性とは，領収書等によって項目と事実との照
合が可能であることであり，測定者の主観に左
右されない事実に基づく財務報告であることで
ある。中立性とは，一部の関係者だけを偏重す
ることのない財務報告であることである。保守
主義とは，不確実な状況の下で判断を行う場合
に，利益の過大表示とならないような慎重な判
断を行うことである。

理解可能性とは，利用者が企業活動や会計に
関して勤勉な態度を持って情報を研究する意思
を有することを前提として，財務情報を理解で
きるという性質のことである。また，比較可能

性とは，特定の情報それ自体の性質ではなく，
二つの情報間の関係の性質であり，利用者に二
つの財務諸表によって提供される情報の類似点
や差異点を識別し，財務情報が相互に比較でき
るという性質である。すなわち，同一企業の会
計情報を前期と当期というように時系列で比較
する場合，または同一時点の会計情報を同業他
社等との企業間で比較する場合，それらの比較
に障害とならないように会計情報が作成されて
いることを要請するものである。

⑶　財務諸表の構成要素

財務諸表には，貸借対照表，損益計算書及び
株主資本等変動計算書（11）がある

財務諸表の目的を達成するために提供しなけ
ればならない基本的情報は，企業の経済的資源，
それに対する請求権という財政状態ならびに財
務業績という経営成績に関する情報である。

これらを表現する財務諸表の構成要素は，資
産，負債，資本，収益，費用である。純利益は
収益から費用を差し引いた金額である。なお，
財務諸表の注記および付属明細書は，財務諸表
の計上項目の明瞭性を高め，その内容の補足説
明を行うものであるので，財務諸表の重要な一
部であるが，財務諸表の構成要素ではない。

資産とは，過去の取引または事象の結果とし
て企業が支配する経済的資源であり，それから
将来の経済的便益を獲得することが期待される
ものである。負債とは，過去の取引または事象
の結果として企業が負う経済的資源を引き渡す
債務である。資本とは，所有主からの出資およ
び企業活動から得られた利益の留保のことであ
る。収益とは，資産の増加または負債の減少と
しての，資本取引を除く，資本を増加させる要
因のことである。費用とは，資産の減少または
負債の増加としての，資本取引を除く，資本を
減少させる要因のことである。
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⑷　認識規準

認識とは，ある項目を財務諸表に計上するプ
ロセスである。財務諸表の構成要素の認識規準
は，次のとおりである。

①　財務諸表の構成要素の定義を満たすこと
②　当該項目が信頼し得る原価または時価と

いう適切な測定の基礎を有していること，
かつ

③　将来の経済的便益の獲得または消費に関
連する項目について，そのような便益が獲
得されるか，または消費される可能性が高
いこと。

なお，収益費用については基本的に発生主義
会計に基づき追加的な認識規準は，個別的な基
準において別に定める。

⑸　測定基礎

測定とは，財務諸表において認識される項目
の金額を決定するプロセスである。財務諸表の
主たる測定基礎は期中の取引に基づく取得原価
である。ただし，取得原価が適切でない場合に
は，市場価値，現在価値，取替原価，実現可能
価額等を使用することができる。また，資本維
持に関しては，インフレーション等が激しい場
合を除き，名目貨幣資本維持を前提とするもの
とする。

４　提言の解説
ここでは，前述の提言についての解説をして

いくこととする。
⑴　財務諸表の目的

ここでは，次の点に注意が必要である。
①　財務諸表の目的として，適正な期間損益

計算を行うことによって意思決定への有用
な財務情報を提供することと受託責任の結
果を明示することの二つを同列で示してい
る。連結財務諸表における投資意思決定目
的（情報提供目的）と異なり，個別財務諸

表においては，利害調整目的と情報提供目
的とがともに同時に達成されることが重要
である。すなわち，個別財務諸表で提供さ
れる財務情報は，単なる情報ではなく，そ
れと共に基本的に利害調整（例えば，分配
可能額の計算の基礎や課税所得の計算の基
礎等）に用いられることが制度的に想定さ
れている。この観点からは，適正な期間損
益計算は最も重要な基礎をなすものと考え
られる。

②　意思決定への有用な情報提供については，
上場企業で想定するような投資意思決定で
はなく，経営者や債権者の資源配分の意思
決定を想定している。

③　財務情報の内容としては，貸借対照表関
係では経済的資源（資産），それへの請求
権（負債，資本）という財政状態に関する
情報を，そして損益計算書関係では財務業
績という経営成績に関する情報を想定して
いる。

⑵　財務情報の質的特性

　ここでは，次の点に注意が必要である。
①　財務情報の質的特性は財務諸表の目的を

達成するために有用な質的特性のことであ
り，これには基本的な質的特性と補強的な
質的特性の二つがある。

②　基本的な質的特性には，目的適合性と信
頼性がある。情報が有用であるためには，
情報は，単にそれが忠実に表現されただけ
では不十分であり，同時にそれが信頼でき
るものでなければならない。なお，目的適
合性と信頼性はトレード ･ オフ関係にあり，
その時々の状況により，総合的に適切な判
断を行うことが必要である。

③　補強的な質的特性には，理解可能性と比
較可能性がある。

④　目的適合性には，予測価値，確認価値お
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よび適時性という下位概念が含まれる。
⑤　信頼性には，表現の忠実性，検証可能性，

中立性および保守主義という下位概念が含
まれる。この信頼性においては，表現の忠
実性のみでなく，検証可能性等も重視され
る。

⑥　比較可能性には，期間比較性と企業間比
較性とがある。なお，比較可能性は，形式
基準や画一的な会計処理を求めるものでは
なく，事実の差異が会計情報の利用者に
とって必要であり，役立つものである場合
には，その差異に応じて異なる会計処理が
必要とされる。

⑶　財務諸表の構成要素

　ここでは，次の点に注意が必要である。
①　基本財務諸表として貸借対照表と損益計

算書がある。
②　貸借対照表では，企業の経済的資源，そ

れへの請求権という財政状態に関する情報
を提供する。このために，貸借対照表の構
成要素としては，資産，負債および資本（12）

が含まれる。
③　この場合，資本を資産負債の単なる差額

として消極的に捉えるのではなく，出資者
の持分としての出資と企業活動から得られ
た利益の留保として積極的に考えている。

④　損益計算書では，財務業績という経営成
績に関する情報を提供する。このために，
損益計算書の構成要素としては，収益と費
用がある。

⑤　この場合，収益から費用を差し引いて純
利益を計算する。ここでは，包括利益の計
算表示を想定していない。

⑥　財務諸表の注記および付属明細書は，財
務諸表の計上項目の明瞭性を高め，その内
容の補足説明を行うものであるので，財務
諸表の重要な一部であるが，財務諸表の構

成要素ではない。
⑦　収益費用の定義に関して，資産負債を用

いて定義しているが，これはこのような定
義の方が理論的に定義しやすいからこのよ
うな形にしているだけであり，資産負債ア
プローチを重視しているからではない。こ
こでの全体的な枠組みは，むしろ収益費用
アプローチであり，適正な期間損益計算を
重視するものである。

⑷　認識規準

　ここでは，次の点に注意が必要である。
①　一般的な認識規準として，定義，測定の

信頼性および蓋然性の 3 要件がある。
②　ある項目が認識されるためには，財務諸

表の構成要素の定義を満たしていることが
必要である。

③　また，当該項目が認識されるためには，
当該項目が信頼しうる原価または時価とい
う適切な測定の基礎を有するという測定基
礎についての信頼性が確保される必要があ
る。

④　さらに，当該項目が認識されるためには，
将来の経済的便益の獲得または消費に関連
する項目について，そのような便益が獲得
されるか，または消費される可能性が高い
こと，すなわち経済的便益の増加減少の蓋
然性があることが必要である。

⑤　なお，収益費用については基本的に発生
主義会計に基づき追加的な認識規準は，個
別的な会計基準において別に定める。

⑸ 　測定基礎

　ここでは，次の点に注意が必要である。
①　取引を測定する場合，主たる測定基礎を

取引価額としての取得原価としている。
②　取引または事象については，取得原価が

適当でない場合が存在する。このような場
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合には，取得原価以外の測定基礎を使用す
ることができる。

③　資本維持に関しては，インフレーション
等が激しい場合を除き，名目貨幣資本維持
を前提としている。

Ⅳ　おわりに

以上のように，本稿では，文献研究に基づ
いて，米国の AICPA が公表した「中小企業版
FRF」を参考にして，我が国の事情を考慮に
入れながら，「要領」にとって最適な会計の概
念フレームワークを提言することを目的とする
ものであった。検討の結果，次のことが明らか
にされた。

米国の「中小企業版 FRF」の概念フレーム
ワークの主な内容は，前掲表３のとおりであ
り，これに我が国の状況を加味した場合の「要
領」の概念フレームワークに関する提言として
は，次のとおりである。

㋐概念フレームワークの内容は，財務諸表の
目的，財務情報の質的特性，財務諸表の構成要
素，認識規準，測定基礎から構成されているこ
と，㋑財務諸表の目的は，適正な期間損益計算
による意思決定に有用な情報の提供および受託
責任を明示すること，㋒財務情報の質的特性と
しては，基本的な質的特性と補強的な質的特性
があること。この場合，基本的な質的特性とし
ては目的適合性と信頼性があり，補強的な質的
特性として理解可能性と比較可能性があること，
㋓主たる財務諸表としては貸借対照表と損益計
算書があり，貸借対照表上では，資産，負債お
よび資本によって財政状態を表し，損益計算書
上では，収益と費用とによって経営成績を表す
こと，㋔認識規準としては，定義，信頼できる
測定基礎および蓋然性の３つがあること。なお，
収益認識等についての追加的な認識規準は，個
別的な会計基準において別途定めること，㋕測

定基礎としては，原則として取得原価を採用す
ること。ただし，必要に応じて他のものを採用
することができる。　

（注）

⑴　本稿では，金融商品取引法等でその適用が強
制される会計に関する基準のみならず，会社法
等でその適用が任意の公正妥当と認められた会
計の基準を会計基準と呼んでいる。

⑵　財務会計の目的としても，大企業と中小企業
とでは，異なり得る。さらに，財務報告目的，
税務申告目的や配当目的で，会計が異なり得る。

⑶　トップダウン・アプローチは，まず大企業会
計基準があることが前提とされる。

⑷　ここでは，会計慣行として，複数の基準の選
択適用が認められることを前提としている。

⑸　なお，大企業会計基準を設定する場合には，
ボトムアップ・アプローチにより，大企業に適
する会計基準を設定することが考えられる。な
お，これらの方法は，演繹法と帰納法に類似す
る考え方である。

⑹　会計基準設定機関でない AICPA が，このよ
うなものを公表する理由の一つには，この組織
の構成員である公認会計士や監査法人が中小の
顧問先に会計業務に関するアドバイザリー・サー
ビス等を提供するために利用することが考えら
れる。

⑺　概念フレームワークそれ自体も，長期的には，
時が経過し，社会経済状況が変化すれば，それ
に応じて変化・改訂されることが想定されてい
る。

⑻　どちらも個別の会計基準が項目等に応じて複
数設定されることを前提としている。また，作
成された会計基準の適用が，強制適用されるか，
少なくとも選択適用されることを前提としてい
る。

⑼　なお，「要領」の「総論」部分を概念フレーム
ワークと考えれば，理論的アプローチとも考え
られる。

⑽　このように，「中小企業版 FRF」では，概念フ
レームワークという用語を使用していない。し
かし，その内容は，一般に概念フレームワーク
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と呼ばれている内容になっているので，本稿で
は，概念フレームワークという用語を用いてい
る。

⑾　「資本変動計算書」でもよい。
⑿　制度上の表示に関しては、「純資産」という用

語の使用も可能である。
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　　　　　我が国においては二つの中小企業会計基準「中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）」

と「中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）」がある。両基準は共に，「経営者が自社の経営

状況を把握する」という経営管理目的と「銀行等の金融機関における資金調達に役立てる」という融資

目的の二つを主な目的として策定されたものである。

本稿では，両基準の共存の可能性を検討している。さらに税理士，金融機関，信用保証協会に対しイ

ンタビュー調査を行ない，中小企業の融資の場において，中小企業会計基準を適用した財務諸表の提出

が有用であるかどうかを検討し，中小会計指針がほとんど普及せず中小会計要領のみの適用がなされて

いる現状，信用保証協会の保証料の割引や金融機関の金利の優遇を受けるためだけに中小企業が中小企

業会計基準を適用する傾向にあることを明らかにする。また，金融機関におけるスコアリング，金融庁

の金融検査マニュアル別冊の内容を調査し，スコアリングや金融検査マニュアル別冊の中での中小会計

要領の有用性，信用保証協会の保証判断の際における中小会計要領の有用性を明らかにする。

我が国における「中小会計要領」の有用性と
今後の適用可能性

※本稿は査読済み論文です（2015年６月20日決定）。

キーワード

論文要旨

　　　　　中小企業特性，定性要因，定量要因，スコアリング，金融検査マニュアル別冊

櫛　部　幸　子 （鹿児島国際大学専任講師）

Ⅰ　はじめに

我が国における中小企業会計基準ともいうべ
き「中小企業の会計に関する指針（中小会計指
針）」は日本税理士会連合会，日本公認会計士
協会，日本商工会議所，企業会計基準委員会よ
り 2005 年 8 月に，「中小企業の会計に関する基
本要領（中小会計要領）」は中小企業庁，金融
庁より 2012 年 2 月にそれぞれ公表されている。
両基準は共に，「経営者が自社の経営状況を把
握する」という経営管理目的と「銀行等の金融
機関における資金調達に役立てる」という融資
目的の二つを主な目的として策定されたもので

ある。また，会社法が成立（2005 年 7 月 26 日
公布，2006 年 5 月 1 日施行）した際に，会社
法第 374 条において会計参与制度が導入された
が， 中小会計指針はこの会計参与の指針となる
べく策定された背景がある（日本税理士会連合
会ほか ［2005b］）。

本稿では，税理士，金融機関，信用保証協会
に対するインタビュー調査の結果をもとに，中
小企業会計基準（中小会計指針・中小会計要
領）の普及の現状，中小企業会計基準の適用割
合，適用目的等を明らかにし，税理士，金融機
関，信用保証協会の中小企業会計基準に対する
意識を明らかにする。

さらに，中小企業会計基準の策定目的の一つ
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でもある融資目的に着目し，中小企業に対する
金融機関の融資の実態を調査したうえで，中小
企業会計基準が融資の段階でどのように利用さ
れ役立っているのかを明らかにする。金融機関
における「融資判断の際に行なわれているスコ
アリング」と「金融検査マニュアル別冊〔中小
企業融資編〕を適用した融資実態」を明らかに
し，これらの融資判断における中小企業会計基
準の有用性を検討する。

さらに金融機関での融資判断の際に，信用保
証協会の保証があるかどうかが重要な項目の一
つであるが，信用保証協会の保証判断の段階に
おける中小企業会計基準の有用性も検討する。

　

Ⅱ　中小会計指針と中小会計要領
の共存可能性

中小会計指針と中小会計要領は，適用対象企
業を「上場会社・金融商品取引法開示会社，会
社法上の大会社を除く企業」としており（日本
商工会議所ほか ［2010］），両者の適用対象企業
の明確な区分はなされていない。この明確な区
分がなされていないことにより「両基準は共存
するのか」，「一方の基準のみが残るのか」など
検討の余地が残されている。そこで，中小会計
指針の普及状況を明らかにし，中小会計指針と
中小会計要領の関係，両基準の共存可能性を検
討する。

１　中小会計指針の普及状況
「中小会計指針」は策定されてから普及状況

が思わしくないことが，新日本有限責任監査法
人による実態調査で明らかになっている（新
日本有限責任監査法人 ［2008］， ［2009］， ［2010］， 

［2011］）。これは新日本有限責任監査法人が，
建設業，製造業，情報通信業，運輸業，卸売業，
小売業，飲食業，宿泊業，不動産業，サービス
業等の中小企業経営者，個人事業主に対し，会

計処理や財務諸表開示に関する意識調査を行
なったものである。さらに，税理士と公認会計
士の意識調査も同時に行なっている。この実態
調査は，経営者側，税理士・公認会計士側の両
側面から中小企業における会計の実態を浮き彫
りにするものである（1）。

これによれば，中小企業における中小会計指
針の認知度は，44.0%，42.4%，42.0%，39.5%（2008
年，2009 年，2010 年，2011 年公表結果順）と
減少傾向にある。これに対し税理士における認
知度は，いずれも 95% 前後であり高い。しかし，
税理士・公認会計士が中小会計指針の適用を積
極的に勧める機会は少ない。税理士が中小会計
指針の適用をクライアントに勧めない理由とし
て「クライアントが会計基準に準拠することを
望んでおらず，税制を意識した処理を望んでい
るから」という回答が 60% 近くあった。

また中小企業における中小会計指針の完全準
拠率は 15.9%，14.2%，15.9%，17.2% と低く「完
全に準拠していないがチェックリスト提出のた
めに適用している・完全に準拠していないが主
旨は理解し適用している」は，17.7%，17.7%，
29.2%，37.1% となっており，信用保証協会の
チェックリスト提出のための中小会計指針の適
用は増えつつあると考えられる。会計参与の導
入割合については，8.5%，7.7%，7.6%，6.1%
と極端に低い。また会計参与を導入しない理由
として「現状で問題がない」との回答が寄せら
れている。

ここから，会計参与の普及・中小会計指針の
普及は思わしくなく，中小企業における中小会
計指針の認知度も減少傾向にあること，中小企
業経営者が税制を意識した処理を望んでいる現
状がわかる。

中小会計指針の普及の悪さとして次の原因が
指摘されている。「中小企業の属性による原因」
として「金融機関との利害関係が限定的」，「所
有と経営の一致」，「会計知識の不足」，「経理担
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当者が少ない」があげられ，「会計基準による
原因」として「税務会計との乖離」，「シング
ルスタンダードゆえの会計処理選択のせまさ」，

「会計基準の改廃のたびにコストがかかる」等
が指摘されている（万代 ［2012a］，27 頁）。こ
れは，中小会計指針の「取引の経済実態が同じ
であるならば会計処理も同じである」というシ
ングルスタンダードの考えが会計処理の選択の
幅を狭めていること，法人税法による処理を適
用する際に制限があるため，中小企業自身が税
法による処理を適用できるかどうか判断するこ
とが難しいことを指摘しているものである。さ
らに，中小企業の会計実務において，包括利益
などを含む国際会計基準の影響を少なからず受
けた中小会計指針を中小企業が使いこなせてい
ないという指摘もある（佐藤 ［2013］）。中小会
計指針は，大企業向けの会計基準から中小企業
に関係のない会計処理を簡素化・除外すること
により策定されたものであり，このため少なか
らず国際会計基準の影響を受け，毎年改訂を繰
り返しているのである。これが，中小企業の大
きな負担となっていると考えられる。そこでさ
らなる中小企業会計の実務を反映した会計基準
の必要性が生じ，中小会計要領が策定されるに
至っている。

２　中小会計指針と中小会計要領の共存への
疑問

中小会計指針と中小会計要領の関係について
は様々な見解がなされている。両者には上下関
係があるとみなし，「正規の会計基準を１級と
するならば，中小会計指針が 2 級，中小会計要
領は準 2 級である（安藤 ［2012］，3 頁）」とす
る考えや「中小会計要領は中小会計指針の入門
編である（上西 ［2012b］，156 頁）」，「中規模
会社は中小会計指針を，小規模会社は中小会計
要領の利用を推奨することが必要である（万代 

［2012b］，39 頁）」，「両者は上下関係ではなく

並列関係である。選択可能な会計慣行として認
められれば良い（品川ほか［2012］，16-17 頁）」
との考えもあり，いずれの見解においても両者
が競合し，いずれか一方の会計基準が残るとい
う指摘はなされていない。

現在，中小会計要領適用企業に対する信用
保証協会の割引制度が導入されている（2）ため，
中小企業が積極的に中小会計要領を適用するこ
とは予想されるが，同時に会計参与制度を導入
することによる割引制度も維持されており，会
計参与制度が制度として存在する限り中小会
計指針の適用可能性は残され，理論上，両者が
共存するといえよう。しかし，そもそも中小会
計指針の普及が思わしくなかったことから中小
会計要領が策定されるに至った背景があるため，
実際に共存するかどうかは疑問が生じるところ
である。

Ⅲ　中小企業会計基準の適用状況
と中小企業融資の実態調査

中小企業会計基準は，「経営者が自社の経営
状態を把握する」，「金融機関に対し経営状態を
明らかにし，融資をスムーズにする」という目
的のもと策定されたものであり，「銀行等の金
融機関において，計算書類を提示し，将来的な
収益性，経営の健全性を理解してもらいスムー
ズに融資をしてもらう」という役割を担ってい
る。そこで，実際に中小企業会計基準が中小企
業に適用されているのか，金融機関等における
融資判断において役立っているのかを明らかに
するべく，兵庫県姫路市における税理士に対し
てインタビュー調査を行なった。

１　調査対象
兵庫県姫路市で開業をしている表１の税理士

4 名（A~D 税理士）に対し，2014 年 3 月から
4 月にかけてインタビュー調査を行なった。こ
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の 4 名の税理士については，匿名にて，以後長
期にわたり中小企業会計基準の適用状況等の調
査を行なうことを予定している（3）。

２　クライアントにおける中小企業会計基準の
適用割合と適用目的

各税理士が有するクライアントのうち何％が
中小企業会計基準を適用し，この基準に準拠し
た財務諸表を作成しているのか，また適用する
主な要因については，表 2 に示すとおりである。

表１　調査対象

主な業務内容とクライアント数

・伝票作成から業務を行ない，財務諸表等を作成し，経営相談・税務相談にのる。
・約60件のクライアントを有している。

・伝票は顧客に作成してもらい，財務諸表等を作成し，経営相談・税務相談にのる。
・30～40件のクライアントを有している。

・伝票は顧客に作成してもらい財務諸表等を作成し，経営相談・税務相談にのる。
・30～40件のクライアントを有している。

・伝票は顧客に作成してもらい財務諸表等を作成し，経営相談・税務相談にのる。顧客に対し
中小会計要領の教育を行なう。
・約100件近くのクライアントを有している。

Ａ税理士

Ｂ税理士

Ｃ税理士

Ｄ税理士

表２　クライアントにおける中小企業会計基準の適用割合と適用目的

適用状況と中小会計要領適用の主な要因

・適用状況・・・約60件のクライアントのうち20～30％が中小会計要領を適用している。中小
会計指針は一度も適用したことがない。会計参与もしたことがない。
・中小会計要領適用の主な要因・・・信用保証協会からのチェックリストの要請（中小会計要
領を適用しているクライアントの100％）。

Ａ税理士

・適用状況・・・30～40件のうち10％弱が中小会計要領を適用している。中小会計指針は一度
も適用したことがない。会計参与もしたことがない。
・中小会計要領適用の主な要因・・・信用保証協会からのチェックリストの要請（中小会計要
領を適用しているクライアントの100％）。

Ｂ税理士

・適用状況・・・30～40件のうち10％弱が中小会計要領を適用している。中小会計指針は一度
も適用したことがない。会計参与もしたことがない。
・中小会計要領適用の主な要因・・・信用保証協会からのチェックリストの要請（中小会計要
領を適用しているクライアントの100％）。

Ｃ税理士

・適用状況・・・100件近くのクライアントのうち90％が中小会計要領を適用している。以前は
80％の顧客に中小会計指針を適用する努力をしていた（中小会計指針をクライアントに適用
させることは，非常に難しかった）。会計参与はしたことがない。
・中小会計要領適用の主な要因・・・信用保証協会からのチェックリストの要請。他の金融機
関の融資プランを受けるために適応したケースもある（日本政策金融公庫　0.2％割引，東京
三菱UFJ銀行「極め」0.3％割引，高知銀行，商工中金，池田泉州銀行などの融資プラン）。

Ｄ税理士
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３　中小会計要領適用の意義
税理士がクライアントに中小企業会計基準を

適用させることに対しどのような意義を感じて
いるのか，中小企業経営者は中小企業会計基準
を適用した財務諸表作成に関してどのように考
えているのか，さらに税理士は，中小会計要領
が金融機関の融資を受ける際に有用であると考
えるのかどうかを示したのが表 3 である。

 
表 1，表 2，表 3 より，会計参与制度が導入

されることは難しく，中小会計指針の普及状況
も悪いことが明らかとなった。すべての税理士
が，「中小企業経営者が，自社の経営状態を知
るために財務諸表を作成するという意識を持っ
ていない」現状を指摘しており，特に A，D
税理士はクライアントが減価償却や発生主義を
理解すること自体が難しいことを指摘している。
さらに， すべての税理士が信用保証協会の保証
料の割引や金融機関の金利の割引のために中小
会計要領をクライアントに適用させている現状
が明らかとなった。

中小会計要領が金融機関の融資を受ける際に
有用であるかどうかについては，各税理士の見
解が分かれるところであり，C，D 税理士は不
動産等の担保や信用保証協会の保証があるとい
うことが重要視されていることを指摘している。
一方，B 税理士は中小会計要領が定量要因のみ
ならず定性要因においても有用であると指摘し
ており，これに関しては D 税理士も一定の有
用性を評価している。

さらに B ～ D 税理士からは中小会計要領は
経営者のためだけでなく，税理士の業務に対す
る警鐘として有用であるとの意見が出されてい
る。

これらの見解の違いは，各税理士の業務内容
の違い，クライアントの中小企業会計基準の適
用割合の違い，税理士がどのようなクライアン
トを対象にしているかというクライアントの違

いに起因するものと考えられる。
　

Ⅳ　中小会計要領の有用性

上述の税理士のインタビュー調査をふまえ，
兵庫県姫路市の金融機関 2 社に勤務する 2 名に
対し 2014 年 3 月と 4 月に，兵庫県姫路市の信
用保証協会に勤務する 3 名に対し 2014 年 4 月
と 6 月にインタビュー調査を行なった。この金
融機関と信用保証協会についても，匿名にて 
以後長期にわたり同様の調査を行なう予定であ
る（4）。

１　調査結果
金融機関より，中小企業の実際の融資の場に

おいて「金融検査マニュアル別冊〔中小企業融
資編〕」，「スコアリング」，「信用保証協会の保
証の有無」，「経営計画・経営者の人柄」が重要
視され，融資判断が行なわれているとの意見が
出された。

信用保証協会からは，保証判断の際，「CRD
データによる判断」，「資金使途」，「返済能力」，

「経営者の資質」等を考慮し，スコアリングを
行ない決定していること，さらにこの決定の際，
中小会計要領に準拠した財務諸表の内容も検討
事項の中に入れているとの意見が出されている。

そこで，これらの判断要因における中小会計
要領の有用性を検討する（5）。

２　金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕
金融機関では，金融庁の指導のもと，金融検

査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕に基づき
融資判断が行なわれている。金融庁における調
査の際に，マニュアルに準拠し融資が行なわれ
ているかが問われるのである。

この金融検査マニュアルは，企業に対する銀
行の貸し渋りを防止するため策定されたもので
ある。まず 1999 年 4 月に大企業向けの金融検
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表３　中小会計要領適用の意義

中小企業経営者と税理士の意識および融資を受ける際の中小会計要領の有用性

・中小企業経営者の意識・・・中小会計要領による財務諸表作成の意識がなく，中小会計要領
のことを経営者は知らない場合がほとんどである。固定資産の償却について，適正に行なう
という認識がない。
・税理士の意識・・・トータル的に見れば長期的な利益につながると考え中小会計要領を適用
させたいと考えている。
・中小会計要領は金融機関の融資を受ける際に有用であるか・・・銀行は金融検査マニュアル
別冊〔中小企業融資編〕をもとに時価評価を含んだ｢スコアリング｣と呼ばれる方法で融資決
定をしている。このスコアリングによる金融機関の融資に対しどの程度中小会計要領が貢献
しているかは疑問である。

・中小企業経営者の意識・・・経営者自身が自社の経営状態を知るために財務諸表を作成する
という意識はない。
・税理士の意識・・・中小会計要領の内容については，従来の税理士の業務と変わらない内容
である。通常の業務を行なっていればチェックリストは通過するはずであり，税理士にとっ
て良い警鐘になる。
・中小会計要領は金融機関の融資を受ける際に有用であるか・・・融資の際には，経営計画，
人的担保が重要視されるため，定性要因（経営計画や人柄）が問われる段階で有用である。

・中小企業経営者の意識・・・経営者自身が自社の経営状態を知るために財務諸表を作成する
という意識はない。
・税理士の意識・・・中小会計要領の内容については，従来の税理士の業務と変わらない内容
である。通常の業務を行なっていればチェックリストは通過するはずであり，税理士にとっ
て良い警鐘になる。
・中小会計要領は金融機関の融資を受ける際に有用であるか・・・金融機関の融資は，信用保
証協会の保証があるかどうかで決定している傾向があり，金融機関がリスクを避ける傾向が
強い。健全な財務諸表を提出するよりも，保証があり，リスク回避できるかどうかが重要で
ある。

・中小企業経営者の意識・・・経営者自身が自社の経営状態を知るために財務諸表を作成する
という意識はない。現金主義ではなく発生主義を理解させることが難しい。
・税理士の意識・・・信用保証協会のチェックリストは普段から対策を立てておかないと急に
要請されてからではできない。安易に税理士が証明印を押すと以後信用を無くすこととなり，
普段から健全な業務を行なう警鐘になる。税理士・クライアントの意識を高めるきっかけに
もなる。
・中小会計要領は金融機関の融資を受ける際に有用であるか・・・金融機関が融資の際に時価評
価，スコアリングを行なうことは当然であると考える。特に金融機関では，売掛金の評価が
適正に行なわれているかを重要視している傾向があると考えられるが，中小会計要領に準拠
した財務諸表を作成しておけば，修正項目はたくさん生じないと考えられるため，健全な会
計を行なっているということをアピールするという点で有用であると考える。金融機関はリ
スクを回避しているので信用保証協会の保証が必要である。また融資の際，定性要因として，
経営者の資質，財産が問われる現状があるため，定性要因の点において有用であると考える。

Ａ税理士

Ｂ税理士

Ｃ税理士

Ｄ税理士
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査マニュアル（本冊）が公表されたが，このマ
ニュアルは大企業向けであったため，これによ
る定量的な分析では，かえって中小企業に対す
る貸し渋り・貸し剥しの原因を生じる結果と
なった。そこで 2002 年 6 月，中小企業向けの
金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕が
出され，中小企業が抱える特殊な事情を反映し
た定性的な分析を含んだマニュアルが策定され
たのである（小藤 ［2005］ 99-101 頁。金融庁ホー
ムページ）。

金融庁のホームページではこのマニュアルに
ついて「そもそも金融検査マニュアルは，検査
官が金融機関を検査する際の手引書との位置づ
けですが，借り手の中小企業の方々におかれま
しても，今後，金融機関と取引をされるにあ
たって御参考となる部分も多いと考えておりま
す。是非ご一読下さい。」とし，中小企業経営
者による積極的な利用を呼び掛けている（金融
庁ホームページ）。さらにこのマニュアルでは
運用事例も示しており，どのような場合に融資
を受けることができるのか具体的な説明もなさ
れている。

マニュアルにおいて表４の債権者区分が示さ
れ，中小企業が正常先に分類されれば，融資を
受けることができると解される。

さらに金融検査マニュアル別冊〔中小企業融

資編〕では，具体例として，いくつかの事例
をあげ説明をしている（金融庁ホームページ）。
この中から事例を１つ紹介する。

ある中小企業が「売上の減少により連続赤字
を計上し，債務超過に陥っている債務者につい
ては，一般的には，当該債務者の財務内容から
は返済財源が認められず，要注意先以下の債務
者区分に相当する」場合であっても「最近の業
況や今後の収益性を踏まえた今後の赤字見込額
に比し実質的な資産超過額が十分にあり，かつ，
代表者に今後の正常返済を履行するための十分
な返済余力，資産余力があるならば，正常先に
相当する可能性が高い」としている。

これは要注意先に区分された中小企業であっ
ても，上述の要件を満たせば正常先への区分変
更が可能となり，融資が可能となる事例である。
この事例における「最近の業況や今後の収益
性」，「代表者に今後の正常返済を履行するため
の十分な返済余力，資産余力がある」という表
現において，企業の今後の収益性と経営者の個
人資産の担保力が問われていると解され，今後
の収益性の判断の部分において，中小会計要領
による財務諸表提出は有用であると考えられる。

３　銀行のスコアリング
金融機関が融資の際に行なうスコアリング

表４　債権者区分

債務者区分 内　容

倒産，民事再生法，会社更生法適用，破産宣告した
会社

破綻先（100％引当金を計上しなければならない）

業績が悪化しており注意が必要な会社，返済条件を
緩和している会社

要注意先（要注意先）（要管理先）

業績の良い会社正常先（引当金を計上しなくてよい）

融資返済が滞っている会社破綻懸念先

融資返済が長期間滞り再建の見込みが薄い会社実質破綻先

出所：金融庁ホームページ『金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕』，信用保証協会に対するインタビュー調
査（2014年4月，6月）より筆者作成。
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とは，定性要因や定量要因をもとに点数をつ
け，点数により融資を行なうかどうかを判断す
るものである。これは融資の際に，中小企業の
債務弁済能力を見るものであり，各金融機関が
独自のスコアリング方式を有している。主に定
性要因と定量要因をチェックするが，定量要因
の例としては，「安全性項目として自己資本比
率・流動比率」，「収益性項目として売上高経常
利益率・総資本経常利益率」，「成長性項目とし
て経常利益増加率・自己資本額・債務超過・売
上高」，「返済能力として債務償還年数・キャッ
シュフロー額」があげられ，定性要因の例とし
ては「経営者の資質」「経営状態」「従業員のモ
ラル」「業界におけるシェア」などがあげられ
る。さらに貸借対照表項目である「流動資産と
流動負債のバランス」等のチェックを行なうが，
その中でも特に「売掛債権において回収不能な
債権が含まれていないか」ということが重要な
チェック項目となっている（金融機関に対する
インタビュー調査による，2014 年 3 月）。

また，金融機関では，スコアリングの際，「時
価評価」とよばれる評価替の後の修正財務諸表
を用いて行なっている。ここでの「時価評価」
とは，「専門家による土地・建物の適正な時価
への評価替」，「専門家による実際に回収可能な
金額への評価替」であり，不動産鑑定士や公認
会計士などの専門家により評価替を行なうこと
を意味している。

金融機関は，スコアリングの値，中小企業特
性（経営者の資質，従業員規模，後継者の有無，
個人資産等，固定資産税の明細等）をもとに総

合的に融資判断を行なっている。中小会計要領
に準拠した財務諸表を作成していれば，特に売
掛金において多額の修正は生じないため，経営
者の資質（定性要因）の判断において有用であ
ると考えられる。

４　信用保証協会の保証
金融機関における融資判断の際に，信用保証

協会の保証がついているかどうかも大きな要因
である。信用保証協会は，保証判断の際，「CRD
データによる判断」を重要視していることがイ
ンタビュー調査の結果明らかとなっている。こ
の CRD データとは，以下の経緯を経て作成さ
れたデータベースである（鹿野 ［2008］，4-10
頁。CRD 協会ホームページ）。1990 年代末か
ら 2000 年初頭にかけて日本経済が深刻な金融
危機に見舞われた際，中小企業に対する金融機
関の貸し渋り・貸し剥しという事態が生じる
こととなった。これは，非上場企業のデータ
ベースが整備されておらず，不動産担保や保証
人の有無による融資が中心であったためであ
る。そこで 2001 年に，中小企業の財務データ
を収集・管理し，客観的に金融機関が融資判断
を行なうことができることを目指し，CRD 協
会が創設された。CRD 協会が管理している「中
小企業信用リスク情報データベース」には 200
万社（2005 年 3 月末）に及ぶ中小企業の個別
データが蓄積されており，このデータの数値
をもとに信用保証協会はスコアリングを行なっ
ている。信用保証協会は対象企業の財務データ
と，CRD データにおける同業種および同規模

表５　修正財務諸表区分

出所：金融機関に対するインタビュー調査をもとに筆者作成，2014年３月。

財務諸表項目 修正 修正財務諸表

売掛金 回収可能性の検討 実際に回収できる金額に修正された値

土地・建物 時価評価 時価



24 中小企業会計研究　創刊号（2015）

企業の財務データ平均値との比較を行ない，平
均値との乖離度合いにより点数を導きだしてい
る。また，金融機関のように「時価評価」を行
なうことはないが，中小企業特性は考慮してお
り，スコアリングと中小企業特性，中小会計要
領を適用した財務諸表により総合的に保証判断
を行なっている。さらに保証が確定した際，ス
コアリングの点数をもとに保証料率を 9 段階

（1.9% から 0.4% まで）に分けている（信用保
証協会に対するインタビュー調査による，2014
年 6 月）。ここでも，中小会計要領に準拠した
財務諸表が判断基準の一つとなっているといえ
よう。

Ⅴ　本研究の限界

今回のインタビュー調査においては，兵庫県
姫路市の税理士 4 名に対し調査を行なったにす
ぎない。この 4 名の意見をもって日本の税理士
の意見を代表しているとは言い難く，一般化さ
せることはできない。あくまで，実態の調査に
留まっている。さらに調査の範囲として 税理
士のクライアントに対しインタビュー調査を行
なうことはできておらず，クライアントの内容
の調査も行なうことができていない。これに関
しては今後の検討課題の一つとしたい。

現在，新たに鹿児島県鹿児島市の税理士に対
し同様のインタビュー調査を開始しているが，
今回の兵庫県姫路市の税理士に対する調査結果
と同様の結果を得ている。今後，調査範囲を広
げる，長期にわたり調査を行なうことで解決策
を見出したい。

Ⅵ　おわりに

税理士に対するインタビュー調査の結果，会
計参与制度が導入されることは難しく，中小会
計指針の普及状況が思わしくないことが明らか

となった。さらに中小会計要領適用企業に対す
る信用保証協会の割引制度が導入されているた
め，中小会計要領のみの適用がなされている現
状が明らかとなった。

融資の場での中小会計要領の意義として，金
融機関におけるスコアリングでは，適正に中小
会計要領を適用していれば，大幅な修正が少な
く，経営者の資質も評価されることとなり有用
性があると判断される。また，金融庁検査マニュ
アルにおいても経営者の担保力のほかに，企業
の収益性が評価されており，この収益性の評価
において中小会計要領を適用した財務諸表が利
用される可能性はある。信用保証協会の保証で
は，CRD データによるスコアリングと中小会
計要領を適用した財務諸表が重視されている実
態があり，いずれにおいても，中小会計要領の
一定の有用性は認められたと考えられる。当初，
金融機関が時価評価をし，修正財務諸表を利用
すると聞き，中小会計要領の有用性を疑った。
しかし，スコアリング，経営者の人柄，経営判
断，収益性の判断において，中小会計要領によ
る財務諸表が定量要因のみならず定性要因の判
断において利用されている実態が明らかとなっ
た。スコアリングは，そもそも，担保の存在や
経営者の資質のみによる融資，金融機関による
貸し渋り・貸し剥しを防ぐために考えられたも
のである。しかし，定量要因によるスコアリン
グの判断だけで中小企業融資判断を適正に行な
うことは難しく，かえって貸し剥し・貸し渋り
を招く結果となると考えられる。そこで，中小
会計要領を適用した財務諸表による経営者の資
質判断などの定性要因判断と定量要因判断の両
建てによる融資判断を行なうことが，今後も中
小企業に対し適正な融資が行なわれる原動力と
なると考えられる。

現在，新しい動きとして，日本商工会議所，
一般社団法人全国銀行協会により「経営者保証
に関するガイドライン」が策定され，2014 年
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2 月 1 日より適用が開始されている（日本商工
会議所，一般社団法人全国銀行協会［2013a］）。
このガイドラインは，経営者による個人保証な
しに，中小企業が金融機関の融資を受けること
ができるというものである。これを適用できる
中小企業は限られており，一定の要件を満たす
中小企業のみが適用することを許されている
が，この要件の一つに経理の透明性が求められ
ており，この透明性の向上の手段として「中
小企業会計基準を適用した財務諸表の定期的な
開示や会計参与制度の導入」があげられている

（日本商工会議所，一般社団法人全国銀行協会 
［2013b］）。このガイドラインの適用が広まる
かどうかは今後の追跡が必要であるが，ここで
も中小企業会計基準が一定の有用性を有するの
ではないかと考えられる。今後も更なる中小企
業会計基準の普及に向けた取り組み，特に金融
政策が必要であると考えるものである。

（注）

⑴　2008 年度公表結果　中小企業経営者に対する
調査：抽出標本数 20,000 件，調査方法 郵送法，
調査期間 2008 年 2 月 15 日～ 2 月 29 日，回収率
24%（4,569 件）。

　　個人事業主に対する調査：なし。
　　税理士に対する調査：標本数 501 件， 調査方

法 日本税理士会連合会による配布， 調査期間
2008 年 2 ～ 3 月。

　　公認会計士に対する調査：標本数 19 件， 調査
方法 公認会計士協会による配布， 調査期間 2008
年 2 ～ 3 月。

 ・2009 年度公表結果　中小企業経営者に対する調 
査：抽出標本数 15,000 件，調査方法 郵送法，調
査 期 間 2009 年 2 月 13 日 ～ 3 月 2 日， 回 収 率
33.76%（5,064 件）。

　　個人事業主に対する調査：抽出標本数5，000件，
調査方法 郵送法，調査期間 2009 年 2 月 13 日～
3 月 2 日，回収率 7.96%（398 件）。

　　税理士に対する調査：標本数 187 件， 調査方
法 日本税理士会連合会による配布， 調査期間

2009 年 2 ～ 3 月。
　　公認会計士に対する調査：標本数 34 件， 調査

方法 公認会計士協会による配布， 調査期間 2009
年 2 ～ 3 月。

 ・2010 年度公表結果  中小企業経営者に対する調
査：抽出標本数 8,000 件，調査方法 郵送法，調
査期間 2009 年 12 月 7 日～ 2010 年 1 月 8 日，回
収率 25.1%（2,010 件）。

　　個人事業主に対する調査：抽出標本数 2,000 件，
調査方法 郵送法，調査期間 2009 年 12 月 7 日～
2010 年 1 月 8 日，回収率 18.7%（373 件）。

　　税理士に対する調査：標本数 296 件， 調査方
法 日本税理士会連合会による配布， 調査期間
2009 年 12 月～ 2010 年 2 月。

　　公認会計士に対する調査：標本数 13 件， 調査
方法 公認会計士協会による配布， 調査期間 2009
年 12 月～ 2010 年 2 月。

 ・2011 年度公表結果　中小企業経営者に対する調
査：抽出標本数 8,000 件，調査方法 郵送法，調
査期間 2010 年 11 月 15 日～ 2010 年 12 月 10 日，
回収率 22.6%（1,808 件）。

　　個人事業主に対する調査：抽出標本数 2,000 件，
調査方法 郵送法，調査期間 2010 年 11 月 15 日
～ 2010 年 12 月 10 日，回収率 18.4%（368 件）。

　　税理士に対する調査：標本数 217 件， 調査方法 
日本税理士会連合会による配布， 調査期間 2010
年 12 月～ 2011 年 2 月。

　　公認会計士に対する調査：標本数 18 件， 調査
方法 公認会計士協会による配布， 調査期間 2010
年 12 月～ 2011 年 2 月。

⑵　我が国における二つの中小企業会計基準につ
いて , 適用対象企業に対する優遇制度がある。中
小会計要領適用企業に対する信用保証協会によ
る信用保証料率割引制度が 2013 年 4 月より開始
されており , それまで実施していた中小会計指針
適用企業に対する保証料率の割引は ,2013 年 3 月
末の申し込みをもって終了している。しかし , 会
計参与設置会社に対し行なわれている金利優遇
制度や「中小会計指針」の適用に関するチェッ
クリストを利用した中小企業に対する民間金融
機関の金利優遇制度は , 継続して適用されてい
る。
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⑶　同一の税理士に対し 10 年間の調査を予定して
いる。

⑷　同一の機関に対し 10 年間の調査を予定してい
る。

⑸　中小会計指針の適用事例がないため，以下に
おいては中小会計要領に関する検討のみを行な
う。
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　　　　　日本においては，会計制度が大企業と中小企業とに区別され，大企業に適用できる会計基

準として，企業会計基準（J-GAAP），IFRS，U.S.GAAP および「修正国際基準」（JMIS）がある。中小

企業に対しては，中小企業の会計に関する検討会は，2012 年 2 月に，「中小企業の会計に関する基本要領」

を公表した。当該要領は，「中小企業の会計に関する指針」とともに，経営者の判断により中小企業に

任意で適用されることとなった。このように，中小企業に適用できる会計基準は，中小会計指針と中小

会計要領の 2 つが設けられている。これらの会計基準に準拠して作成された計算書類について，その信

頼性を保証する制度として，大企業には，監査人による監査が行われているのに対して，中小企業には，

会計参与制度と書面添付制度が設置されている。しかし，両制度の利用状況は極めて低いという現状が

ある。そのような現状を考慮し，かつ，中小企業の会計制度が整備されたことを受けて，上場大企業と

は異なる会計制度に対応した信頼性の保証について理論的かつ制度的に検討する必要があると考えてい

る。本稿は，そのような考え方に基づいて，日本における信頼性保証モデルの構図を明らかにすること

を目的としている。検討の結果，中小企業の信頼性保証は，中小企業の会計と同様に，財務諸表作成者

と財務諸表利用者の双方の要求を考慮しながら，企業に適した規模別の保証制度を設定する必要がある

と考えている。このように，一般に公正妥当と認められる監査基準は公開会社，すなわち，大規模企業

に適用され，中規模企業にはレビュー，そして，小規模企業に対しては，コンピレーションが適用され

ることが適切である。

中小企業の計算書類に対する
保証モデルの類型的検討

※本稿は査読済み論文です（2015年６月20日決定）。

キーワード

論文要旨

　　　　　中小企業会計，保証モデル，監査，レビュー，コンピレーション

朱　　愷　雯 （近畿大学大学院商学研究科研究生）

Ⅰ　はじめに

2012 年 2 月に「中小企業の会計に関する基
本要領」（以下，中小会計要領と表記する）が
公表され，「中小企業の会計に関する指針」（以
下，中小会計指針と表記する）とともに，経営
者の判断により中小企業に任意で適用されるこ
ととなった。これらの会計基準に準拠して作成

された計算書類について，その信頼性を保証す
る制度として，会計参与制度および書面添付制
度が設置されている。しかし，両制度の利用状
況は極めて低いという現状がある。そのような
現状を考慮し，かつ，中小企業の会計制度が整
備されたことを受けて，上場大企業とは異なる
会計制度に対応した信頼性の保証について理論
的かつ制度的に検討する必要があると考えてい
る。
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中小企業の計算書類に対する保証モデルの類型的検討

本稿は，そのような考え方に基づいて，以下
の点を検討することにより，日本における信頼
性保証モデルの構図を明らかにしたい。

⑴　日本の会計制度および信頼性保証の現状
を浮き彫りにすること

⑵　中小企業の属性（内部統制機構の未整備，
出資と経営の未分離等）を考慮すれば，中
小企業監査と大企業監査は質的差異がある
ことを提示すること

⑶　これらの差異にもかかわらず，債権者保
護の観点から考えると，有限責任会社とし
ての中小企業においても会計専門職による
保証業務の必要性があることを強調するこ
と

⑷　中小企業の計算書類の信頼性保証の基礎
的構造を解明すること

⑸　武田［2000］による監査制度の構図に基
づいて，現行の会計制度に対応した類型的
な保証モデルを提示すること

Ⅱ　日本の会計制度および信頼性
保証の現状

会社法では「一般に公正妥当と認められる企
業会計の慣行」に従うべき旨を定め（会社法
431 条），会社計算規則においてはより明確に
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準を
しん酎すべき旨を定めている（会社計算規則 3
条）。武田［2008a］によれば，会社法ではかか
る「一般的・総則的規定」のみを設定し，その
具体的指針を金融商品取引法に委譲し，さらに
金融商品取引法はその具体的基準設定を企業会
計基準委員会（以下，ASBJ と表記する）に委
嘱するという構図の下で体制作りが進められた
と述べられている（武田［2008a］，27 頁）。

金融商品取引法の適用企業にとって，一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準として，
企業会計審議会が公表した連結財務諸表原則，

企業会計原則等，および ASBJ が策定した企業
会計基準に準拠することとなる（武田［2008a］，
27 頁）。

会社法は，株式会社だけでなく，合同会社に
ついての規定を定めており，金融商品取引法よ
りもそのカバーする企業範囲は広いのである。
したがって，株式会社であっても上場企業でな
い，いわゆる中小企業に適用される会計基準も
含まれる（武田［2008a］，27 頁）。中小企業に
適用される基準には，現在，中小会計指針およ
び中小会計要領が並存している。中小会計指針
は，2005 年 6 月に日本公認会計士協会，日本
税理士会連合会，日本商工会議所および ASBJ
の 4 団体が公表し，その後年度毎に改訂されて
いる。中小会計要領は，2012 年 2 月に，中小
企業の会計に関する検討会によって作成された
ものである。両基準とも，上場企業でない中小
企業を適用対象としている。ただし，中小会計
指針は，「企業の規模に関係なく，取引の経済
実態が同じなら会計処理も同じになるべきであ
る」（中小会計指針第 6 条）ことを基本に策定
されている。また，会計参与設置会社には，中
小会計指針の適用が推奨される。それに対して，
中小会計要領は，計算書類等の開示先や経理体
制などの観点から，「一定の水準を保ったもの」
とされている中小会計指針と比べて，簡便な会
計処理をすることが適当と考えられる中小企業
を対象としている（中小企業の会計に関する検
討会［2012］，1 頁）。すなわち，両基準の基本
的な考え方から見れば，中小会計要領は，会計
処理が相対的に簡単である小規模企業に適用さ
れることが推測される。

このように，日本の国内法によれば，一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準（具体的
には J-GAAP としての企業会計基準）が上場
企業に適用され（1），中小会計指針と中小会計
要領は中小企業に適用されることとなる。しか
し，国際資本市場において資金調達を行う企業
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で，海外，特にアメリカで上場している日本
企業にとっては，U.S.GAAP に基づき財務諸表
を作成することが義務付けられる。このよう
な状況を踏まえて，日本において IFRS または
U.S.GAAP に準拠して作成された財務諸表を規
制当局にも提出できるようにするために，上
場企業には，日本基準を含めて，IFRS および
U.S.GAAP の適用も認められるようになってき
た（2）。さらに，ASBJ は，2013 年 6 月に，「国
際会計基準（IFRS）への対応のあり方に関す
る当面の方針」を公表し，2015 年 6 月に日本
の状況に合わせて，IFRS を一部修正した「修
正国際基準」（以下，JMIS と表記する）を公
表した。

上述のように，日本においては，会計制度が
大企業と中小企業とに区別され，大企業に適用
できる会計基準は法律上 4 つに増えることにな
り中小企業に対しては，中小会計指針と中小会
計要領の 2 つが存在している。また，中小会計
要領は相対的に小規模の中小企業に適用される
ことを推測している。図 1 は，日本における
会計制度の類型的構図を示したものである。

それに対して，日本における一般に公正妥当
と認められる監査基準（以下，J-GAAS と表記
する）に関して，平成 3 年の監査基準の改訂に
おいて，監査基準では原則的な規定を定め，監
査基準を具体化した実務的・詳細的な規定は日
本公認会計士協会の指針（監査実務指針）に委

ね，両者により日本における一般に公正妥当と
認められる監査の基準とすることが適切である
と示されている（3）（企業会計審議会［2010］，1
頁）。また，2010 年 3 月から IFRS の任意適用
が認められたことに対応して，国際会計士連盟

（以下，IFAC と表記する）の国際監査・保証
基準審議会（以下，IAASB と表記する）が設
定した「国際監査基準」（以下，ISA と表記する）
も導入されるようになった。監査人は監査を実
施するために，これらの基準に準拠しなければ
ならない。しかし，これらの基準は，主に大企
業にかかる規定であり，中小企業のための監査
基準は定められていない。

中小企業の監査問題について制度上議論され
るようになったのは，法務省が 1984 年に「大
小（公開・非公開）会社区分立法及び合併に関
する問題点」を公表してからであった。その後，
その問題については，「商法・有限会社法改正
試案」として，中小企業監査にかかる法律構成
が提示され，中小企業監査の全体的フレーム
ワークが明らかとなった（武田［2000］，37-38
頁）。その試案では，会計監査人監査を受けな
い企業のうち，相当規模の会社について会計調
査人による調査の制度を設けることを提案して
いた。会計調査人による調査は，「会社の貸借
対照表及び損益計算書が相当の会計帳簿に基づ
いて作成されていると認められるかどうか」を
報告することを目的としている。また，心証の

図１　日本における会計制度の類型的構図
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程度について，「『正規の監査』より低く『一応
の確からしさ』でよいもの」として位置づけ
られている（「商法・有限会社法改正試案」四
4c）。しかし，「商法・有限会社法改正試案」に
対してなされた法務省からの意見照会に答えた
日本公認会計士協会は，試案の示す会計調査人
による調査のような限定監査・簡易監査（4）は
国際的に通用しない旨の意見書を提出し，その
結果として，1990 年の改正法には，会計調査
人による調査は，その姿を見せることはなかっ
た（神森［2013］，474-476 頁）。

このような状況を踏まえ，中小企業の計算書
類の信頼性を高めるために，2005 年 6 月に会
計参与制度という新たな制度が設けられた。会
計参与は，会計に関する専門的識見を有する公
認会計士（監査法人を含む）または税理士（税
理士法人を含む）が，取締役または執行役と共
同して計算書類を作成し，当該計算書類を会社
とは別に備え置き・開示する職務等を担うこと
によって（日本公認会計士協会・日本税理士会
連合会［2014］，1 頁），中小企業の計算書類の
記載の正確性に対する信頼を高める制度である。

また，中小企業の計算書類の信頼性を担保す
る制度として，書面添付制度がある。この制度
は，申告納税方式，申告納付方式または申告納
入方式によって作成された国税および地方税の
申告書について，税理士が，自ら計算し，整理し，
もしくは相談に応じた事項，または審査した事
項について，税理士としての意見を，税務行政
庁に対して明らかにする手段として設けられた
ものである（日本税理士会連合会［2002］，1 頁）。
このように，書面添付は，ある種の証明行為で
あるから，監査と同類の性格を有する。つまり，
日本の確定決算主義のもとでは，申告書の基礎
となる計算書類の信頼性を担保することを通じ
て，ある種の税務監査証明としての役割が期待
されている（河﨑［2013］，38 頁）。

しかし，この 2 つの制度の利用状況は極めて

低いという事実がある。調査によれば，約 260
万社の株式会社のうち，会計参与制度設置会社
はわずか 2,000 社である。また，書面添付制度
の普及割合はこの数年間に上がってきたが，財
務省によると，2012 年度の普及割合は，申告
法人の 7.8％しかない（河﨑［2013］，38 頁；
財務省［2013］，129 頁）。

Ⅲ　中小企業の計算書類の信頼性
保証の必要性およびその基礎
的構造

１　中小企業の計算書類の信頼性保証の必要性
中小企業の計算書類の信頼性を保証するため

の会計参与制度および書面添付制度の普及率の
低迷は，現行の中小企業の信頼性保証制度が企
業経営者にとって，実務上のニーズに適うもの
ではなく，または過重負担となることが問題で
あることを意味している。このような状況を改
善するために，中小企業の信頼性保証に関する
基礎的研究の必要性があると考えている。

言うまでもなく，日本の実務においては，中
小企業に大企業と同じ外部監査を実施すること
は，株主等の外部利害関係者が存在しない中小
企業の経営者にとってはコスト・ベネフィット
の観点からみても，そのメリットが十分にある
とはいえない。また，仮に外部監査を実施する
にしても，数百万社のもの中小企業の外部監査
に対応できるだけの監査プロフェッションが現
状では存在していない。さらに，中小企業の大
企業と異なる属性が，外部監査を実施する際の
制約となっている。図 2 は，大企業と中小企
業の企業属性の差異を表したものである。

図 2 からわかるように，大企業と中小企業
の企業属性には，根本的な差異が存在してい
る。これらの差異は，少なくとも，内部統制機
構の整備，所有と経営の分離状況および企業に
おけるステークホルダーの範囲から生じてい
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る。大企業では，内部統制機構が確立している
のに対して，中小企業では，内部統制機構がな
いか，あっても十分に機能していない。そして，
大企業では，経営者の個人の意思により，自由
に意思決定できないシステムが確立しているの
に対して，中小企業では，所有と経営が分離し
ていないため，経営者の専断的決定が起きやす
い。また，大企業では，ステークホルダーの範
囲が広いことに対して，中小企業のその範囲が
債権者および取引先等に限定されている（武田

［2008a］，43 頁；河﨑［2013］，61 頁）。
また，中小企業の独自の特性として，以下の

ものを指摘することができる。

⑴　中小企業は，大企業向け会計基準に準拠
して財務諸表を作成する義務がない。

⑵　中小企業は，相対的に小規模であり，過
度に複雑な取引を行わない。

⑶　中小企業の株式あるいは債券が公開市場
で取引されていない。

⑷　中小企業における経営者または従業員の
会計知識が限られている（5）。

⑸　中小企業の事業内容や事業形態が多様で
ある。

⑹　中小企業の資金調達の方法として，金融
機関からの借り入れが中心である（6）。

図２　大企業と中小企業の企業属性の比較  
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出所：河﨑［2011］，28頁「図表１大企業と中小企業の「企業属性」と「会計慣行」の相違」を一部省略したものである。 
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これらの属性においては，特に中小企業にお
ける内部統制機構の未整備および所有と経営の
未分離は中小企業の監査に影響を与える可能性
がある。すでに述べたように，中小企業では，
会計処理に従事する従業員は少数であるため，
監査役制度があるとしても，相当の会計ならび
に監査に関する知識と技術を持った人材を内
部的に起用することができない。そのため，外
部監査が実施されても，内部統制機構が整備さ
れた大企業と同様に論ずることはできない。ま
た，所有経営者がどの範囲で，どの程度の支配
的影響を持つかによって，計算書類に現れる重
要な虚偽表示リスクも変化する（武田［2000］，
14-15 頁）。その結果として，大企業監査と中小
企業監査に質的な差異がもたらされることが分
かる（河﨑［2013］，40 頁）。

そのような質的差異があるということから，
中小企業の会計について，会計専門職による外
部の保証業務が必要ではないということが正当
化されるものではない。その理由は，債権者保
護の観点から考えると，中小企業といえども有
限責任会社であるから，株主は有限責任という
法によって与えられた大きなメリットを享受す
る代わりに，それを支える計算の適正・明確と
いう義務を果たさなければならないということ
にある（武田［2000］，10 頁）。かかる義務の
履行を証明するためには，中小企業の計算書類
を第三者的にモニターできるような保証制度を
新たに構築する必要がある。また，中小企業に
おいては，所有経営者としての取締役から独立
性を保ち，かつ，会計知識と監査能力を有する
人材を社内に確保することは極めて困難である
ため，監査役監査に期待することは無理がある

（武田［2000］，10 頁）。このようなことに照ら
して，中小企業の計算書類の信頼性を担保する
ためには，企業外部の会計専門職による保証業
務を依存することしかないといえるものである。

以上の議論をもとに，ここで保証業務の三者

間関係（計算書類の作成者，保証業務実施者，
保証の対象者）について付言しておきたい。上
述のように，中小企業の資金調達は銀行などの
金融機関に大きく依存しており，また金融機関
側からすれば計算書類が融資判断における重要
な要素となっている。金融機関は資金提供先に
必要な情報の提供を求め，入手した情報を審査
することで融資が決定されるが，金融機関に提
供される計算書類などの財務情報は資金借入を
目的として企業の財務実態から乖離した虚偽表
示が介入する可能性がある。計算書類の信頼性
に関する判断は一義的には金融機関の審査能力
によるものであるが，銀行側としては審査にか
かるコストを低減するためにそのコストを外部
化し資金借入者に移転する誘因が働くはずであ
る。この点に本稿でいう保証業務の三者間関係
が成立する素地がある。すなわち，資金借入を
目的とする中小企業が計算書類の作成者であり，
その信頼性を担保する保証業務実施者は公認会
計士等の会計専門職であり，保証の対象者は金
融機関ということになる。

２　計算書類の信頼性保証の基礎的構造
以下の図 3 は，中小企業の計算書類の信頼

性保証の基礎的構造を示しているものである。
計算書類の信頼性保証の前提は，正確な会計帳
簿である。会社法では，会計帳簿の記帳要件に
ついて，「適時に，正確な会計帳簿を作成しな
ければならない」としている。そのため，会計
記録の「適時性」と「正確性」は会計行為全
体の信頼性を保証する前提条件である（河﨑

［2013］，36-37 頁）。
そもそも，Ⅱにおいて議論した会計調査人に

よる調査においては，調査の目的は「会社の貸
借対照表及び損益計算書が相当の会計帳簿に基
づいて作成されていると認めら得るかどうか」
を報告することである。このような目的からみ
ると，従来，中小企業の信頼性保証には，会計
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帳簿の重要性が強調されていることが分かる。
また，近年，会計情報の電子化が進められると
ともに，会計帳簿の記帳要件がさらに重要な位
置づけになっている。コンピュータによる会計
処理は，ブラック・ボックス化されており，イ
ンプットされたデータは，自動的にスループッ
トされ，アウトプットとしての計算書類が作成
される。したがって，入力データに「誤謬」・「脱
漏」・「改竄」があれば，結果としてのアウト
プットは必然的に不正確な計算書類となる。ま
た，適正な記帳によって，経営者が自社の経営
状況を適切に把握するとともに，不正発生の事
前防止もできる（河﨑［2013］，37 頁）。この
ように，会計情報の電子化が促進される今日に
おいて，計算書類の信頼性保証にとって，会計
帳簿の記帳要件は重要な意義を持っている。

適時かつ正確な会計帳簿およびそれに基づく
計算書類の作成手段として，中小会計指針と中
小会計要領が適用できる。そして，これらの会
計帳簿および計算書類の信頼性を担保するため
に，中小企業の信頼性保証制度が用いられる。
現在，中小企業の計算書類の信頼性を担保する
ための保証制度として，会計参与制度と書面添
付制度があるが，その 2 つの制度の適用状況は

低いという問題がある。このような状況を踏ま
え，かつ，中小企業の会計制度が整備されてき
た現状を受けて，以下においては，現行の会計
制度に対応した信頼性保証モデルを検討してい
きたい。

Ⅳ　計算書類の信頼性保証の類型
的検討

前述のように，「商法・有限会社法改正試案」
における構想において，すでに制度化をみた会
計監査人による監査制度の他に，中小企業のた
めの会計調査人による調査制度の導入が提示さ
れた。この試案における構想に基づいて，武
田［2000］は，株式会社の経営管理機構（監査
制度）の構図を図 4 のように構築した。武田

［2000］によると，試案の資本金基準等の条件
で一定規模以上の会社（7）については，会計調
査人による調査が求められるが，その規模基準
以下であっても株式会社や有限会社という形態
をとる以上，その責任を果たすために，何らか
の形での計算の適正・明確を担保するような制
度を構築する必要があると指摘されている。か
かる制度は日本と類似の状況下に置かれている

図３　中小企業における計算書類の信頼性保証の基礎的構造 

出所：河﨑［2013］，36頁「図表1 計算書類の信頼性保証の構図」を参照して作成したものである。 
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イギリス（8）において，一定規模以下の有限責
任会社に対してコンピレーション制度が導入さ
れていることも顧慮されなければならない（武
田［2000］，11-12 頁）。

しかし，当時，会計調査人による調査制度は，
国際的な共通性等が原因となって，実現しな
かったが，現在，中小企業の会計基準が大企業
と区別されている状況に応じて，その状況を考
慮した監査制度の区分化を再検討する必要があ
ると思われる。

ここでは，レビューは会計調査人による調査
に替えて，中規模企業に適用されることを考
えている（9）。中小企業は，多くの場合に，法
律による外部監査の実施が強制されていない。
IFAC によれば，監査は必ずしも中小企業に役
立つものではなく，また，監査によるコストは
企業の得られるベネフィットを上回る可能性
もある。レビューは，コスト・ベネフィットの
観点から考えると，中小企業に対してより適当
な保証業務であることを指摘している（10）。こ
のような観点を持ちながら，IAASB は，財務
諸表の保証業務のために，監査以外の国際的
な保証基準を開発することを重要な計画とし

た。その努力を支えているのは，中小企業，彼
らの債権者および財務諸表のその他の利用者の
財務報告ニーズを満たすために，国際的に適用
できる基準を開発してほしいという要望である

（IAASB［2010］,p.1）。その結果として，国際
レビュー業務基準（ISREs）第 2400 号（改訂）

「過去財務諸表のレビュー業務」，および国際関
連サービス基準（ISRSs）第 4410 号（改訂）「コ
ンピレーション業務」が公表された。

また，世界各国においては，中小企業の信頼
性保証業務が大企業と区別され，実施される国
は少なくない。監査を受ける義務のない中小企
業は，年度決算書についてレビューを受けるこ
とが多い。例えば，アメリカにおいては，中
小企業のための独立した体系的な基準は確立
されていないが，AICPA 監査マニュアルに
は，小規模事業体向けの監査留意事項が設けら
れ，中小企業に対しても適用可能なコンピレー
ションやレビュー指針が整備されている（古賀

［2000］，80 頁）。このように，レビューは中小
企業の信頼性保証業務として，その国際的共通
性があるといえる。このような考え方に基づい
て，新たに構築した類型的な保証モデルは図 5

図４　株式会社の経営管理機構（監査制度）の構図

出所：武田［2000］，12頁「図1-3 株式会社の経営管理機構（監査制度）の構図」を一部修正したものである。 
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のように示している。
図 5 に示したように，公認会計士または税理

士は，企業規模によって，監査，レビュー，ま
たはコンピレーション業務を通じて，財務諸表
の信頼性を担保する。保証業務の主体として，
公認会計士が非監査業務をも提供することによ
り，財務諸表の利用者に保証水準を混同して
しまうことを防止するため，公認会計士は監査
基準に準拠し，大企業の監査業務を提供するこ
とに対して，中小企業の場合は，中小企業の計
算書類の作成，会計帳簿の記帳代行その他の財
務に関する業務を従来から担当してきた税理士
がこれに当たることが最も適当であるという指
摘がある（武田［2000］，11 頁）。ただし，仮
に税理士に保証業務を依嘱する場合であっても，
独立性という観点からみたとき当該税理士は当
該会社の会計帳簿の記帳代行等の関連業務に関
与することはできないことは指摘するまでもな
い。

周知のように，財務諸表の監査は，経営者の
作成した財務諸表が企業の財政状態，経営成績
およびキャッシュ・フローの状況を適正に表
示しているかどうかについて，独立した監査
人が意見を表明し，財務諸表に対する信頼性
を付与することを目的とするものである。ま

た，AICPA の「会計及びレビュー業務に関す
る基準」（SSARS）には，レビューとコンピレー
ションに関して以下のように定義している。レ
ビューとは，質問と分析的手続の実施に基づ
き，財務諸表が一般に認められた会計原則，ま
た，可能であれば，その他の包括的会計基準に
準拠して作成されており，財務諸表に対してい
かなる重要な修正も必要としないことの限定的
保証を表明するための合理的基礎を提供するこ
とである。それに対して，コンピレーションと
は，経営者の陳述とする情報を財務諸表の形で
提示することであり，いかなる保証を表明する
ものではない（AICPA［1983］, p.7）。この 3
つの業務の差異は表 1 のように示されている。

表 1 に示したように，レビューは，いかなる
保証もできないコンピレーションとは異なり，
限定的保証を表明するものである。しかし，レ
ビューは，監査のように，会計専門職が財務諸
表のすべての重要な虚偽表示に気づくという保
証を提供することはできないものである（松
本［2004］，73 頁）。そのため，信頼性保証水
準からみると，監査の保証水準が最高位になっ
ており，次にレビューが，そしてコンピレー
ションが最も低いレベルに位置付けている（松
本［2004］，75 頁）。もちろん，会計専門職が

図５　規模別による類型的保証モデル 

小企業
コンピレー
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監査を行う際に，業務の範囲や業務を実施する
ために投入した手続や時間等の資源が多ければ
多いほど，保証水準が高くなる。しかし，中小
企業の場合は，財務諸表の利用者は銀行などの
債権者に限られているため，財務諸表の利用者
が信頼性に対する保証水準の要求を満足するよ
りも，保証サービスによるコストの高低に強い

関心を持っている。レビューとコンピレーショ
ンは，信頼性の保証水準について，監査と比
較できるものではないが，内部統制に関する理
解や実証手続が要求されないため，かなり低コ
ストである。また，レビューおよびコンピレー
ションに関して，会計専門職に対するアンケー
ト調査では，「圧倒的な多数の参加者は，コン

表１　監査，レビューとコンピレーションの比較

監　査 レビュー コンピレーション

監査人は，財務諸表に重要な虚
偽表示があるかどうかに関して，
完全ではないが，高い水準の保
証を得られる。

会計専門職は，財務諸表に対し
て重要な修正を必要としないこと
に関して，限定的な保証を得られ
る。

会計専門職は，財務諸表に対し
て重要な修正を必要としないこと
に関して，いかなる保証も得ること
はない，または提供しない。

財務諸表に対して重要な修正を
必要としないことについていかな
る保証も提供することなく，経営者
に財務情報を財務諸表の形で
提出するように経営者を援助す
ること。

無し
―報告書は，いかなる保証も提供
されないことを表明する。

一般的に，非公開会社に適する。
通常，簡単な状況（例えば，債権
者が，内部会計システムの作成
する報告書の代わりにGAAPに
よる財務諸表を求める場合，また，
債権者が，会計専門職による財
務諸表の閲覧によって安心感を
求める場合）のもとで作成される。

最も少ない作業を必要とし，その
結果，レビューや監査と比較して，
そのコストははるかに低い。

財務諸表に対して重要な修正を
必要としないことについて限定的
な保証を得ること。

無し
―報告書は，会計専門職は，財務
諸表に対して行われるべきいか
なる重要な修正についても気づく
ことはなかったということを表明す
る。

通常，財務諸表に重要な虚偽表
示がないことに関して，安心感を
求める外部の第三者（例えば，銀
行，貸手および潜在的買手）を有
する非公開会社のために作成さ
れる。

コンピレーションよりコストが高い
が，監査と比べれば，そのコストは
かなり低い。

全体としての財務諸表に重要な
虚偽表示があるかどうかに関し
て，高い水準の保証を得ること。そ
れによって，監査人は，財務諸表
がすべての重要な点について適
正に表示しているかどうかに関す
る意見を表明できる。

無し
―監査人は，財務諸表がすべて
の重要な点について，企業の財
政状態，経営成績およびキャッ
シュ・フローを適正に表示している
かどうかに関する意見を表明す
る。

通常，財務諸表に関して監査人
の意見を求める外部の第三者
（例えば，銀行，貸手，潜在的買手
および外部投資家）を有する企
業のために作成される。

最も多い作業を必要とし，その結
果，レビューやコンピレーションと比
較して，そのコストははるかに高い。

⑴財務諸表に対して
重要な虚偽表示を
有しないことに関す
る保証水準

⑵目的

⑶財務諸表の利用者
に提供される保証
の有無

⑷企業の内部統制に
関する理解・不正リ
スクに関する評価

⑸質問と分析的手続

⑹検証・実証手続

⑺異なる保証水準の
業務を要求する場
合

⑻業務別のコスト

○ ― ―

○ ○ ―

○ ― ―

出所：AICPA［2010］Compilation vs. Review vs. Audit
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ピレーション及びレビュー業務は外部の情報利
用者の信頼性を大いに又は幾分促進するとみて
いる」（古賀［1990］，246 頁）という結果によっ
て，レビューおよびコンピレーションは，ある
程度，財務諸表の信頼性を高めることが分かる。
以上に述べてきたように，コスト・ベネフィッ
トの観点から考えると，レビューおよびコンピ
レーションは，中小企業に対してより適切であ
るといえる。

Ⅴ　おわりに

日本においては，中小企業の計算書類の信頼
性保証制度として実施されてきた会計参与制度
と書面添付制度があまり普及していない現状を
踏まえ，本稿は，武田［2000］が構築した監査
制度の構図に基づいて，このような類型的保証
モデルを再検討してきた。その結果として，中
小企業の信頼性保証業務は，中小企業の会計と
同様に，企業の経営者と財務諸表の利用者の両
方の要求を考慮しながら，企業に適した規模別
の監査制度を設定する必要があると考えてい
る。このように，J-GAAS が公開会社，すなわち，
大企業に適用され，レビューは会計調査人によ
る調査制度より，その国際的共通性を有するた
め，中規模企業に適用され，また，小規模企業
に対しては，コンピレーションのような非保証
業務が適用されることが適切であるとみている。

ただし，このような規模別の監査制度を適用
する際には，注意すべき点がある。中小企業の
計算書類の利用者が，レビューとコンピレー
ションの保証水準を誤解し，監査と混同してし
まう可能性があるため，利用者に対して保証業
務によって保証水準が異なるものであることを
認知させることが必要である。

（注）

⑴　ASBJ が設定する企業会計基準の適用に関する

規定については，財務諸表等規則の第 1 条第 3 項，
ならびに，連結財務諸表の用語，様式および作
成方法に関する規則に規定する金融庁長官が定
める企業会計の基準を指定する件（平成 23 年 4
月 6 日金融庁告示第 37 号）の第 1 条を参照され
たい。

⑵　IFRS および U.S.GAAP の適用に関する規定に
ついては，連結財務諸表規則の第 93 条から第 95
条，会社計算規則第 120 条および第 120 条の 2，
ならびに，連結財務諸表の用語，様式および作
成方法に関する規則に規定する金融庁長官が定
める企業会計の基準を指定する件（平成 23 年 4
月 6 日金融庁告示第 37 号）の第 2 条および第 3
条を参照されたい。

⑶　ここで示されている「監査実務指針」は，監
査および監査に関する品質管理に関して，日本
公認会計士協会に設置されている各委員会が報
告書または実務指針の名称で公表するものであ
り，日本における一般に公正妥当と認められる
監査の基準の一部を構成している（日本公認会
計士協会・監査基準委員会［2013］，1 頁）。

⑷　限定監査・簡易監査とは，会計帳簿の記載漏
れまたは不実記載ならびに貸借対照表，損益計
算書および附属明細書の記載の会計帳簿との合
致の有無等に限定した監査をいう（武田［1985］，
112 頁）。限定監査・簡易監査は，単に監査事項
が限定されているだけではなく，その監査とし
て計算の正確性に関してもつ意味も限定された
ものということができる（稲葉［1985］，169 頁）。
具体的には，武田［1985］を参照されたい。

⑸　「平成 22 年度中小企業の会計に関する実態調
査事業集計・分析結果（報告書）」によると，日
本においては，中小企業における代表者以外
の 経 理 担 当 者 の 人 数 は，0 人 が 7.4%，1 人 が
62.3%，2 人～ 5 人が 29.1% である。財務諸表の
作成，税務申告まで，一貫して社内で実施する
企業は 3.8% であり，財務諸表の作成までは社
内で，税務申告は会計専門家に外注する企業は
19.1% を占めている（中小企業庁 ［2011］，3-7 頁）。

⑹　「中小企業金融に関するアンケート調査結果」
（平成 24 年 8 月）によると，日本においては，
借入のある中小企業の資金調達方法については，
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「銀行等のプロパー融資」による資金調達を行う
企業が最も多く，74.9% であり，続いては「保証
協会の保証付融資」（70.3%）および「政府系金
融機関からの融資」（42.1%）である（東京商工
会議所中小企業金融専門委員会［2012］，29 頁）。

⑺　「商法・有限会社法改正試案」によれば，当
時の商法特例法（株式会社の監査等に関する商
法の特例に関する法律）により，会計監査人に
よる監査を受けない株式会社において，資本金
3,000 万円未満かつ負債総額 3 億円未満のもの
を除いて，その計算に関して会計調査人による
調査を受けなければならないと提案されていた

（「商法・有限会社法改正試案」四 4a）。
⑻　イギリスでは，小企業に対しても外部監査が

強制されていたが，1994 年当時，国内での論争
を通じ，EC 指令が国内化過程で小企業に対す
る監査を免除することとなった。そのことに関
連し，業界の職域問題の政治決着を図るために，
監査に代えてコンピレーションを一定の規模基
準に該当する一部の小企業に義務付ける改正を
行った（武田［2000］，349 頁）。

⑼　ここでいうレビューは，後述する表１や本文
中で言及しているように，実務で実施されてい
るレビューと同じものを想定している。

⑽　中小企業のレビュー契約に関する IFAC の
観点は，IFAC のホームページから引用した。
URL は 以 下 の 通 り で あ る。http://www.ifac.
org/news-events/2013-11/review-engagements-
smes-limited-assurance-numerous-benefits（2013
年 11 月 15 日）
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　　　　　我が国における中小企業の会計は，基準設定に留まらず，政府施策に取り込まれ，中小企

業の成長育成モデルとして構築・運用されている点が最大の特徴である。元来，我が国の中小企業の会

計は決算書の信頼性を高め，金融機関と中小企業との間の信頼性を向上し，必要な時に資金調達を行い

たいという，中小企業経営者のニーズに合致しているという点で一貫している。本研究では，「金融機

関が作成する実態財務諸表と中小企業の会計との関係」および「期中管理（月次決算・予実管理）を活

用した信頼性向上が中小企業に及ぼす効果」を中心に，我が国の中小企業の会計が当初より資金調達と

いう点を重視して構築されてきたこと，および中小企業の決算書が金融機関の審査においてどのように

利用されているかを明らかにすることで，中小企業経営者と金融機関の関係性を中心に，あるべき中小

企業会計を活用した金融機関との信頼性向上の方向性とは何かを検討した。

この結果，正しい会計ルールに準拠した財務諸表は，金融機関が企業格付のために作成する「実態財

務諸表」の作成の基礎資料として重要な役割を果たしており，さらに金融機関が重視する「将来キャッ

シュ・フロー」情報については，タイムリーな月次決算や予実管理といった「期中管理」が，中小企業

と金融機関の信頼性向上という観点からは重視されている。

今後，中小企業と金融機関との信頼性向上という観点では，決算書自体の信頼性向上（コンピレーショ

ン等の活用）に加え，「期中管理」を中心とした正確かつタイムリーな業績管理体制の構築と，金融機

関の中小企業に対する適正な評価（事業性評価）の仕組みが構築できるかどうかに，軸足が移行してい

くものと思われる。

中小企業会計を活用した
金融機関との信頼性向上の方向性

キーワード

論文要旨

　　　　　中小企業の会計，中小企業の金融，財務諸表の保証，実態財務諸表，期中管理

松　﨑　堅 太 朗 （                                           ）明治大学専門職大学院兼任講師
税理士・公認会計士

―中小企業経営者と金融機関との関係性を中心として―

Ⅰ　研究目的　

我が国における中小企業の会計は，基準設定
に留まらず，政府施策に取り込まれ，中小企業
の成長育成モデルとして構築・運用されている
点が最大の特徴である。

元来，我が国の中小企業の会計は決算書の信
頼性を高め，金融機関と中小企業との間の信頼

性を向上し，必要な時に資金調達を行いたいと
いう，中小企業経営者のニーズに合致している
という点で一貫している。本研究に関わる先行
研究としては，中小企業金融の健全化に対して

「中小企業金融における会計の役割」および「中
小企業金融における税理士の職責」の２点から
解説を行ったものとして，大武［2012］がある。
本研究では，「金融機関が作成する実態財務諸
表と中小企業の会計との関係」および「期中管
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理（月次決算・予実管理）を活用した信頼性向
上が中小企業に及ぼす効果」を中心に，我が国
の中小企業の会計が当初より資金調達という点
を重視して構築されてきたこと，および中小企
業の決算書が金融機関の審査においてどのよう
に利用されているかを明らかにすることで，中
小企業経営者と金融機関の関係性を中心に，あ
るべき中小企業会計を活用した金融機関との信
頼性向上の方向性とは何かを述べていきたい。

Ⅱ　中小企業会計制度と金融の
　　関わり

１　我が国における中小企業会計と金融の関わ
りに関する変遷

我が国において，中小企業の会計と金融の関
係性については，昭和 23 年の中小企業庁設立
時から問題提起がなされている。初代中小企業
庁長官である蜷川虎三は，「短期の資金にして
も，中小企業に對して普通の金融機関は決して
積極的ではない。むしろ甚だ消極的である。そ
の理由とするところは，中小企業はこまかくて
手數がかかる，計理經營の内容がはっきりしな
い，事業の先行の見通しがつきかねる，という
ようなことにある」（蜷川［1950］,11 頁）とし，
中小企業は，金融機関から短期の資金であって
も借入を行うことが難しく，その理由は会計や
経営計画に関する体制構築ができていないとい
う点にあるとしている。

さらに，昭和 24 年のシャウプ勧告は，「帳
簿と記録に関し , 多くの営利会社が帳簿記録を
持っていない現状を嘆き , 納税者が帳簿を持
ち , 正確に記帳し , その正確な帳簿を税のため
に使用するよう奨励 , 援助するようあらゆる努
力と工夫を傾注」しなければならないとし , 大
企業と中小企業を分けて , 大企業とは異なる勧
告を中小企業に行っている。1 点目は教育面で
あり ,「会社および個人の活動に関係する全て

の団体は正確な帳簿記録をつけることの重要性
を強調しなければならない」としている。2 点
目は記帳の模範的様式の作成として ,「大企業
と異なる簡易な会計様式の作成を勧告」してい
る。3 点目は正しい記録をつけるための誘引策
として ,「帳簿記録をつけている納税者は他の
納税者と区別されるように異なった色の申告書
を提出すること」すなわち青色申告制度の勧告
を行っている。このうち，2 点目の簡易な模範
的様式の作成については、「会社および個人に
その職業および教育水準に適合した帳簿様式が
必要だが , 既に各所で様式の開発が行われてい
る 」（Shoup Mission［1949］Vol. Ⅳ ,pp．D57
～ D59）としている。

これは当時，「同調査会（注：経済安定本部
企業会計制度対策調査会）が，「企業会計原則」
の制定のみならず，中小企業をも含む企業の会
計実務全般の改善策の検討にも及び，その活動
の一環として , 会計教育用に標準化された帳簿
様式の作成や中小企業用に簡素化された会計方
法の開発が試みられていた。シャウプ使節団は,
同調査会のそうした活動に注目し，上記の勧告
を行ったものとみられる。」（注は筆者）（高橋

［2011］,84 頁）からであり、このような時代的
要請を受け，特に青色申告の普及を目的として
開発されたのが，「中小企業簿記要領（昭和 24
年　経済安定本部企業会計制度対策調査会）」
および「中小会社経営簿記要領（昭和 28 年　
中小企業庁）」である。さらに、両者はいずれ
も税務申告の目的に加え、金融機関からの借入
に関する記述がなされている点で共通している

（表 1）。
我が国の中小企業の会計制度の制定過程を振

り返ってみた場合 ,「1953 年の経営簿記要領の
公表以後，2002 年 3 月に中小企業庁が「中小
企業の会計に関する研究会」を設置するまでの
50 年間近く，「中小企業の会計」が本格的に検
討された形跡は見あたらない」（古川［2013］,23
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表１　中小企業の会計と経営者および金融機関との関わりに関する記述

中小企業の会計ルール 経営者との関わりに関する記述 金融機関との関わりに関する記述

1949年（昭和24年）
「中小企業簿記要領」

一　中小企業簿記要領の目的
（3）事業の財政状態及び経営成績を自ら知り，
経理計數を通じて事業経営の合理化を可能
ならしめること。

解説
元来，帳簿は単に税務のためにあるものではな
い。（中略）出資者と経営者との権利義務を明
らかにするとともに，経営内容を常に明らかに
するとともに，経営内容を常に計数的に明らか
にし，経営の改善，合理化や資金の借り入れに
必要な体制を整備することが大きな目的でな
ければならない。

本指針の作成に当たっての方針
6． 会計基準とその限定的な適用
（中略）また，中小企業においては，経営者自ら
が企業の経営実態を正確に把握し，適切な経
営管理に資することの意義も，会計情報に期
待される役割として大きいと考えられる。

BC53 
所有者兼経営者は，多くの目的のためにSME 
の財務諸表を使用する。しかし，「SME 基準」
の目的は，所有者兼経営者の経営上の意思
決定に役立つ情報を提供することではない。
経営者は事業を運営するために必要な情報
は何でも得ることができる（同じことは完全版
IFRS に関しても言える）。それでもなお，一般目
的財務諸表は，事業の財政状態，業績及び
キャッシュ・フローに関する理解を提供すること
を通じて経営者のニーズに対応する。（IASB
［2009］）

1． 目的
（2） 中小企業の経営者が活用しようと思える
よう，理解しやすく，自社の経営状況の把握に役
立つ会計

財務諸表の目的
1．08　財務諸表の目的は，経営者，債権者，お
よび他の利用者に対し，資源配分の決定をす
るか，経営の受託責任の評価をする，またはそ
の両方に有用な情報を伝えることにある。
（AICPA［2013a］para，1．08）

一　中小企業簿記要領の目的
（2）融資に際し事業経理の内容を明らかにす
ることによって中小企業金融の圓滑化に資す
ること。

第一節　中小会社経営簿記要領の目的
（中略）　中小会社は，これによって経理業務
を充実し，経営の改善，合理化や資金の借入
に必要な体制を整備し得ると共に，申告納税
にも利用できるものであり，併せて又，中小会社
経理指導者の指導要領ともなるものである。

今回想定する，非公開の商法上の小会社が
作成する計算書類の主な外部の利用者は，金
融機関等の債権者と中小企業の取引先であ
る（1）。

BC37 
（a） 金融機関は国境を越えて貸付を行ってお
り，多国間で営業をしている。ほとんどの国にお
いてSME の半数以上（非常に小規模な企業
を含む）が銀行融資を受けている。銀行は，財
務諸表に基づいて，貸付の決定及び契約条
件，金利を決定する。（IASB［2009］）

1． 目的
（2） 中小企業の利害関係者（金融機関，取引
先，株主等）への情報提供に資する会計

主要な利用者として，中小企業の所有者，弁護
士・医者等の職業専門家，銀行その他の資金
提供者，保険会社，保証人，個人投資家等
（AICPA［2013b］）

1953年（昭和28年）
「中小会社経営簿記要領」

2005年（平成17年）8月
「中小企業の会計に関する指針」

2009年（平成22年）7月
IFRS for SMEs
（中小企業版IFRS）

2012年（平成24年）2月 
「中小企業の会計に関する基本
要領」

2013年（平成25年）6月
FRF for SMEs
（中小企業版FRF） 

頁）という長期の空白期間があり , 戦後大企業
を中心とした会計制度だけが着目され続けてき
たという事実はあるものの , 中小指針や会計要
領といった新たな中小企業の会計基準において

も，また，国際的にも，金融機関との関係を良
好に保つために正しい会計が必要である，とい
う考え方が採用されており，中小企業の会計は
金融機関との関わりを常に重視し開発されてき
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たという点で，戦後一貫しているといえよう。
一方で，我が国の中小企業経営者は，金融機

関からの資金調達という面において，物的担保
と人的担保（2）という，大きな負担を強いられ
てきた。我が国において , 中小企業の会計ルー
ルの整備が開始された平成 14 年当時は，「中小
企業の事業向けの借金に経営者や親戚・知人が
保証をつけることが，金融機関から融資を受け
る中小企業経営者なら誰もが経験する「金融慣
行」」があり，「2003 年版の中小企業白書によ
ると，中小企業の資金借入では 81.0％で個人保
証が求められた。その結果生じる深刻な悲劇は
数多く，私財の処分や自殺さらに信用を失うな
ど社会問題と化している。」とされている一方
で ,「中小企業であるがゆえに金融機関は財政
状態を確実につかんでいないので保証を求める
わけで，保証責任があると経営者は必死で事業
に取り組む効果がある。」（鶴田［2005］,196 頁）
とされていた。

このような中小企業の実態をふまえ，21 世
紀に入り再開された中小企業の新しい会計ルー
ルの検討においては，「今後，中小企業が物的
担保や個人保証に頼らない資金調達の拡大や，
新たな取引先の開拓を指向していくためには，
信用力を高めるために，信頼性のある計算書類
を作成・公開することが重要となる。（中略）
本報告は，こうした資金調達先の多様化や，取
引先の拡大を目指す，前向きな中小企業が商法
上の計算書類を作成するにあたって準拠するこ
とが望ましい会計のあり方を示すものである。」

（中小企業の会計に関する研究会［2002］,67 頁）
として，物的担保や個人保証に頼らない資金調
達の拡大と，信頼性ある計算書類の必要性を明
確に結びつけた上での検討がなされた。

金融機関は，融資先に対して独自の企業格付
を行ない，金融庁が定める債務者区分に分類・
管理し貸出先の管理を行なっているが，平成
19 年 3 月の「バーゼルⅡ」の導入により，金

融機関は従来と異なり「個々の貸出債権の管理
状況に説明責任が求められる」（坂本［2012］,63
頁）ことになり，貸出先債権の管理により一層
の管理体制が求められることになった。

一方，金融機関に提出される決算書は，必ず
しも信頼性が高いものばかりではなく，「かつ
て税務署用，金融機関用，取引先用と３つの決
算書が作られることがあった。」「粉飾とはいわ
ないまでも，売掛金が３年も滞留したまま資産
として載せてあったり，棚卸資産が黒字企業の
平均在庫の 5 倍もある決算書は時々みかける。」

（河﨑・万代［2012］,248 頁）といった実態が
あるとされている。このような中小企業の会計
の実態をふまえ，中小企業の身の丈に即した会
計ルールとして，制定されたのが，現在の我が
国の中小企業の会計ルールである，「中小企業
の会計に関する指針（平成 17 年 8 月 1 日　最
終改正 平成 27 年 4 月 21 日）」（以下，中小指
針という）および「中小企業の会計に関する基
本要領（平成 24 年 2 月 1 日）」（以下，会計要
領という）である。

その後，平成 23 年 5 月の金融庁の「中小・
地域金融機関向けの総合的な監督指針」の改正
において，「金融と経営支援の一体的取り組み
の推進」の確認を受け，中小企業庁・中小企業
政策審議会が『中間取りまとめ－グローバル競
争化における今後の中小企業政策のあり方－』
を公表し，中小企業の新たな会計ルールの整備・
活用と，事業者自らの経営状況や資金繰りへの
説明能力の向上が求められることになった。

これにより，現在では，中小指針および会計
要領を適用した中小企業に対して，信用保証協
会の保証料率の割引や各種中小企業施策におけ
る慫慂を通じて公的な優遇が図られているほか，
民間金融機関においても決算書の信頼性を重視
した無担保融資制度（3）や多くの金利優遇制度（4）

があるなど，我が国の中小企業会計制度は，金
融支援と一体となった取り組みがなされている
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ところである。

２　我が国の金融機関における中小企業の財務
諸表の取り扱い

（1）中小企業の会計と実態財務諸表の関係性

金融機関は , 中小指針や会計要領といった正
しい会計ルールに則り , 決算書が作成されてい
るかを重視しているが , こういった信頼性ある
決算書が金融機関に提出されたとしても , それ
だけでは , 融資審査に十分な情報が金融機関に
提供されたことにはならない。

金融機関において，中小企業の財務諸表は融
資先の業績を理解する重要な資料である一方，
金融機関に提出される決算書のすべてが企業の
実態を正しく表しているとは考えられておらず，
金融機関では融資先から提出された決算書の数
字に修正を加え，より実態を表すよう，実態財
務諸表に組み替え，融資審査をするという実務
が行われている。つまり，①中小指針や会計要
領といった正しい会計ルールに則っているか， 
②実態財務諸表に修正した場合、問題点は存在
していないか，という 2 段階の検討を経て , 融
資審査が行われているのである。

これは，金融機関が「会計上の規則や商法上
の定めなどは，決算処理の恣意性の排除や経理
処理の整合性を保つための道具」として用い
ているからであり，「実態財務諸表の考え方は，
各金融機関における企業あるいは事業の見方そ
のもの」であるとされている（山越［2005］,2 頁）。
金融機関にとって実態貸借対照表は融資判断等
の業務において重要な意味を持つが , 金融機関
が融資判断の根拠を貸出先に開示することは実
務上なされず , 実態貸借対照表が貸出先である
中小企業に対して開示されることはない。

金融機関は金融庁が要請する債権者区分を明
らかにするために企業格付を行ない，そのため
には提出された財務諸表を実態財務諸表に修正
する必要があるが , 金融機関が作成する実態財

務諸表の評価基準は，「私的整理に関するガイ
ドライン ,Q.10-2 実態貸借対照表作成に当たっ
ての評価基準」（私的整理に関するガイドライ
ン研究会［2001］,15-17 頁）にその評価基準の
一例が示されているものの , 詳細な評価基準は
各金融機関により異なっており , また一般的に
開示されているものでもない。実態財務諸表の
作成に関する評価基準は , 公式な会計ルールに
則ったものではなく , 金融機関の融資先に対す
る個別の評価にすぎず，また，具体的な修正方
法についても，各金融機関がそれぞれ別個に考
察を加えて検討しているため，金融機関の中小
企業の財務諸表に対する評価を一律に論じるこ
とはできないが，「実態財務諸表」のうち，実
態貸借対照表（以下，実態 BS）に関し，公表
されている実態財務諸表の評価基準に即し , 実
務上用いられている主な評価手法と，中小指針
や会計要領を各論別で比較したのが , 表 2 であ
る。

これによれば，たとえば，有価証券において
は有価証券差額金（含み益部分）を計上しない
分，会計要領の方が実態BSに即した処理となっ
ているが，有形固定資産の減価償却不足額の取
り扱いについては，毎期継続して規則的な償却
を行うこととしている中小指針の方が実態 BS
に即した処理となっているなど，いずれの会計
ルールに則って処理をしていたとしても，金融
機関は実態 BS の作成に際して，修正作業を行
うものと推察される。また，連結会計の項目の
ように，そもそも現行の我が国の中小企業の会
計ルールでは対応できない項目も存在する。

つまり，中小企業経営者が金融機関に提出す
る財務諸表は，いずれの会計ルールに準拠して
いても，金融機関は融資審査の観点から独自の
実態修正を加えることになる。中小指針や会計
要領といった , 正しい会計ルールに基づき財務
諸表を作成し , 金融機関に提出したとしても ,
そのまま融資審査に用いられることはないが ,
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表２　金融機関が作成する実態貸借対照表「実態BS」と中小企業会計

項　目
各　論 実態BSとの整合性 実態BSとの整合性各　論

実態BS作成時における実態
修正方法（一例）

中小指針 会計要領

売掛金

棚卸資産

金銭債権，
貸倒損失・
引当金

棚卸資産
有価証券，
純資産（有
価証券評価
差額金）

金銭債務，
収益・費用
の計上，
リース取引

該当なし

金 銭 債 権
及び 金 銭
債務，貸倒
損失・貸倒
引当金
棚卸資産
有価証券

収益，費用
の基本的な
会計処理

資産，負債
の基本的な
会計処理，
収益，費用
の基本的な
会計処理，
リース取引

該当なし

有価証券

簿外債務

連結会計

①倒産などにより回収不能な債権，先方が
認知していない債権は全額減額修正

②回収が長期化しているものは合理的な
減額修正割合により修正

不良在庫は含まれていないか
①上場株式は含み損を減額修正（含み益
は加算修正しない）
②非上場株式は分析対象企業の財政状
態やCF状況を考慮して判断

△
②の長期化した
債権に関しては
規定なし

△
①で，含み益のあ
る有価証券差額
金を計上する場
合に整合性を欠く

計上漏れはないか

関係会社を連結した上で分析することが絶
対条件

○

○

×

△
②の長期化した
債権に関しては
規定なし

固定資産 固定資産土地 △
減損損失として
対応することが可
能

市場価格が下落し簿価と乖離している場
合は，当該差額を減額修正

×
減損損失の規定
なし

固定資産 固定資産有形固定資産
（減価償却）

法人税法上の法定償却限度額に満たない
場合は実態修正の対象

○ △
相当の償却となっ
ている

税効果会計 該当なし税効果会計 △
中小企業が実態
BSで計上できる
場合は限定的

繰延税金資産に関し，毎期，資産性につい
ての評価・検討が必要（計上は極めて限定
的）

○
繰延税金資産の
過大計上が起き
づらい

△
リース取引に関し
賃貸借取引に
よった場合，未払
リース料は注記で
開示

○

経過勘定等 該当なし仮払金・貸付金 固定化しているものがあれば減額修正 ○ △

○

引当金 引当金賞与引当金 支払が確実に発生すると予想されるものは
減額しない

○ ○

金銭債務
収益・費用
の計上

資産，負債
の基本的な
会計処理

仕入債務 過少計上されていないか ○ ○

経過勘定等 経過勘定前払費用 原則として全額減額 × ×

×

退職給付債
務・退職給
付引当金

引当金退職給付引当金 退職給付債務の積立不足額は全額を負
債とみなす

○ ○

出所：以下の資料をもとに筆者作成。
・河﨑・万代［2012］，245頁
・私的整理に関するガイドライン研究会［2001］，15－17頁（Q．10‐2実態貸借対照表作成に当たっての評価基準）。
・山越［2005］，8－132頁。
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正しい会計ルールに準拠して作成した財務諸表
が提出されていることは , 金融機関の実態財務
諸表作成における前提条件であり，正しい財務
諸表が提出されることは , 金融機関の実態財務
諸表作成の手間を大きく削減することになる。
数多くの融資審査を日々行わなければならない
金融機関担当者の事務負担を考えれば , 正しい
財務諸表が提出されることで事務負担が大きく
軽減されるということだけでも大きなメリット
を享受でき , さらに , 実態財務諸表の作成時点
で多くの修正事項を要する財務諸表と , ほとん
ど修正事項のない財務諸表とでは , 自ずと融資
先に対する心証が異なり , 偽りのない財務諸表
が提出されているか否かは , 金融機関と中小企
業との信頼関係に直結する問題となる。

以上を総括すると , 中小企業経営者が金融機
関に提出する財務諸表は , 実態財務諸表への組
み換えという過程を通じて , 金融機関に財務諸
表の信頼性の程度を融資審査の過程を通じて試
されており , 中小指針や会計要領といった正し
い会計ルールに基づいた財務諸表を提出するこ
とは , 金融機関と中小企業の間の信頼性向上と
いう点において , きわめて重要な意味を持つも
のといえる。

　　
３　我が国における中小企業の金融機関に対す

る決算書の信頼性向上の方向性
（1）外部の会計専門家による決算書の保証

中小企業の会計制度が整備されたいま，次な
る課題は中小企業の会計に対する信頼性保証を
いかに行うかという点にある。

この点においては，実務上，すでに税理士
による中小企業の決算書に対する信頼性付与

（税理士法 33 条の 2 に規定する添付書面，なら
びに日本税理士会連合会による「（中小指針な
らびに会計要領）の適用に関するチェックリ
スト」）により中小企業の会計の質が担保され，
保証料率の割引や低利融資という形で中小企業

の資金調達の円滑化に資する取り組みが行われ
ている（5）ほか，会社法に規定する，会計参与
による取締役と共同して作成する財務諸表に対
する，会計参与報告という形での信頼性付与も
行われているところである。

一方で，我が国において公認会計士監査は中
小企業には強制されておらず，また，金融機関
から任意監査という形で会計監査を求められる
ということも，実務上存在していなかったが，
日本公認会計士協会から平成 26 年 4 月に「監
査基準委員会報告書 800 及び 805（平成 26 年
4 月　日本公認会計士協会　監査基準委員会）」
が発表され，この中で，中小企業の会計は特別
目的の準拠性監査という枠組みで整理がなされ
た。

中小企業においては，その大多数において，
税理士等の外部の会計専門家が決算書の作成や
税務申告書の作成に幅広く関与している等の理
由から，決算書への信頼性付与の方向性として
は，コンピレーションを中心とした保証関連業
務によることが適当と考えられる（6）が，中小
企業の財務諸表に対する保証は法律等により強
制されておらず、中小企業と金融機関の信頼性
向上という観点から , 今後実務が醸成されてい
くものと考えられ , いかに財務諸表の信頼性を
向上し , 多くの中小企業に普及させていくかは ,
今後の大きな課題であるといえる。 

（2）期中管理による中小企業の決算書の信頼性

向上

金融機関は，正しい会計ルールに基づく決算
書の作成・提出という財務会計の活用という点
に加え , 管理会計の活用による信頼性向上につ
いても重要視している。

平成 15 年 3 月に金融庁は「リレーションシッ
プバンキングの機能強化に関するアクションプ
ログラム」を公表以降，地域金融機関が取引先
である中小企業の実態をきめ細かく把握し，お
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互いの信頼関係を把握したうえで，良質な金融
サービスを提供することが求められることに
なった。

平成 24 年 6 月に公表された “ ちいさな企業 ”
未来会議の取りまとめにおいては，中小会計要
領の活用方法として，期中管理（月次決算や予
実管理等）を通じて，金融機関に中小企業が
適時・正確な記帳による信頼性ある基礎財務資
料を作成（ステップ１）し，信頼性ある基礎財
務データを活用した経営分析や，その分析結果
に基づく経営改善を促し（ステップ２），信頼
性ある決算書の作成，会計ルールの準拠の確認，
事業計画書を作成（ステップ３）することによ
り，企業会計の活用を通じた財務経営力，資金
調達力の向上が示されている。 

月次決算書は正式な決算書ではないが，中小

企業経営者がタイムリーに自社の業績を把握す
るという経営管理の観点から，実務上重要視し
ているものである。この点は金融機関も視点は
同じであり，「融資申し込みを受け，取引先企
業に最新の月次決算書の提出を求めても即座に
提出できる企業は少なく，毎月の試算表すら作
成していない企業も多い。」との実態がある一
方で，「中小企業にとっては安定的な資金調達
のため信頼性の高い決算書が必要であるととも
に，会社を経営していく上で，現状を正しくつ
かみ業績を把握するためにも月次決算書を作成
する必要がある。」とされ，「業績のよい会社の
経営者は月次予算を対比する月次決算に強い関
心を持ち，1 日も早く出来上がるのを待ってい
る。経営者の行動は管理職や従業員に刺激を与
え，会社全体が業績に対し意欲的に取り組むよ

図１　期中管理による中小企業会計ルールの活用

出所：“ちいさな企業”未来会議［2012］，28頁。
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うになる。反対にひどいところは税務申告書の
提出に間に合うよう年 1 回まとめて会計処理を
行うところもあるが，これでは業績の向上が図
れるわけがない。」との金融機関の実務担当者
の見解（河﨑・万代［2012］,249 頁）は，中小
企業の会計を活用し，金融機関と中小企業経営
者の信頼を醸成するために，期中管理の活用を
考えていく上で，極めて重要な視点であろう。

このように，金融機関の経験則として，正確
でタイムリーな月次決算と業績向上には関連性
が見られるとの見解があり，たとえば , 日本公
認会計士協会東京会による実態調査（日本公認
会計士協会東京会［2014］）では , 調査対象と
しているのは中小企業ではない（連結子会社を
有する上場企業 322 社）ものの，調査結果によ
れば，過去 3 年以内の営業利益が増加傾向にあ
ると回答した企業 156 社のうち，営業日ベース
で 6 日以内に月次決算を完成させる企業が 35
社，6 ～ 10 日以内に完成させる企業 85 社と合
わせると約 77％の企業が 10 日以内に月次決算
を完成させており，「月次決算の完成時期の早

さと企業の業績には一定の相関関係が見られる
のであり，これは，月次決算を早期に完成させ
る企業は速やかに経営的意思決定をすることが
可能となり，また，迅速に環境変化に対応する
ことができ，そのことが好業績に結びついてい
るのではないかと推認される。」と結論付けて
いる（日本公認会計士協会東京会［2014］，8 頁）。

金融機関は，決算書の信頼性を重視する一方
で，利息及び元金の回収のため，融資先の将来
キャッシュ・フロー情報の入手を必要とされて
いる（7）。つまり，将来的に黒字経営を継続で
きる企業かどうか，その実態的判断の拠り所と
して，タイムリーで正確な月次決算に着目する。

「月次決算がタイムリーに作成・入手できる企
業の業績が良い。」との実態に着目しているこ
とは，上記実態調査の結果とも整合することに
なる。

そして，この月次決算を中心とした「マネジ
メントサイクルの実行を後押しする法律」（古 
川［2013］，34 頁）として，平成 24 年 8 月 30 日 
に施行されたのが，「中小企業の海外における

表３　上場企業における「過去3年間の営業利益の推移の傾向」

出所：日本公認会計士協会東京会［2014］，8頁。

月
次
決
算
の
完
成
時
期

6 日 以 内

6 ～ 1 0 日

1 1 日 ～ 1 5 日

1 6 日 ～

無 回 答

計

35社
（58.3%）

85社
（53.8%）

27社
（38%）

9社
（34.7%）

3社
（37.5%）
159社

（49.2%）

14社
（23.3%）

38社
（24%）
19社

（26.8%）
3社

（11.5%）
1社

（12.5%）
75社

（23.2%）

10社
（16.8%）

35社
（22.2%）

25社
（35.2%）

14社
（53.8%）

1社
（12.5%）

85社
（26.3%）

1社
（1.6%）

－

－

－

3社
（37.5%）

4社
（1.3%）

60社
（100%）
158社

（100%）
71社

（100%）
26社

（100%）
8社

（100%）
323社

（100%）

過去3年間の営業利益の推移の傾向
増加 横ばい 減少 無回答 計
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商品の需要の開拓の促進のための中小企業の新
たな事業活動の促進に関する法律等の一部を改
正する法律」（以下，中小企業経営力強化支援法）
であり，経営革新等認定支援機関として認定さ
れた税理士や地域金融機関が中心になって中小
会計要領の活用を推進していくことを，中小企
業に対する経営支援行政や金融行政の基盤に据
えたものとされている。

このように，期中管理による中小企業会計
ルールの活用は，我が国の中小企業支援施策の
中心的な存在として現在活用がなされていると
ころである。

中小企業経営者と金融機関との信頼関係の醸
成という観点からみた場合には，決算書自体の
信頼性を確保し，これに期中管理（月次決算や
予実管理）という視点を加え , 金融機関に対す
る，正確かつタイムリーな月次情報の提供によ
る信頼関係を構築し，業績を向上させ，将来
キャッシュ・フローの増大を通じて金融機関に
対する返済能力を高め，真の意味でのリレー
ションシップバンキングの関係を構築すること
が，「借り手企業の事業の内容や成長可能性な
どを適切に評価し，融資や助言を行い，企業や
産業の成長を支援していく」という，金融庁
が指向する事業性評価に基づく融資（金融庁

［2014］,2 頁）の考え方に即し，中小企業経営
者と金融機関との間の信頼性をより向上させる
ものになるといえよう。

Ⅲ　結論

我が国の中小企業の会計ルールは「中小企
業経営者の経営管理のため」「金融機関との信
頼関係を醸成するため」という制度設計の点
において戦後一貫しており，これは中小企業
版 IFRS など国際的な中小企業の会計ルールと
も整合するものである。また，正しい会計ルー
ルに準拠した財務諸表は，金融機関が企業格付

のために作成する「実態財務諸表」の作成の基
礎資料として重要な役割を果たし , 正しい会計
ルールに準拠した財務諸表を金融機関に提出す
ることは , 実態財務諸表の作成という過程を通
じて財務諸表の内容が検証され , その内容の良
否に基づき評価されることにより，金融機関と
中小企業の信頼が醸成されるという点で，大き
な意味を持っている。我が国では中小指針や会
計要領という中小企業会計基準が世界に先駆け
ていち早く制定されており，今後は，中小企業
と金融機関との信頼性向上という観点では，決
算書の信頼性向上のための保証業務のあり方

（外部専門家による保証，特にコンピレーショ
ン等の活用）が大きな課題となってくると思わ
れる。また，これに加え，金融機関が重視する「将
来キャッシュ・フロー」情報については，タイ
ムリーな月次決算や予実管理といった管理会計
を活用した「期中管理」の活用も必要であり ,
両者が有効に機能することで，金融機関の中小
企業に対する適正な評価（事業性評価）の仕組
みが構築できるかどうかという点に，軸足が移
行していくものと思われる。

 
（注）

⑴　中小指針においては金融機関が想定される
利用者との記載は見当たらないが，中小企業
の会計に関する研究会報告書（中小企業の会
計に関する研究会［2002］）においては，金融
機関を主な外部利用者として想定している記載

（16,28,65,75 頁等）があるため，中小指針におい
ても同様の趣旨が内在するものと考えられる。

⑵　代表的な物的担保は土地・建物であり、人的
担保は経営者等の個人保証である。

⑶　具体的には，以下の記述を参照されたい。「2004
年の 11 月から「りそな銀行」が経営者の個人保
証を求めない中小企業融資の取り扱いを始めた。
個人保証がなくなれば，経営者は個人破産を恐
れて見込みのない事業の整理を先延ばしする事
例も減少する。傷も浅いうちに見切りをつけれ
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中小企業会計を活用した金融機関との信頼性向上の方向性

ば採算の合う部分を生かした再出発もしやすい。
そして社会に活気が戻り，経済は今よりもっと
好転するだろう。このように大手銀行による中
小企業向けの無担保・第三者保証不要ローン（無
担保融資）が急増しているのも事実である。なお，

「TKC 戦略経営者ローン」は，会計士や税理士
と顧問契約を結び同ソフトを使っている中小企
業が対象に，担保や第三者保証人は不要とする
融資制度である。」（鶴田［2005］,199 頁）

⑷　日本税理士会連合会のホームページによれば，
中小指針による融資商品は平成 25 年 6 月 11 日
現在で 113 機関，中小企業庁のホームページに
よれば，会計要領による融資商品は20機関となっ
ている。

⑸　税理士が行う書面添付制度等の業務と保証業
務との関係は以下の記述を参照されたい。「書面
添付制度や，中小会計指針または中小会計要領
の適用に関するチェックリスト作成業務は，税
理士という会計専門家が関与することで会計処
理と報告の信頼性を確保しようとすることをね
らいとしていることから，差し当たり「向上策」
として分類してある。しかしながら，その内容
の理解によっては，保証業務としての要件を充
足している場合もあるので注意が必要である。」

（河﨑［2015］,282 頁）
⑹　中小企業の財務諸表に対する信頼性保証のあ

り方については，拙稿（松﨑［2015］）を参照さ
れたい。

⑺　中小企業の会計においてキャッシュ・フロー
計算書は作成が望ましいとされているものの，
国内の会計専門職・金融機関・商工会議所等へ
の実態調査では，中小企業には浸透しておらず

（岡部［2015］,93 頁），金融機関では中小企業に
おけるキャッシュ・フロー情報は既存の財務情
報から得ている実態が伺える。
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　　　　　近年，大企業・中小企業，公開会社・非公開会社といった企業の多層化のなかで，会計基

準が複線化している。よって，中小企業にとって，何が公正処理基準であるか不明確な状況となってし

まっている。そこで，中小企業にとって必要な会計基準について検討する意義は大きい。

中小企業は，投資家に対する情報提供機能を重視した会計ではなく債権者や課税庁といった企業の利

害関係者に対する利害調整機能を重視した会計を目指すべきであり，そこで，確定決算主義を前提とし，

極力，会計基準と税法基準とを乖離させないことを目指した中小企業会計制度の構築について検討した。

多くの中小企業には，投資家向けの投資情報としての会計ではなく，以前の商法が要請していたよう

な利害関係者のための配当可能利益の計算を中心とした会計が引き続き求められている。これまでの会

計は，取得原価をベースとした会計によって果たされてきたと考えられる。このような観点からみれば，

中小会計要領は，取得原価会計のあり方を集約した企業会計原則・一般原則の考え方を承継しており，

この意味では，中小企業版の企業会計原則ということができ，「一般に公正妥当と認められる会計基準」

に妥当するものであると考えられる。ところが，法人税法では最も基本的で重要な公正処理基準として，

①資本と利益の区分，②実現主義，③費用収益対応の原則が挙げられており，中小会計要領にこの考え

方が取り込まれている状態になっていることを考慮すれば，中小企業の経営力が強化されるためにも，

まず一般的に計算書類が税法基準で作成されていることを鑑みて，中小会計要領を法人税法に盛り込ん

だ規定を作成することが重要であると考える。

確定決算主義を前提とした中小企業会計の構築

キーワード

論文要旨

　　　　　中小会計指針、中小会計要領、確定決算主義、損金経理、企業経営の強化

堺　　貴　晴 （熊本学園大学助教）

Ⅰ　はじめに

近年，大企業・中小企業，公開会社・非公開会
社といった企業の多層化のなかで，会計基準は
複線化の道を歩んでおり，中小企業にとっては，
公正処理基準が何であるか不明確な状況となっ
てしまっている。そこで，中小企業にとって必
要な会計基準について検討する意義は大きい。

これまで，わが国における会計制度は，金融
商品取引法，会社法，法人税法の 3 つの法律に
よって規制されてきた。この 3 つは，かつては

トライアングル体制のもとに密接な結合関係が
保たれてきたが，経済のグローバル化等を背景
に，それぞれの独自性が強調され，トライアン
グル体制は崩壊への道をたどりつつある。3 つ
の会計が乖離するなかで，中小企業は投資家に
対する情報提供機能を重視した会計ではなく債
権者や課税庁といった企業の利害関係者に対す
る利害調整機能を重視した会計を目指すべきで
あり，そこで，確定決算主義を前提とし，極力，
会計基準と税法基準とを乖離させないことを目
指した中小企業会計制度の構築について検討す
る。
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Ⅱ　中小企業会計をめぐる会計
制度

会計基準の国際化は，内容的には企業財務の
透明化を図るために資産・負債の時価評価が重
視されている。そのため，法人税法との調整が
考慮されることなく，世界的に会計基準の国際
的な統一化が進展している。また，平成 13 年
にはアメリカの制度に倣って（1），民間が会計
基準を設定すべきであるとし，平成 13 年 8 月
に財団法人財務会計基準機構が設立され，そ
の下に，企業会計基準委員会（以下，「ASBJ」
という）が設置された。したがって，「一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準」（2）は，
ASBJ によって設定される形となっている。し
かも，ASBJ は国際会計基準とのコンバージェ
ンスを目的とするものであり，ASBJ によって
設定される会計基準は国際会計基準と相似の基
準であり，それが金融商品取引法会計のみなら
ず会社法会計にも適用される。すなわち，会社
法においては中小企業といえども上場企業など
の大企業と同じ会計基準が基本的に適用される
ことになる。したがって，中小企業が国際的な
投資家のための国際会計基準の影響をストレー
トに受ける関係がわが国の会計制度のなかに生
まれたということができる。

このようななか，中小企業への影響を懸念し
て，「その他の企業会計の慣行」（会社計算規則
3 条）を受けて設けられたものが「中小企業の
会計に関する指針」（以下，「中小会計指針」と
いう）である（武田隆二［2006］，15-17 頁）。

中小会計指針は，「会計参与が取締役と共同
して計算書類を作成するに当たって拠ること
が適当な会計のあり方を示すものである」（指
針 3）とし，「一定の水準を保ったものとする」

（指針 3）としている。このことから，中小会
計指針は，単なる中小企業の会計としてではな

く，会計の専門家たる会計参与のための会計処
理としての役割が期待されている。また，その
作成方針については，「取引の経済実態が同じ
なら会計処理も同じになるよう，企業の規模に
関係なく会計基準が適用されるべきである。」

（指針 6）ことを明確にしている。この基本方
針は，日本公認会計士協会の研究報告（3）と同様，
シングル・スタンダードの考え方を採用したも
のと考えられ，最大の特徴といえる（武田隆二

［2006］，52-54 頁）。
中小会計指針は，金融商品取引法上の会計基

準を要約・簡素化する形（トップダウン・アプ
ローチ）で作成されたものであり，会計基準が
国際財務報告基準（以下，「IFRS」という）と
のコンバージェンスを図っているわけであるか
ら，中小会計指針自体も，最終的には IFRS を
目指すことになろう。すなわち，IFRS におい
て新たな会計基準の設定や既存の会計基準の改
訂が行われれば，わが国の会計基準も設定また
は改訂が行われ，それによって中小会計指針も
変更されるという連鎖反応の関係が生じること
になる。したがって，中小会計指針を理解する
ためには金融商品取引法上の会計基準や IFRS
についての理解が必要になる。

中小会計指針は，中小企業が遵守すべき会計
ルールとして機能すると期待されたが，①「会
計は 1 つ」という理念のもと，大企業の会計基
準の簡略版と位置づけられたため，IFRS 等の
改訂に影響され，毎年のように改訂が加えられ，
大企業が適用する基準に近づいていること，②
会計参与設置会社以外は，その強制力がなく，
実質的には任意適用になっていることなどから，
中小企業には使い勝手の悪く，普及率は決して
芳しいものではなかった（品川［2012］，18-19頁）（4）。

このような状況を踏まえ，中小企業庁は平成
22 年 2 月に，「中小企業会計に関する研究会」
を設置する一方，ASBJ は同年 3 月に，「非上
場会社の会計基準に関する懇談会」を設置する
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ことになった。それぞれにおいて中小企業（非
上場会社）の会計に関する検討が行われ，平
成 22 年 8 月に，「非上場会社の会計基準に関す
る懇談会報告書」が，同年 9 月に「中小企業の
会計に関する研究会中間報告書」が公表された。
この報告書を受け，中小企業庁と金融庁の共同
で，平成 23 年 2 月に「中小企業会計に関する
検討会」が設置され，平成 24 年 2 月に「中小
企業の会計に関する基本要領」（以下，「中小会
計要領」という）が公表された。

中小会計要領は，中小会計指針と比べて簡便
な会計処理をすることが適当と考えられる中小
企業を対象に，その実態に即した会計処理のあ
り方を取りまとめるべきとの意見を踏まえ，中
小企業の利害関係者（金融機関，取引先，株主
等）への情報提供に照らし，さらには，中小企
業者の経営者が理解しやすく自社の経営状況の
把握に役立つ最低限必要な会計処理を示したも
のとして作成されている（中小企業庁［2012］）。
また，中小会計要領は IFRS の影響を受けない
ものとして明確に一線を画く姿勢を示している。
この理由を，「安定的に継続利用可能とする」（総
論 6）と説明しており，独自の方針を貫いてい
るところは特徴のひとつである。中小会計要領
は，中小企業の属性に見合った会計基準を積み
上げる形（ボトムアップ・アプローチ）で作成
されたものであるから，大部分の中小企業が中
小会計要領に従うことになると考えられる。

中小会計指針では示されていないが，中小会
計要領では，「本要領の利用上の留意事項」（総
論 9）において，企業会計原則の一般原則およ
び注記の原則である「真実性の原則」，「資本取
引と損益取引の区分の原則」，「明瞭性の原則」

「保守主義の原則」，「単一性の原則」，「重要性
の原則」を明示している。また，企業会計原則
の一般原則である「継続性の原則」について総
論 4 で取り扱われ，「正規の簿記の原則」は総
論 8 で記帳の重要性の観点から示されている。

この点について，「『正規の簿記の原則』と
『真実性の原則』の位置づけにも注目する必要
がある。企業会計原則は『真実性の原則』が第
1 原則であり，『正規の簿記の原則』は第 2 原
則であるが，『中小会計要領』では，その位置
づけが逆転している。このような考え方の淵源
は，『中小企業簿記要領』（経済安定本部企業会
計制度対策調査会編，昭和 24 年）に求めるこ
とができる。」（河﨑［2012］，31 頁（注 7））と
あり，総論 8 において，「適時に，整然かつ明
瞭に，正確かつ網羅的に」記帳することを求め，

「経営者が自社の経営状況を適切に把握するた
めに記帳が重要である」と規定し，記帳の重要
性を上位概念に位置づけている。

会計の目的が，適正な財政状態と経営成績の
表示であると考えた場合に，会計は日々の取引
を正しく記録する記帳の積み重ねであるならば，
記帳の重要性を上位概念に位置づけている中小
会計要領を中小企業は採用することが適切であ
ろう。

さらに，中小会計要領では，各論の冒頭に認
識基準として収益には実現を，費用には発生を
原則とすることを費用収益対応の原則とともに
明記している（各論 1）。これは中小会計指針
が同様の規定を資産・負債・純資産の規定の後
に置いたことと対照的であり，期間損益計算を
より重視することの表れであろう。資産評価に
ついては取得価額による計上が原則とされ（各
論 2（1）），以降の各論での個別の会計処理では，
原則これに反する規定はなく，資産の時価評価
は売買目的有価証券について例外的位置づけ
として規定しているのみである（各論 5（2））。
資産の時価評価との関連では，その他有価証券
についても，原価評価が原則とされ，純資産も
株主資本のみを示し（各論 13），評価・換算差
額等や新株予約権についてはその存在を排除し
てはいないが積極的に示してはいない。さらに
債務についても債務額による計上を原則として
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いる（各論 2（2））。このように中小会計要領は，
原価，実現，発生で特徴づけられる取得原価主
義によることを明記している。

しかし，取得原価主義の欠点は，時価評価の
情報が得られないことである。会計ビッグバン
以降，金融中心の資本主義へと移行し，大企業
や銀行の金融商品保有が高まるなかで，金融投
資の場合は取得原価ではなく公正価値が求めら
れるようになった。ところが，公正価値はあく
まで投資情報としての意義をもつものである。
公正価値会計は，基本的に上場企業に求められ
るもので，多彩な情報を含んだ会計として情報
提供機能を果たすことになるが，公正価値を見
積もるには金融機関やコンサルタント等の専門
能力がなければならず，それを得るためには多
大な作成コストが必要となる。

こうした公正価値会計は，中小企業には必ず
しも必要とされない。多くの中小企業には，投
資家向けの投資情報としての会計ではなく，以
前の商法が要請していたような利害関係者のた
めの配当可能利益の計算を中心とした会計が引
き続き求められている（5）。これまでの会計は，
取得原価をベースとした会計によって果たされ
てきたと考えられる。中小企業には国内経済の
特質を生かす会計が必要であり，IFRS が求め
る会計は極力避けるべきであるといわなければ
ならない。このような観点からも，中小会計要
領は，中小企業の実態に即した会計であるとい
うことができる。

しかし，中小会計要領を適用するにあたり，
中小企業の計算書類の信頼性をいかに担保する
かが問題となる。計算書類の信頼性の前提は，
正確な会計帳簿にある。中小会計指針は，会計
参与制度によりその信頼性を担保している。一
方，中小会計要領では，総論 8 において，「適
時に，整然かつ明瞭に，正確かつ網羅的に」記
帳することを求めているが，計算書類の信頼性
を担保する制度が明記されていない。中小会計

要領においては，単に「会計と税制の調和を
図った上で」としか記述されていないが，従来
から中小企業が主として法人税の申告のために
計算書類を作成しているという実態を鑑み，そ
の作成過程においても税制との親和性が強調
されている。したがって，個々の会計処理にお
いて，中小会計要領の明文規定やその趣旨に反
しない限り，法人税法における所得計算の考え
方が，中小会計要領に取り込まれている状態に
なっていると考えられ，確定決算主義のもとで
申告書の基礎となる計算書類，さらには会計帳
簿の信頼性を担保することが期待される。

Ⅲ　確定決算主義の意義

わが国において初めて企業の所得に対して課
税規定がおかれたのは明治 32 年の改正所得税
法によってである。その課税標準は，各事業年
度の総益金から総損金及び前年度の繰越金を控
除したものとされていた。その後，明治 35 年
に施行された所得税法施行規則第 3 条で，「納
税義務アル法人ハ毎事業年度通常総会後七日以
内ニ損益計算書ヲ所轄税務署長ニ提出スヘシ」
と明記している。当時は賦課課税方式であった
ため，企業の通常総会において確定した損益計
算書に基づき税務署により所得の金額の決定が
行われていた（武田昌輔［1999］，100 頁）。

そして，大正 2 年の改正所得税法施行規則第
3 条において，「第一種ノ所得ニ付納税義務ア
ル法人ハ毎事業年度決算確定ノ日ヨリ七日以内
ニ所轄税務署長ニ所得税法第七条ノ申告ヲ為ス
ヘシ」と明記され，初めて明文において「確定
した決算」に基づき企業の課税所得が算定され
る規定が導入されている。

その後，昭和 15 年に賦課課税方式による単
独の税として法人税法が創設された。さらに昭
和 22 年の法人税法改正（昭和 22 年法律第 28 号）
において申告納税方式が採用された。これと同
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時に，「納税義務のある法人は，……各事業年
度終了の日から二箇月以内にその確定した決算
に基づき，当該事業年度の普通所得金額……を
記載した申告書を政府に提出しなければならな
い」（法人税法 18 条 1 項）という規定が創設さ
れ，形式的意義における確定決算主義が明文化
されることとなった。

昭和 40 年に法人税法（昭和 40 年 3 月 31 日
法律第 34 号）の全文改正が行われ，法人税の
所得計算については，総益金と総損金の表現
を「益金の額」と「損金の額」に改め，益金の
額については，「純資産の増加」（旧法基通 51）
という概念から「当該事業年度に係る収益の額」

（法人税法 22 条 2 項）と改められ，損金の額に
ついては，「純資産の減少」（旧法基通 52）と
いう概念から「当該事業年度の収益に係る売上
原価及び費用並びに損失の額」（法人税法 22 条
3 項）と改められた。

昭和 42 年改正において，現行の法人税法第
22 条第 4 項が創設され，益金および損金を構
成する収益および費用の額は，「一般に公正妥
当と認められる会計処理の基準に従って計算さ
れる」ものであることが明らかにされた。当該
規定の創設理由として，課税所得と企業利益と
は一致し，税法独自の計算原理や規制が少ない
方が企業にも税務当局にも簡便であり，また本
来，税制は，税制以前に存在する企業や企業利
益を前提として構成されるのであるから，この
規定が設けられたのは，税制の当然の論理を追
認することが目的である（塩崎［1967］，5 頁）
と説明されている。

確定決算主義について，「今日確定決算主義
と理解されるものが，法人税法 74 条 1 項，損
金経理要件，公正処理基準のすべてが揃ってい
るものであると理解すれば，わが国において
確定決算主義が完成するのは，1967（昭和 42）
年の税制改正以後ということになり，1967（昭
和 42）年の税制改正前は確定決算主義は導入

されていなかったとの理解もできる。また，例
えば確定決算主義のコアの部分は損金経理であ
るとすれば，確定決算主義の導入は 1965（昭
和 40）年の法人税法の全文改正以後というこ
とになり，やはりそれ以前は確定決算主義は導
入されていなかったとも解釈できる。」（成宮

［2011］，37 頁）という見解があるが，確定決
算主義について株主総会等の承認を受けた決算
に基づいて課税所得計算および税額計算を行う
という形式的な意義が明文化されたのは，「確
定した決算に基づいて」という文言が導入され
た昭和 22 年からであり，確定決算主義が明文
化される昭和 22 年以前であっても，賦課課税
方式よる税額計算においては，株主総会等の
承認を受けた決算書類を税務署長等に提出する
必要があり，この決算書類に基づいて課税当局
が税額計算を行っていたことからすると，明
治 32 年に法人課税が開始されてからこれまで，
形式的意義における確定決算主義が一貫して適
用されてきたということができる。

形式的意義における確定決算主義を適用して
きたことについて，「税法がこの確定した決算
によることとした理由としては，株主総会の意
思決定と企業主脳部との意思決定が異なってい
る場合に，税法としてはこれを逐一企業内部に
立ち入って認定するよりも，企業の 1 箇の意思
決定によることが便利である，と考えたことに
よるものと思われる。すなわち，確定決算にお
ける意思決定を採用するのが法的安定性から
みて妥当である。」（沼田・明里・武田［2012］，
1405-1406 頁）と述べられている。さらに，「会
計（具体的には，配当可能利益額や内部留保額
の決定等）に関して株主の会計関与権が会社法
等で存在する国家では，基本的には，会計は
利害調整会計を行っており，公平負担の下，財
産権を保護しなければならない課税所得を算出
する税務会計では，確定決算主義を採用するこ
とが可能となり，会計と利害が一致するのであ
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る。」（末永［2014］，26 頁）と述べられている。
確定決算主義は，目的が異なる企業会計と課

税所得を結びつけるものとして機能としている
と考えられる。作成する財務諸表が一つで足り
るということは，会社法上要請されている計算
書類を作成して，それに基づいて法人税法の申
告書別表 4，5 を中心に申告調整することがで
き，法人の会計実務の簡便性からみて非常に重
要なことである。つまり，「商法上の利益計算
と税務上の所得計算との間で共通している事項
については，できる限り会計処理を統一する方
が望ましいことになる。そうすれば，商事財務
諸表と税務財務諸表の有機的結合が一層強化さ
れ，両財務諸表の実質的な統一化ないし単一化
が図られることになる。」（品川［2003］，10 頁）
と指摘されており，企業会計は法人税法会計に
期間税としての課税所得に正しい期間計算を提
供する機能を有し，法人税法会計は税法基準の
採用により企業会計の恣意性の抑制を図るとと
もに，企業会計の不備を税実務や判例等で補完
するという大きな機能を有しており，利益計算
と所得計算の共通部分に有機的な繋がりを求め
ることによって両者の真実の計算を担保するこ
とができるのである。

この点は，特に中小企業においては，金融商
品取引法が適用されないばかりか，会社法上の
罰則等の強制規定の実効性がないのに対し，法
人税法は，すべての法人に対して法人税の申告
義務を課し，申告義務および申告内容の是否に
ついて税務調査とそれに続く更正決定等が規定
されているわけであるから，法人税法上の計算
規定に従った会計処理が一層優先されることに
なり（品川［2013］，97-98 頁），確定決算主義
の重要性が高いことがわかる。

　

Ⅳ　損金経理要件に係る問題点

法人税の課税所得計算上，一定の費用または
損失については，法人がその「確定した決算」
において費用または損失として経理することを
要件として損金の額に算入されることが規定さ
れている（法人税法 2 条 25 号）（以下，「損金
経理」という）。損金経理が要求される事項に
関して「確定した決算」において経理した金額
については，申告調整により増加または減少さ
せることは許されない。すなわち，売上や仕入
のような客観的な事実に基づいた対外的取引に
ついては，確定した決算において計上された金
額にかかわらず，その事実に基づいて所得金額
の計算が行われるが，減価償却資産や繰延資産
の償却費の計算，資産の評価損の計上等のよう
な内部取引および法人税法上選択可能な例外的
費用または損失の認識基準の採用等については，
法人の意思を最終的に確認する手段として損金
経理を課し，法人税法上の計上選択権について
は，確定決算上選択された計上額が法人税法上
の課税所得の計算において基準とされる。

損金経理という用語は，昭和 40 年の法人税
法改正において創設された用語であるが，改正
前においても同様の取り扱い（6）が行われてい
た。用語の創設理由については，「旧法の確定
決算基準に関する規定は必ずしも充分でない点
があるので制度を存置する以上は確定決算基準
を明確化して置く必要があると考えられます。
そのため新法においては，確定決算基準が要求
されている事項については，『損金経理』とい
う用語を用いることによりこの点を明らかにさ
れています。」（大蔵財務協会［2008］）と説明
されている。

ところが，これまでの確定決算主義に対する
批判（7）の多くは損金経理に関するものであり，
損金経理要件は，企業会計に税法の逆基準性を
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もたらすというものである。近年の会計基準の
国際化に伴うものも同様であるとして，会計基
準の国際化に伴い損金経理要件の廃止を含めた
弾力的な見直しをすべきであるとの見解がある

（中田［1994］，54-61 頁，中里［2000］，88-99 頁，
平松［2001］，27-31 頁，齋藤［2010］，66-73 頁）。
逆基準性が批判されるとすれば，税法基準が企
業利益計算とは無関係な政策税制による計算を
企業会計に要求する場合である。つまり，「申
告書で調整されるべきことを報告利益の計算で
行わせるという意味で，企業会計への税法の不
当な介入が生じ」（大日方［1991］，42 頁）る
からである（8）。

損金経理の存続論（9）として，①課税の安定性，
②便宜性の観点，③会計の利害調整，④申告の
正当性の観点から述べられている。一方，廃止
論（10）としては，①課税の安定性，②申告の正
当性の観点から述べられている。

確定決算主義には，財務諸表を単一化すると
いう便宜性，減価償却など法人内部の処理の確
認が容易になり，申告調整による課税所得の減
額を防止できるという課税の安定性および企業
利益と課税所得を有機的に結びつけることによ
る申告の正当性の確保といった機能がある。確
定決算主義の存続論は，企業において適正な会
計実務が実施されれば，企業会計に対する税法
の介入は存在しないということを主張している
ことになる。

確定決算主義の廃止論は，主として企業会計
に対する税法の介入，つまり，節税目的で企業
利益が調整される可能性を焦点としていること
がわかる（11）。損金経理については必要性が乏
しく申告調整で十分であるとする考え方である。

しかしながら，確定決算主義を廃止した場合
には，企業会計とは別の利益を算定する必要が
あり，結果として帳簿の作成や決算・申告実務
の煩雑化を招くことになりかねない。このよう
なことは，納税者に対して過度な事務負担を求

めることになる。また，減価償却費の計上や引
当金の繰入等の企業の内部取引について申告調
整を認めると，決算書において多額の利益を計
上しつつも，申告所得は少額となるような事態
も発生することが予想され，このような処理が
認められると，企業会計の健全さが損なわれる
危険性も考えられる。

Ⅴ　中小企業における損金経理
　　要件の意義

法人税法上の課税所得は，会社法上の利益を
基礎としながら，「別段の定め」による調整を
加えて誘導的に算出されるが，法人税法では，
確定した決算の段階で損金経理をしていなけれ
ば損金算入が認められない項目があり，その対
象は法人内部で計算されるものが中心である。
損金経理は，法人が自らの意思で内部取引に係
る費用を確定決算に計上している場合において，
法人税法が適正・公平な課税の観点から，確定
した決算において，費用計上した金額につき損
金算入額の制限を加えたものである。

例えば，法人税法が損金経理を課している典
型的な費用科目である減価償却費は，「毎決算
期において相当の償却をしなければならない」

（旧商法施行規則 29）とされ，企業会計原則上
も，「一定の減価償却の方法によって，その取
得原価を各事業年度に配分しなければならな
い。」（貸借対照表原則五）とされ，会社計算規
則第 5 条においても，「償却すべき資産は，事
業年度の末日において，相当の償却をしなけれ
ばならない」と規定されているように，本来，
減価償却資産を事業の用に供した場合には，そ
の事業年度において相当の償却を行うことが，
健全な会計処理であると思われる。

また，中小会計指針では，毎期継続して規則
的な償却を行うこととするとともに，法人税法
の規定による償却限度額をもって償却額とす
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ることを認めており（各論 34），中小会計要領
では，「企業の実態等に応じて，企業会計基準，
中小指針，法人税法で定める処理のうち会計上
適当と認められる処理」（総論 5）を選択して
適用できることにより，実務上，法人税法の規
定を 1 つの会計基準として容認していることは
明らかである。

その理由としては，①中小企業における経理
に関する事務処理上の要請，②法人税の確定申
告書の提出の 2 つが考えられる。

まず①については，中小企業は大企業と異な
り利害関係者が極めて限定されるということで
ある。具体的には，計算書類等を作成するうえ
での利害関係者は，一般的に金融機関等の債権
者であると考えられる。よって，利害関係者の
少ない中小企業にとって法人税法に準拠した会
計情報だけでも，利害関係者には十分役立って
いるといえる。なぜなら，法人税法に準拠した
会計でも，限られた利害関係者に重大な影響を
及ぼすことがなかったからこそ，中小企業では，
これまで長い間，法人税法に強く影響を受けた
会計を行ってきたといえるだろう。

次に②については，収益事業を営む全ての企
業は企業の規模を問わず，法人税確定申告書を
提出しなければならない。大企業の場合，財務
諸表等の作成は，不特定多数の一般投資家向け
の情報提供機能を優先させるため，経理処理に
関する高度な専門知識を有する経理部門と公認
会計士や税理士のいわゆる職業会計人の関与に
基づき作成されることとなる。一方，中小企業
の場合，企業規模が小さくなるほど，大企業の
ように経理に精通した社員の不存在という人材
不足の問題，さらには，資金的に公認会計士や
税理士の職業会計人の関与を受けることすら難
しいという経済的な諸問題を抱えている。その
結果，計算書類等を満足に作成できず，法人税
確定申告書についても申告期限内に提出できな
いという最悪の状況に至る場合も考えられる。

したがって、中小企業が，企業利益から課税
所得を算出する際には確定決算主義が包含する
逆基準性の存在は不可欠であり、逆基準性を可
能にする規定こそ中小企業に必要な公正処理基
準であると考えられる。

Ⅵ　おわりに

多くの中小企業には，投資家向けの投資情報
としての会計ではなく，以前の商法が要請して
いたような利害関係者のための配当可能利益の
計算を中心とした会計が引き続き求められてい
る。これまでの会計は，取得原価をベースとし
た会計によって果たされてきたと考えられる。
中小企業には国内経済の特質を生かす会計が必
要であり，IFRS が求める会計は極力避けるべ
きであるといわなければならない。このような
観点からみれば，中小会計要領は，取得原価会
計のあり方を集約した企業会計原則・一般原則
の考え方を承継しており，この意味では，中小
企業版の企業会計原則ということができ，「一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準」に
妥当するものであると考えられる。ところで，
法人税法では最も基本的で重要な公正処理基準
として，①資本と利益の区分，②実現主義，③
費用収益対応の原則が挙げられており（金子

［2013］，295-320 頁），中小会計要領にこの考え
方が取り込まれている状態になっていることを
考慮すれば，中小企業の経営力が強化されるた
めにも，まず一般的に計算書類が税法基準で作
成されていることを鑑みて，中小会計要領を法
人税法に盛り込んだ規定を作成することが重要
であると考える。

（注）

⑴　アメリカでは政府組織である SEC（アメリカ
証券取引委員会）は証券市場を監督するが，会
計基準の設定は民間組織である FASB（財務会
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計基準審議会）に委ね、作成された基準に承
認を与える形で会計規制を行っている（大石

［2000］，序章および第 3 章参照）。
⑵　旧証券取引法は法律の条文上では会計につい

て規定せず，その詳細を大蔵省令である「財務
諸表等規則」に委ねたが，その第 1 条で「一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準」とい
う表現で「企業会計原則」を中心とした会計ルー
ルを指し示す形をとった。現在，会社法第 431
条で，会計については「一般に公正妥当と認め
られる企業会計の慣行に従う」と規定し，会社
計算規則第 3 条で「一般に公正妥当と認められ
る企業会計基準その他の企業会計の慣行を斟酌
しなければならない」と規定している。この「一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準」は，
旧証券取引法の下にある財務諸表等規則第 1 条
の文言と同じであることから，この規定は証券
取引法が意味する会計を指すものである（千葉

［2012］，478 頁）。
⑶　大企業向けの「会計基準」は公認会計士にとっ

て馴染み深いものであり，日本公認会計士協会
から公表された「中小会社の会計のあり方に関
する研究報告」（平成 15 年 6 月）は，シングル・
スタンダードの立場をとっている（長岡［2004］，
10-11 頁）。

⑷　 ま た， 河 﨑 教 授 は，「 約 7 割 超（70.8 ％ ＝
36.4％＋ 34.4％）の中小企業者が『中小指針』に
対して不満を示している。その最大の理由は，
現行の『中小指針』が『企業会計原則』等を要約・
簡素化した『高度かつ複雑な』会計基準である
ことに起因している」（河﨑［2011］，42 頁）と
述べている。

⑸　平成 17 年以前の商法は，明治期にドイツ商法
をモデルに制定され，戦後の改正を経て，わが
国における会社会計を長年にわたって規制して
きた。その特徴は，法の目的を「債権者保護」
におき，「配当可能利益の計算」に関する会計ルー
ルを定めていたことである。配当可能利益の計
算は，当期純利益の算定をしたうえで，株主の
ための持分と債権者のための持分とを明確に区
分するものであった。

⑹　昭和 22 年改正法人税法第 18 条第 1 項におい

て，「…その確定した決算に基づき当該事業年度
の普通所得金額…を記載した申告書を政府に提
出しなければならない。」と規定されていた。そ
して，ここにいう「確定した決算」については，
昭和 25 年 9 月 25 日付法人税基本通達直法 1 －
100「314」において，「その事業年度の決算につ
き株主総会の承認又は総社員の同意その他これ
に準ずるものの承認があったことをいう」とさ
れていた。

　　そして，「315」において，「法第 18 条又は第
21 条の『その確定した決算に基づく申告』とは，
株主総会の承認又は総社員の同意を得た計算書
類を基礎として申告するのであるから，申告に
当たっては次のようなことに注意しなければな
らない。（一）資産の評価損益及び減価償却の金
額は，原則として株主総会の承認又は総社員の
同意を得た金額に限るのであるから申告書にお
いてその資産の評価損益及び減価償却の金額を
増減することはできない。（二）税務計算上繰延
資産として整理することを認められているもの
について，株主総会の承認又は総社員の同意を
得た計算書類に資産として計上したときは，申
告書において損金として所得金額から除算する
ことができない。」とされていた。

⑺　この点について醍醐教授は，「これまでの多く
の論者が逆基準性としてきたことを筆者なりに
整理すると，次の 2 点に大別できるように思わ
れる。ひとつは，法人税法が減価償却や各種引
当金への繰入など，いわゆる内部計算に属する
費用項目について，画一的な損金算入限度額を
設けているがために，企業会計においてもこの
税務上の限度額が事実上費用計上基準となって
しまい，その結果，必要とみなされる額以上ま
たは以下の費用が計上される傾向が生じるとい
う指摘である。……もうひとつの点は，法人税
法が企業会計上適正とは認め難い会計処理を損
金算入の前提条件として企業会計に要求するの
は不当であるという指摘である。」（醍醐［1993］，
5-6 頁）と整理されている。

⑻　このような見解に対し，「税法の立場らかは，
法人税法が損金算入限度額一杯の償却を奨励し
ているわけではなく，また，各企業が実態に見
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合った償却をすることを税法が妨げているわけ
でもないので，基本的には法人の判断の自主性
の問題である」（坂本［2010］，127 頁。）との考
え方が示されている。

　　また，損金算入限度額の設定は適正な費用計
上を妨げているかということについて，「税務
上の損金算入限度額を超えて企業会計上で費用
計上する実務が，『有税』償却，『有税』引当て
の名の下に実在していることからいえば，法人
税法が各種の償却費や引当金繰入について損金
算入限度額を設けているために，企業会計上で
それを超える要償却額なり要引当て額を計上す
ることが妨げられているというのは誇張であろ
う。にもかかわらず，企業会計が税法基準に縛
られているかのように言われるのは，『有税』償
却の意味が曲解されているためではないかと思
われる。というのも，『有税』償却に言及した文
献をみると，しばしば，企業は重い税金を負担
してまで有税償却をしようとはしないとか，あ
えて税務上の限度額を超える償却をするとなる
と，有税の負担を覚悟しなければならない，と
かいった記述が目にとまる。しかし，ここでの

『あえて重い税負担を覚悟してでも』という説明
が，有税償却は無税償却と比べ追加的な税負担
を伴うということを含意するものであれば全く
の誤解である。なぜなら，税法限度額ちょうど
の償却をした場合と，税法限度額を超える償却
をした場合とで当期の税負担に差が生じるわけ
ではないし，企業会計上で『有税』償却を実施
したからといって，その部分を税法上で損金に
算入する機会を永久に失うわけでもない。」（醍
醐［1994］，42 頁）と述べられている。

⑼　損金経理の存続論として，①課税の安定性に
ついては，品川［1982］，163 頁参照。②便宜性
の観点については，品川［1982］，153 頁，武田
隆二［2005］，43-44 頁，中里［1999］，192 頁参
照。③会計の利害調整については，大日方［1991］，
41 頁参照。④申告の正当性については，清永

［1966］，25 頁参照。
⑽　損金経理の廃止論として，①課税の安定性に

ついては，渡辺［1994］，596 頁，宮島［1993］，
89 頁，石川［1993］，65 頁参照。②申告の正当

性については，吉牟田［1993］，16 頁，武田昌輔
［1993］，353 頁参照。

⑾　しかし，「法人税制のなかで経済政策目的を体
現しているのは主に租税特別措置法の領域であ
り，法人税法の領域にそうした政策的要素がと
りたてて入り込んでいるわけではない。しかも，
租税特別措置法に盛られた税務上の特典を利用
するための会計的要件は損金経理に限られてい
るわけではなく，利益処分の局面での決算調整
や申告調整方式もあり得る」（醍醐［1994］，43 頁。）
ので，確定決算主義のもとでも，常に税法上の
政策的要素が企業会計上の利益計算を逆規制し
ているとはいえない。

　　特別償却，各種準備金の繰入等の租税特別措
置については，これらを利益処分により設定し
た場合においては，これは申告調整を認めるこ
ととされている。「この方式については，すでに

『税法と企業会計との調整に関する意見書』（昭
和 41 年，大蔵省企業会計審議会中間報告）にお
いて採り上げられているところである。（同意見
書総論一 4）。すなわち，『……税法としては，こ
れらの項目について確定決算を要求するとして
も，損金経理の方式に代えて，利益処分におい
てこれらの準備金等を設定している場合には，
納税申告書において準備金等の繰入額を減額し
て課税所得を算定することが望ましい』と述べ
てある。このように，税法が利益処分によった
場合にはじめて申告調整を認めたのは，特別措
置のもつ目的が内部留保の増加に資するもので
あることを考慮すれば，社外流出（たとえば，
配当，役員賞与）とはならないことを担保され
ているという点に置くべきであるとするのであ
る。いわば，利益処分をすることを条件とする
という点においては確定決算基準であり，これ
を申告書において調整することを認めるという
点では，申告調整を許容しているのである。こ
の意味において二重構造を有しているといえる。
したがって，これらを利益処分とすることは，
特別措置に限定されるのであって，通常の減価
償却費，引当金の繰入額を利益処分で行い，こ
れを申告調整することは認められていない点に
注目すべきである。」（武田昌輔［1999］，102-103
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頁）と述べられている。
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　　　　　本研究では，中小会社会計に関する議論の変遷を検証することにより，現状の中小会社会

計の構造を明らかにするとともに，大会社会計との位置関係を検討することで中小会社会計のあり方を

明示することを目的とした。

検証の結果，我が国の中小会社会計は，萌芽期，導入期，充実期と分けることができ，それぞれの期

で構造が変化していた。

萌芽期では，簿記，監査及び法令においては大小会社を区分する必要性が認識されていた。

導入期では，大会社と中小会社は，それぞれの会社の特性によって区分する必要性が会計においても

認識された。また区分する方法としてシングル・スタンダード及びダブル・スタンダードの考え方が議

論され，その結果として中小会計指針が設定された。

充実期では，トップダウン及びボトムアップの二つのアプローチ方法によって中小会社会計が二相化

された。またシングル・スタンダードとダブル・スタンダードの考え方の両方が用いられるハイブリッ

ド型と呼べる構造となった。

しかし，このハイブリッド型と呼べる構造においては，中小会社自体を明瞭に区分することが出来な

い。そこで，複数の中小会社会計ではなく，中小会社会計を１つのルールにすることが望ましい。

中小会社会計において，萌芽期より一貫して「記帳の重要性」が主張されている。この「記帳の重要

性」という理想を実現させるためには，演繹的アプローチを用い，中小会社の特性より導き出された概

念によってフレームワークを構築し，それによって中小会社のための会計基準を構成するというあり方

が，中小会社会計にとって必要なことである。

我が国の中小会社会計の構造と
そのあり方に関する一考察

キーワード

論文要旨

　　　　　中小会社会計に関する議論の変遷，中小会社会計の構造，中小会社会計と大会社会計の位

置関係，中小会社会計のあり方

堂 野 崎　融 （広島文化学園大学非常勤講師）

Ⅰ　はじめに

今日，我が国では，平成 17 年に「中小企業
の会計に関する指針」（以下，中小会計指針と
いう）及び平成 22 年に「中小企業の会計に関
する基本要領」（以下，中小会計要領という）
の二つの中小会社の会計ルールが導入されたこ
とにより，中小会社会計制度に一定の方向性が

示された。
これまで中小会社会計に関連する議論は，昭

和 24 年以降，簿記，監査及び法令においてな
されているが，平成 14 年以降の中小会社会計
の議論は，「中小会社の特性」によって「会計
を大会社と中小会社に区分する」ことに主眼が
置かれていた。また平成 22 年以降の議論は国
際化の影響の排除を目的としたものであった。

しかし，現状の制度は必ずしも「中小会社の
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特性」に則しているとは言い切れないのではな
いか。また，現状の中小会社会計の構造におい
ても，適したものとなっているのであろうか。

そこで本研究では，中小会社会計に関する議
論の変遷を検証することにより，現状の中小会
社会計の構造を明らかにするとともに，大会社
会計との位置関係を検討することで中小会社会
計のあり方を提示することを目的としている。

Ⅱ　中小会社会計の萌芽期

昭和 24 年に経済安定本部企業会計制度対策
調査会から「中小企業簿記要領」が，昭和 28
年に中小企業庁から「中小会社経営簿記要領」
が公表された（1）。これら簿記要領を公表する
こと自体，中小会社と大会社を区別すべきであ
るとの考え方があったといえる（2）。特にこれ
ら要領の中で中小会社には特性があることが取
り上げられ（3）主張されていることは，重要で
あろう （4）。

昭和 49 年に「株式会社の監査等に関する商
法の特例に関する法律」（以下，商法特例法と
いう）が制定されたことにより，大会社，小会
社で区別され，特例として小会社は会計監査人
監査の強制がなくなった（5）。しかし，昭和 56
年商法改正案において商法特例法の小会社特例
により，その公開した計算書類の信頼性を担保
することができないことから，会計専門家によ
る簡易的な監査を実施してはどうかという議論
が起こった。このことから，監査及び法令にお
いても，中小会社と大会社を区別する必要性が
認識されていたといえる。

つまり，簿記，監査及び法令といった領域に
おいて，中小会社と大会社を区別する議論は昭
和 24 年から始まっており，これらの議論が現
在の中小会社会計の素地となっていると考えら
れる。このことから，中小企業庁により「中小
企業の会計に関する研究会報告書」が公表され

るまでの期間は「中小会社会計の萌芽期」とい
えよう。

この中小会社会計の萌芽期においては，会社
規模に関係なく会計は一つであるという考え方
が一般的であった。事実，企業会計原則及び企
業会計基準において簡便法の記載はあってもそ
れが中小企業向けのものであるという考え方は
なく，平成 16 年に公表された「討議資料『財
務会計の概念フレームワーク』」において，会
計の当事者として取り上げられているのは，投
資者と経営者と会計監査人であり，会計の役割
としては意思決定有用性が前提となったもので
ある。中小会社にとってメインと考えるべき利
害関係者との利害調整については副次的効果と
されていることからも，中小会社向けのもので
あると考えることは難しいことからもわかる。

Ⅲ　中小会社会計の導入期

中小会社会計の萌芽期においては，「会計は
一つである」と考えてきた。しかし，平成 14
年 6 月に中小企業庁に設置された「中小企業の
会計に関する研究会」により公表された「中小
企業の会計に関する研究会報告書」（以下，中
小企業庁報告書という）において，萌芽期にお
ける考え方とは異なる考え方が示された。それ
は中小会社には大会社とは異なる特性が存在し，
その特性によって大会社とは異なる会計基準が
必要であるというものであった。この考え方は，
ダブル・スタンダードと呼ばれる。

また同年 12 月，日本税理士会連合会から「中
小会社会計基準の設定について」（以下，日税
連報告書という）が，公表された。この日税連
報告書の名前から見ても分かるように，ダブル・
スタンダードの考え方によっているものであっ
た。

しかし，萌芽期における考え方がなくなった
わけではない。
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当時，企業会計基準は，国際会計基準への調
和化・収斂化が図られる中，会計が高度化され
始めていた。他方，第 156 回衆議院及び参議院
の附帯決議において，中小会社への過重な負担
は避けるべきであると決議された。

このように中小会社への過重な負担（会計基
準の過重負担）を考慮した，会計は一つである
が，中小企業の特性や会計基準の過重負担を考
慮し，会計基準の簡便化が必要であるという考
え方が登場した。これを示したのが平成 15 年
6 月に日本公認会計士協会から公表された「『中
小企業の会計のあり方に関する研究報告』につ
いて」（会計制度委員会研究報告第 8 号）である。
この考え方は，シングル・スタンダードと呼ば
れる。

このことにより中小会社会計は「中小会社の
特性」によって会計基準を簡便化するか，別個
の基準を作るかというあり方に関する議論に移
行し始める。

これら二つの考え方の構造は図 1 のように
なると考えられる。

図 1 において，シングル・スタンダードの考
え方は，中小会社会計は大会社会計を簡便化す
ることでコスト・ベネフィットを斟酌すること
で対応するものであることから，大会社会計基
準を前提とした構造を表している。またダブル・

スタンダードの考え方は，大会社会計と中小会
社会計がそれぞれ別個に並び立つ構造を表して
いる。

これら二つの考え方が中小会社会計の導入期
における象徴的な考え方であり，どちらの考え
方によるべきなのかが議論された。

しかし，複数の報告書が併存することは，利
用者が混乱するのではないかと危惧され（6），
平成 17 年 8 月に日本公認会計士協会，日本税
理士会連合会，日本商工会議所，企業会計基準
委員会により「『中小企業の会計』の統合に向
けた検討委員会」（7）が設置され中小会計指針
が公表された。

この中小会計指針は，シングル・スタンダー
ドの考え方をとっており，企業会計原則及び企
業会計諸基準を簡便化したものであった。これ
により我が国で初めて中小会社会計制度が導入
された。これらの時期を「中小会社会計の導入
期」と呼べよう。

この導入期における議論を要約すれば，会社
の規模によってその特性には差異があることが
認識され，それを区別する方法が議論された。
その方法論として，シングル・スタンダードの
考え方とダブル・スタンダードの考え方が挙げ
られていた。

さらに，それらの議論と併せて複数の報告書

図１　中小会社会計の導入期における考え方 

 

シングル・スタンダード
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出所：筆者作成
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（中小会社の会計の基準）が併存することは利
用者の混乱を招く可能性が危惧されたことによ
り，中小会計指針が制定されたのである。

萌芽期と導入期の違いは，中小会社会計の必
要性が認識され，それが基準化されたことにあ
る。

Ⅳ　中小会社会計の充実期

平 成 21 年 に 国 際 会 計 基 準 審 議 会
（International Accounting Standards Board：
IASB） よ り 中 小 企 業 向 け 国 際 会 計 基 準

（International Financial Reporting Standards 
for Small and Medium-sized Entities：IFRS 
for SMEs）が公表された（8）。あわせて，国際
会計基準への対応についての議論が高まってき
た。とりわけ，シングル・スタンダードの考え
方を採用している中小会計指針は，国際化の影
響を排除しえず，中小会社には難しすぎるとい
う指摘もあった（9）。

そこで，平成 22 年に中小企業庁は，「中小企

業の会計に関する研究会」を再開した。さらに，
日本公認会計士協会，日本税理士会連合会，日
本商工会議所，日本経済団体連合会，企業会計
基準委員会により「非上場企業の会計基準に関
する懇談会」が設置された。これらにより公表
された研究会の中間報告書および懇談会の報告
書は，表現は異なるが同じような結論にたどり
着いている。それは，中小会計指針とは別の新
たな区分（ボリュームゾーン）を設け，そこに
新たな会計ルールを策定することで国際化の影
響を排除するというものであった。これを図示
したものが図 2 である。

これらの議論の特徴は二つあると思われる。
一つは，国際化の影響の排除を目的とし，中小
会社会計の中で分化させるものであり，もう一
つは，目的の変化により，中小会社会計の構造
も変化したことである。具体的に述べれば，導
入期において中小会社の特性により会計基準を
簡便化するか区分するかといったシングル・ス
タンダード及びダブル・スタンダードの考え方
から，会計の国際化の影響を中小会社会計から

図２　会社の分類と適用される会計基準 

出所：平成22年3月26日の企業会計審議会総会の資料5及び懇談会報告書（20頁）表2を元に作成。

区　分 会社数 連　結 単　体

上場会社 約3,900社

約1,000社

約10,000社
から上場会社，①に含まれ
るものの数を除く

約260万社
から上場会社，①，②に含
まれるものの数を除く

①　金商法開示会社
（上場会社以外）

②　会社法大会社
（上場会社及び①以外）
（資本金5億円以上，又は，
　負債総額200億円以上）

③　上記以外の株式会社
（上場会社，①及び②以外）

日本基準
（例）簡便法

日本基準

中小会社指針

新たな区分の指針
（仮称）

日本基準

作成義務
なし

国際会計基準の
任意適用

連結先行で
コンバージェンス
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排除するという目的により中小会社会計を二層
化ないし二相化するといった中小会社会計にお
ける構造の変化へと至ったことである。

当然，この中小会社会計における考え方の変
化は，「新たなボリュームゾーンにおける会計
ルール」にも影響を与えている。

平成 23 年に「中小企業の会計に関する検討
会」から「中小企業の会計に関する基本要領」
が公表された。これは国際化の影響の排除を目
的とした議論の成果であった。

こうした議論の結果，我が国の中小会社会計
は，中小会計要領が導入され，かつ中小会計指
針を残したことにより，シングル・スタンダー
ドの考え方を残しつつ，中小会社会計の中でダ
ブル・スタンダードの考え方を採るというハイ
ブリット型（10）とも呼べる構造を形成したので
ある。

このことから，中小会社会計は更なる充実を
なした。これは「中小会社会計の充実期」と呼
べるであろう。

萌芽期から充実期に至るまでの構造を図示す
ると次の図 3 のようになる。このハイブリッ
ト型における議論の中心は，二つのアプローチ
方法の違いである。

一つは，トップダウンアプローチであり，大
会社会計を簡便化することにより中小会社会計

へも対応していくというものである。もう一つ
は，ボトムアップアプローチであり，中小会社
会計に必要なものを積み上げていくことによっ
て形成していくというものである。

これらのアプローチの違いにより中小会社会
計は二相化したと考えられる。

ただし，中小会計要領の根底には企業会計原
則が存在すると考えられる。それは中小会計要
領に企業会計原則の一般原則および注解 1 の重
要性の原則が用いられているからである。具体
的には中小会計要領の総論 4（2）において継
続性の原則が，8 においては正規の簿記の原則
が，9 において真実性の原則，資本取引と損益
取引の区分の原則，明瞭性の原則，保守主義の
原則，単一性の原則，重要性の原則が取り上げ
られている。

このように中小会計要領は，企業会計原則の
一般原則および注解１の重要性の原則から積み
上げて（ボトムアップ）いったと考えられる（11）。

中小会社会計の導入期と充実期の違いは，
トップダウンおよびボトムアップのアプローチ
方法がシングル・スタンダードおよびダブル・
スタンダードの考え方に内包されることによっ
て中小会社会計の構造が大きく変化したことに
ある（12）。

図３　中小会社会計の構造の変化 
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Ⅴ　中小会社会計の構造とその
　　あり方

中小会社会計の構造は，萌芽期，導入期，充
実期においてそれぞれ変化していた。

萌芽期から導入期に転換する際の議論は，中
小会社会計と大会社会計を区分することであり，
その根拠は中小会社の特性にある。それによっ
て中小会社会計と大会社会計を区分する必要性
が認識されたといえる。

導入期から充実期に転換する際の議論は，中
小会社会計の中で分化することであり，その根
拠は中小会社会計がシングル・スタンダードの
考え方を採ることにより会計の国際化の影響を
排除できないことと中小会計指針が中小会社に
とって難しすぎるという指摘があったからで
あった。それによって中小会社会計は二相化さ
れた。

このハイブリッド型ともいえる構造は，どの
ような中小会社を対象としているのかを明確に
区分する必要があろう。しかし，中小会計指針
及び中小会計要領は，どのような中小会社を対
象としているのかが明瞭でない。

中小会計指針においては，金融商品取引法の
規制の適用外で，かつ，会社法上の会計監査人
による監査を受けていない会社がその対象と
なっている。中小会計要領においては，中小会
計指針の適用が必ずしも適当でない金融商品取
引法の規制の適用外で，かつ，会社法上の会計
監査人による監査を受けていない会社がその対
象となっている。

これを解釈すれば，中小会計指針と中小会計
要領の適用対象は，多少ズレはあるが，同一の
対象を主としているとみられる（13）。

このことから中小会計指針及び中小会計要領
を明確に区別できず，どちらの会計ルールを選
択するのかは，使用者の恣意的な判断に任され

ることになる。その判断において，国際化の影
響があるなしでの判断が行われるとは考えられ
ない（14）。

このような問題の原因は大会社と中小会社を
区分する際に，質的規準のみを前提としていた
ためであり，量的規準は採用されていないこと
が考えられる。

英国における小規模事業体向け会計基準
（Financial Reporting Standard for Smaller 
Entities：FRSSE）においては，量的規準が採
用されており，明確に大会社と中小会社が区分
されている。また，我が国においても中小企
業基本法において中小企業の量的規準が採用さ
れているが，この量的規準は用いられていない

（15）。
質的に同一なものを質的に区分することには

無理がある。言い換えれば，大会社と中小会社
の区分が必要とされたのは，中小会社と大会社
では，その特性が異なるからこそである。であ
るならば，中小会社を区分するには当然，中小
会社の中に異なる特性が存在する必要があるの
ではないだろうか。しかし，そのことについて，
中小会計指針及び中小会計要領では触れられて
おらず，また適用対象会社についても明確な差
異は表されていない（16）。

さらに，中小会計指針および中小会計要領は，
その対象を中小の「会社」としているが，その
名称を中小「企業」としているのはわかりやす
さを優先したからである（17）。しかし，中小会
計指針および中小会計要領は，個人企業を対象
としておらず，また中小企業基本法の制約を受
けているわけではない。つまり，正確には中小
会社といえる。

このように基礎となる名称が曖昧な状態で構
築されている中小会社会計は，さらに積み上げ
ていくには不安定ではないだろうか。

中小会社とは，どのようなものなのかを会計
理論的に検証すべきであり，そのうえで中小会



71中小企業会計研究　創刊号（2015）

我が国の中小会社会計の構造とそのあり方に関する一考察

社会計を構築していく必要があろう（18）。
また，複雑な会計ルールを構築することは，

中小会社にとって負担となる。それと同時に中
小会計指針設定時の指摘にもあったように複数
の基準があり，さらに現状の中小会社会計の構
造をみるにハイブリッド型という考え方が混在
している状態にあることは，利用者の混乱を招
く恐れがあると考えられる。そこで中小会社の
会計ルールは，中小会計指針と中小会計要領と
にわけず，1 つにすることが望ましい。つまり，
中小会社において複雑化を促す構造ではなく，
シンプルな構造がふさわしいといえる。

言い換えれば，大会社との特性の違いから出
発している中小会社の会計は，その特性により
中小会社会計の独自性をより強めるべきではな
いだろうか。しかしそのためには，中小会社会
計の土台となるべき中小会社会計理論の構築が
必要であると考える。

ところで，萌芽期より一貫して存在する意見
がある。中小会社においては記帳を最も重視す
る考え方である（19）。これについて平成 14 年
に公表された中小企業庁報告書において「記帳
の重要性」と表現された。「記帳の重要性」とは，
記帳を，整然かつ明瞭に，正確かつ網羅的に行
うことで会計帳簿の信頼性を確保することを目
的としており，すべての中小会社がこのような

記帳を行うという理想がある。これを実現する
ために中小会社会計が必要とされていると考え
る。

このように考えていくと，まず理想像があり，
そこに向かって進んでいくという行き方は，演
繹的アプローチであろう。この「記帳の重要性」
を達成すべく中小会社会計においても，中小会
社の特性から導き出された概念によってフレー
ムワークを構築し，それによって中小会社のた
めの会計基準を構築するというあり方が望まし
い（20）といえる。

これを大会社会計との位置関係および構造と
してまとめると次の図 4 のようになる。

Ⅵ　おわりに

本研究では，これらの議論の変遷を検証する
ことにより，現状の中小会社会計の構造を明ら
かにするとともに，大会社会計との位置関係を
検討することを目的とした。

検証の結果，我が国の中小会社会計は，萌芽
期，導入期，充実期と分けることができ，それ
ぞれに構造が変化していることがわかった。

萌芽期においては，会計は一つであると認識
されていたが，簿記，監査及び法令においては
大小会社を区分する必要性が認識されていた。

図４　将来の中小会社会計の構造とそのあり方 

出所：筆者作成

大会社会計基準

大会社向け

概念フレームワーク

中小会社会計基準

中小会社向け

概念フレームワーク
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導入期においては，大会社と中小会社は，そ
れぞれの会社の特性によって区分する必要性が
認識され，シングル・スタンダード及びダブル・
スタンダードの考え方が議論され，その結果と
して中小会計指針が設定された。

充実期においては，トップダウンアプローチ
及びボトムアップアプローチの二つのアプロー
チ方法によって中小会社会計が二相化され，シ
ングル・スタンダードの考え方とダブル・スタ
ンダードの考え方の両方が用いられるハイブ
リッド型とも呼べる構造となった。

しかし，このハイブリッド型とも呼べる構造
においては，中小会社自体を明瞭に区分するこ
とが出来ない。そこで，複数の中小会社会計で
はなく，中小会社会計を１つのルールにするこ
とが望ましいと考える。

中小会社会計において，萌芽期より一貫して
存在する意見がある。それは「記帳の重要性」
である。この「記帳の重要性」という理想を実
現させるためには，演繹的アプローチを用い，
中小会社の特性より導き出された概念によって
フレームワークを構築し，それによって中小会
社のための会計基準を構成するというあり方が，
中小会社会計にとって必要なことである。

これまで中小会社会計の構造の変遷を見てき
たが，そこには担当の方々の相当な苦難があっ
たことは想像にたやすい。本稿において，現状
の中小会社会計の構造について批判的な意見を
述べたが，より良い中小会社会計が構築される
ことを祈ってのことであるとご理解いただけれ
ば幸いである。

（注）

⑴　「中小企業簿記要領」においては，税務当局か
ら個人企業が所得計算の必要最低限の要件を満
たしたものとして認められていたが，法人企業
はこれを用いることはできなかった。しかし，「中
小会社経営簿記要領」は「中小企業のうち，会

社経営のものを対象として，これに適した経理
制度の確立に資するために作成されたものであ
る」と目的に示しており，法人企業を対象とし
たものであることがわかる。

⑵　また「今日簿記法として最も発達しているの
は，複式簿記であり，簿記といえば複式簿記を
意味するほどであるけれども，記帳能力に乏し
い中小企業の場合に，複式簿記は必ずしも適当
した簿記法とはいえない。企業の規模の大小に
よつて単式簿記が適当している場合もある」（財
団法人大蔵財務協会［1950］，1 頁）と企業の規
模の大小によって区分する必要性が指摘されて
いる。

⑶　中小企業簿記要領においては，企業会計原則
と異なり「中小企業簿記が従わなければならぬ
一般原則」として，真実性の原則（第二原則）
よりも前に正規の簿記の原則（第一原則）を取
り上げたり，事業取引を家計と区分して整理し
なければならないというという原則（第四原則）
が加えられたり，会計処理の方法及び帳簿組織
をできるだけ簡単平易にし，記帳の能率化，記
帳負担の軽減を図らなければならない（第七原
則）といった原則が存在する。

　　また中小会社経営簿記要領の「中小会社経営
簿記要領の特徴」において，「中小会社は一般に
個人的色彩が濃く，会社の一二の役員が事実上
その会社を支配しているという傾向が強く，ま
た会社の構成員も少いので経理担当者も少人数
に限られ，且つ専門的な経理知識が不足してい
るのが普通である」とされており，大会社とは
異なることが示されている。

⑷　また，今回検討には含めてはいないが，昭和
33 年に社団法人中小企業診断協会から「中小企
業の原価計算要領」が公表されている。

⑸　この大小会社区分立法の問題自体について，
遡れば昭和 13 年に制定された有限会社法の議論
に行き着くが，本研究では取り上げないことと
する。

⑹　平成 17 年に中小指針が公表された際のプレス
リリースにおいて記述されている。

⑺　平成 18 年 4 月の中小指針改定の折にプレスリ
リースにて「中小企業の会計指針作成検討委員
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会」と名称が変更されている。
⑻　平成 15 年に IASC が IASB に改組される際に，

中小企業向け国際会計基準について委託され公
的委員会との会議を始め，平成16年にディスカッ
ションペーパーを公表しており，その時から議
論を重ねていた。

⑼　なぜならば企業会計基準の簡便化を行うこと
で中小会社の会計基準の過重負担を軽減させる
ことが前提となっているが，簡便化の対象がよ
り複雑化するに従い，自ずと国際化の影響で年
次改定をしている中小会社指針も複雑化してい
くからである。

⑽　中小会社会計のあり方に関する考え方におい
て，シングル・スタンダードとダブル・スタンダー
ドの考え方があるが，現状の中小会社向けの会
計ルールが並存している状況では異なった考え
方が混在しているといえる。またそれぞれの考
え方において，異なる考え方を配慮した変更や
修正をそれぞれに行っているわけでない。そこ
でこのような状態を「ハイブリッド型」と呼ん
でいる。

⑾　安藤英義教授は，中小会計指針設定時のイン
タビューにおいて，「従来，中小企業には「企業
会計原則」は適用できないという声はなかった
と思います。この「企業会計原則」のレベルで
止まっていれば中小企業あるいは中小会社もつ
いて来られたのですが，平成 10 年前後から，国
際化をにらんだ一連の新しい会計基準が設定さ
れて，非常に複雑で高度なものができてしまっ
た。これはもう，明らかに中小会社あるいは中
小企業はついていけない」と述べられており，
国際化の影響への懸念と企業会計原則のレベル
で止めることが望ましいことを中小会計指針設
定時にすでに指摘されていた（安藤［2005］，98
頁）。

⑿　これについて山下壽文教授は，シングル・ス
タンダードおよびダブル・スタンダードの考え
方については作成モデル，トップダウンおよび
ボトムアップのアプローチ方法については策定
方法とされている（山下 ［2012］）。

⒀　安藤教授は，「正規の会計基準を 1 級とすれば，
内容的に，『指針』は 2 級，『要領』は準２級と

いえよう」（安藤 ［2012］）と述べられている。
⒁　万代勝信教授は，「もし，会計基準の選択を中

小企業に任せると，より簡便な要領（著者注 中
小会計要領）に利用が集中し，これまで指針（著
者注　中小会計指針）を利用してきた企業でさ
えも要領に移行することが懸念される」と指摘
されている（万代 ［2012］，38 頁）。

⒂　中小会社会計の中での区分に関する議論は，
懇談会報告書においては「会社の属性（同族会社，
法定監査対象外の会社，会計参与の設置を当面
予定していない会社，資金調達の種類，財務諸
表の開示先等。将来上場を目指す企業は対象外
とする。），会社の行っている取引の内容の複雑
性（外貨建の取引，デリバティブ等），会社規模

（売上高，総資産，資本金，従業員数等）」（筆者
下線）といったものが取り上げられており，量
的区分もその検討内容に含まれている。これに
対し中小企業庁の中間報告書においては，「閾値
等をもって画一的な線引きを行うことは，必ず
しも適当ではない」としており，量的区分につ
いては否定的である。

⒃　中小要領では，中小指針「と比べて簡便な会
計処理をすることが適当と考えられる中小企業
を対象」と中小指針と中小要領を区分する表現
は存在するが，その具体的な区別については記
述されていない。中小企業庁の中間報告書の意
見を取り入れた形となっている（注 15 参照のこ
と）。

⒄　日本税理士会連合会監修・近畿税理士会調査
研究会編著［2008］ ，13 頁の要約。

⒅　これについては拙稿において，中小会社の特
性として，「所有と経営の非分離」，「経理担当者
の人数的・知識的不足」及び「株式非公開会社」
の三点を前提に会計諸理論（特に会計公準，会
計目的と会計職能，会計主体）の検討を行って
いる。

　この検討の結果は次のようなものであった。
１．会計公準は，会社の規模を問わず，普遍的

なもの。
２．会計目的と会計職能は，大会社の採る意思

決定有用性説よりも，会計責任説によること
が望ましい。
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３．中小会社の特性である「所有と経営の非分離」
から資本主理論による構築が望ましい。

　　以上の結果を踏まえ，会計公準以外大会社と
は異なる中小会社の会計理論の独自性があるこ
とからダブル・スタンダードの考え方を採用す
ることが望ましいと結論付けた。

　　また，会計公準を起点とした会計原則（基準）
構築は，国際化の影響や社会的変化の激しい現
代社会において対応させることが難しい。そこ
で中小会社の会計理論の独自性から概念フレー
ムワークを構築し中小会社会計基準を考える必
要性について述べている（堂野崎［2011］）。

⒆　記帳の重要性については中西寅雄教授が財団
法人大蔵財務協会編『中小企業簿記要領による
中小企業の帳簿の付け方』の「推薦のことば」
において，「従来中小企業の簿記は，いちじるし
く不完全であつたが，この度シャウプ勧告にも
とづく青色申告制度が始められ，税の立場から
簿記の改善が急速に要望せらるにいたつた」（財
団法人大蔵財務協会編［1950］，1 頁）とされ，
さらに「経済安定本部の企業会計制度対策調査
会は，中小企業者の記帳の実情に対する深い考
慮の下にさきに中小企業のための簿記要領を発
表した」（財団法人大蔵財務協会編［1950］，2 頁）
と指摘されていることから中小会社においては
最も記帳を重要視するのは萌芽期より始まった
と考えられる。

⒇　中小会社会計の概念フレームワークのコアと
なる概念を中小会社の特性を視座として検討す
ると次のようなものとなった（堂野崎［2013］）。

　　まず上位概念として「信頼性ある記帳」があり，
これを支える要件として「網羅性」，「整然性」，

「明瞭性」，「正確性」及び「適時性」の５つをあ
げている。そして下位概念としての「目的適合性」
をあげている。

　　これらの上位・下位概念が無制限に適用され
ないように制約的概念として「実行可能性」，「経
営者への理解可能性」および「継続性」をあげ
ている。
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Summary and Keywords

REFERRED ARTICLES

Journal of Accounting Research for 
Small- and Medium-sized Entities(SMEs)

A Proposal for the Conceptual Framework 
for Small- and Medium-Sized Entities Accounting in Japan

Isamu Iwasaki  (Kyushu University Professor)

Summary

For small- and medium-sized entities, a different set of accounting standards from large-sized entities are 

needed, because the financial statements which show the real situation of small- and medium-sized entities 

more properly could contribute social creditability. In this situation, there are need for a set of conceptual 

framework to set a consistent set of accounting standards. In the United States of America, The American 

Institute of Certified Public Accountant issued “Financial Reporting Framework for Small- and Medium- Sized 

Entities” in 2013, which is a set of conceptual framework to set a consistent set of accounting standards for 

small- and medium-sized entities. Just like as the AICPA’s conceptual framework, the purpose of this paper is to 

propose the best conceptual framework for Japanese small- and medium-sized entities accounting.

Keywords 

Accounting for Small- and Medium-Sized Entities, Conceptual Framework
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REFERRED ARTICLES

Usability and future applicability of The Basic Guidance of Accounting 
for SMEs in Japan

Sachiko Kushibe  (The International University of Kagoshima Lecturer)

Summary

There are two accounting standards for SMEs in Japan. One is “The Guidelines of Accounting for SMEs” 

and the other is “The Basic Guidance of Accounting for SMEs”. The aims for establishing these two standards 

were the one related to business management that manager figure out the financial conditions of their own 

company, and the one related to funding that managers make use of the standards for the fund-raising from the 

financial institution (banks, etc.).

In this study, hearing surveys with tax accountants, financial institutions, and Credit Guarantee Corporation 

were conducted. From the results of the surveys, the usability of submitting financial statements, which the 

accounting standards for SMEs were applied, in the fund-raising of SMEs was studied. The present situations 

that “The Guidelines of Accounting for SMEs” was hardly used and the only “The Basic Guidance of 

Accounting for SMEs” was applied, and that the SMEs tend to apply the accounting standards for SMEs only 

to receive the discount of the guarantee charge from Credit Guarantee Corporation were illustrated. Further, 

the scoring in financial institutions and the contents of the “Financial Inspection Manual (supplement)” by 

Financial Service Agency were explained. The usability of “The Basic Guidance of Accounting for SMEs” 

in the scoring and the Financial Inspection Manual (supplement) and the benefits of “The Basic Guidance of 

Accounting for SMEs” in the judgement of guarantee by the Credit Guarantee Corporation were illustrated.

Keywords 

Characteristics of SMEs, qualitative factor, quantitative factor, scoring, Financial Inspection Manual 

(supplement)
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REFERRED ARTICLES

Study on Assurance Services for SMEs

Kaiwen Zhu  (Kinki University Graduate School of Commerce Research Fellow)

Summary

The Japanese accounting system is divided by large entities and SMEs. Large entities are required to 

prepare financial statements in accordance with Japanese Generally Accepted Accounting Standards (J-GAAP), 

IFRS, U.S.GAAP or Japan’s Modified International Standards (JMIS) . The General Standards for SMEs 

and the Accounting Guidelines for SMEs will be applied for SMEs. The Review Group on SME Accounting 

established by the Small and Medium Enterprise Agency and the Financial Services Agency has issued the 

General Standard for SMEs in February 2012. This standard, along with the Accounting Guidelines for SMEs, 

can be applied in any of the SMEs by management’s decision. In order to ensure the reliability of financial 

statements that are prepared in accordance with these accounting standards, large entities can use an accounting 

auditor system. On the other hand, there are two kinds of systems have been developed for assurance services 

of financial statement for SMEs: the Accounting Counselor System and the Document Attachment System. But 

both of the two systems were not widely adopted. In light of this situation, and considering that the accounting 

standards for SMEs have been developed, it is necessary to establish an assurance system for SMEs. From 

these considerations, this study purposes to clarify the necessity of the assurance services in SMEs, and tries 

to establish an assurance model for SMEs in Japan. In conclusion, this study argues that we should take into 

account the needs of both SMEs and users of their financial statements, and it has a need to set assurance 

services other than audit to be appropriate for SMEs. Therefore, this study suggests that audit should be applied 

to large entities, review engagements should be applied to medium sized entities, and compilation engagements 

should be applied to small sized entities.

Keywords

Accounting for SMEs, Assurance Services, Audit, Review, Compilation
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Direction of improving the reliability of the financial institutions that take 
advantage of the SMEs accounting in Japan

―About the relationship between small business owners and financial institutions―

Kentaro Matsuzaki  (Meiji University Graduate School of Global Business Part-time Lecturer, CPA/CPTA)

Summary

Accounting for SMEs in Japan that have been built and operated as a growth development model for SMEs 

is the greatest feature. Accounting of Japan’s SMEs to enhance the reliability of the financial statements, and to 

improve the reliability between the financial institutions and SMEs, and that want to raise funds when needed, 

to meet the needs for small business owners.

 In this study, focusing on the effect of reliability improvement by utilizing the relationship monthly 

management and actual financial statements by financial institutions to create is on the SMEs, funding than 

originally accounting of Japan’s SMEs that it has been built with an emphasis on that, and SMEs for financial 

statements is to clarify what has been how to use in the examination for financial institutions, centered on the 

relationship between small business owners and financial institutions, we were examined something to do with 

improving the reliability of the direction of the financial institutions that take advantage of the SMEs accounting 

should be.

As a result, the financial statements that conform to the correct accounting rules, financial institutions 

have played an important role as the creation of basic data for actual financial statements to be created for the 

corporate rating, financial institutions to focus for future cash flow information, monthly management such as 

timely monthly closing and budget management, it has been emphasized from the viewpoint of improving the 

reliability of SMEs and financial institutions. 

Improving the reliability of financial statements itself (take advantage for such compilation) and construction 

of accurate and timely performance management system with a focus monthly management and, on whether the 

mechanism can be constructed for appropriate rating for SMEs for financial institutions. 

Keywords

Accounting of SMEs, Financial of SMEs, Assurance of financial statements, Actual financial statements, 

Monthly management
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Construction of Accounting for Small and Medium-sized Entities based on the 
Definite Settlement of an Accounts Principle

Takaharu Sakai  (Kumamoto Gakuen University Assistant Professor)

Summary

Recently, in which enterprises such as large, small and medium-sized entities, and publicly and closely-

held companies is multi-layered, the bases of accounting are double-tracking. This situation, for small and 

medium-sized entities (SMEs), what has become unclear whether the generally accepted accounting principles. 

Therefore, there is significance to study accounting standards required for SMEs.

Preparing accounting books are required for which the management power of SMEs is built up. Since the 

concept of corporate accounting principles is included in the new document presenting guidelines for SMEs, 

it should be widespread. However, since the tax law standards are used in the new document presenting 

guidelines for SMEs, it is included a most basic standards of accounting disposition generally recognized as 

just and proper. 

Then, since financial statements are generally prepared based on the general tax law standards, it is 

considered that provisions combining the new document presenting guidelines for SMEs with the corporate tax 

laws are firstly established.

Keywords

Guidelines of SMEs accounting, New document presenting guidelines for SMEs accounting, Definite 

settlement of accounts principle, Reckoning the amount into expense for accounting purpose, Strengthening of 

corporate management
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A study on the structure and the way of Small and Medium-sized 
Entities accounting in Japan

Toru Donosaki  (Hiroshima Bunka Gakuen University Part-time Lecturer)

Summary

In this paper, by examining the transition of the discussions on Small and Medium-sized Entities accounting, 

clarify the structure of the current small and medium-sized entities accounting, was intended to examine the 

positional relationship between the large company accounting.

The verification result, discussion of small and medium-sized entities accounting in Japan, three phases (the 

embryonic phase, the induction phase and the influx phase) can be divided into, the structure has changed in 

each phase.

In the embryonic phase, bookkeeping, audit and law in the need to distinguish large and small companies 

have been recognized.

In the introductory phase, large entities and small and medium-sized entities, the need to distinguish the 

characteristics of the entities has been recognized in accounting. The idea of a single standard and double 

standard has been discussed as a way to partition.

In the influx phase, small and medium-sized entities accounting is two-phased by approach in top-down and 

bottom-up is used, it became a structure that called a hybrid type in which both are used in single standard and 

double standard ideas.

However, in the structure called a hybrid type, it is not possible to distinguish clearly the small and medium-

sized entities itself. Therefore, it is desirable to unify the small and medium-sized entities accounting.

In the discussion of small and medium-sized entities accounting, “Importance of Book Entrys” are claimed 

consistently from embryonic phase. To achieve this claim, with a deductive approach to build a framework 

through the concept derived by the "characteristics of small and medium-sized entities", it is required way to 

configure the accounting standards for small and medium-sized entities.

Keywords

The structure of SMEs, The positional relationship between of SMEs and the large company, The way of 

SMEs, The transition of discussion in SMEs
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編集後記

『中小企業会研究』創刊（第 1）号を無事に
発刊することができました。学会誌編集委員会
を代表いたしまして，関係の皆様に御礼申し上
げます。特に，日程的にも厳しい中査読の労を
とっていただきました査読者の先生方をはじめ，
裏方でご支援いただきました先生方には，この
場を借りまして厚く御礼申し上げます。

創刊号には，本学会の河﨑照行会長より「巻
頭言」をお寄せいただきました。また，掲載さ
せていただきました論稿は 6 篇となりましたこ
とを報告させていただきます。このうち，査読
済み論文は 3 篇，査読無し論文が 3 篇という結

果となっております。いずれも前回の中小企業
会計学会第 2 回研究大会（於：近畿大学）にて
ご報告いただきました先生方よりご投稿いただ
論稿であり，様々な観点から，中小企業会計を
とり上げていただいているものです。

産まれたばかりの『中小企業会計研究』誌で
あります。創刊号の編集等におきましては，編
集委員会としても運営上の不備もあったかと存
じますが，『中小企業会計研究』誌が，会員の
先生方のご協力のもと，大きく育っていくこと
を願っております。今後も関係の皆様のご支援・
ご協力をお願いしたいと存じます。

中小企業会計学会・学会誌編集委員会
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